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１、開催年月日時刻及び場所

令和７年６月１６日

自  午前１０時４９分

至  午前１０時５３分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

中村 泰輔 委員長（分科会長）

虎島 泰洋 副委員長（副会長）

中山  功 委 員

溝口芙美雄 〃

前田 哲也 〃

中島 浩介 〃

松本 洋介 〃

近藤 智昭 〃

坂本  浩 〃

本多 泰邦 〃

山村 健志 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

な  し

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時４９分 開会 ―

【中村(泰)委員長】ただいまから、文教厚生委

員会を開会いたします。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、中山委員、松本委員のご

両人にお願いいたします。

本日の委員会は、令和７年６月定例会におけ

る本委員会の審査内容等を決定するための委員

間討議であります。

審査の方法についてお諮りいたします。

審査の方法は、委員会を協議会に切り替えて

行いたいと思いますが、ご異議ございませんか。

〔 異議なし 〕

ご異議ないようでございますので、そのよう

に進めることにいたします。

それでは、ただ今から、委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１０時５１分 休憩 ―

― 午前１０時５３分 再開 ―

【中村(泰)委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者へ正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ほかにないようですので、これをもちまして

本日の文教厚生委員会を終了いたします。

お疲れ様でした。

― 午前１０時５３分 散会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年６月２７日

自  午前 ９時５９分

至  午前１１時３８分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

中村 泰輔 委員長（分科会長）

虎島 泰洋 副委員長（副会長）

中山  功 委 員

溝口芙美雄 〃

前田 哲也 〃

中島 浩介 〃

松本 洋介 〃

近藤 智昭 〃

坂本  浩 〃

本多 泰邦 〃

山村 健志 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

中尾 正英 総 務 部 長

猿渡 圭子 総 務 部 次 長

櫻間 秀道 学事 振興課 長

６、審査事件の件名

〇文教厚生分科会

第68号議案

令和7年度長崎県一般会計補正予算（第2号）
（関係分）

第86号議案
令和7年度長崎県一般会計補正予算（第3号）
（関係分）

報告第1号
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第10
号）（関係分）

報告第2号
令和6年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別
会計補正予算（第2号）
報告第12号
令和6年度長崎県国民健康保険特別会計補正予
算（第2号）

７、付託事件の件名

〇文教厚生委員会

（1）議 案

第70号議案
職員の育児休業等に関する条例等の一部を

改正する条例（関係分）

第73号議案
長崎県指定通所支援の事業等の人員、設備

及び運営の基準に関する条例等の一部を改

正する条例の一部を改正する条例

第74号議案
長崎県立佐世保青少年の天地条例等の一部

を改正する条例

（2）陳 情

・あはき・柔整広告ガイドラインの適正かつ

積極的な運用を求める陳情

・要望書（松浦市）

・令和8年度県の施策等に関する重点要望事項
（佐世保市）

・要望書（大村市）
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８、審査の経過次のとおり

― 午前９時５９分 開会 ―

【中村(泰)委員長】ただいまから、文教厚生委

員会及び予算決算委員会文教厚生分科会を開会

いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

70号議案「職員の育児休業等に関する条例等の

一部を改正する条例」のうち関係部分ほか2件で

ございます。そのほか陳情4件の送付を受けてお

ります。

なお、予算議案及び予算に関わる報告議案に

つきましては、予算決算委員会に付託されまし

た予算議案及び報告議案の関係部分を文教厚生

分科会において審査することになっております

ので、本分科会として審査いたします案件は、

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分ほか4件であります。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、お配りして

おります審査順序のとおり行いたいと存じます

が、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、理

事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した後、

審査時間が残っている場合に限って再度の質問

ができることといたしますので、よろしくお願

いいたします。

これより、総務部関係の審査を行います。

【中村(泰)分科会長】まず、分科会による審査

を行います。

予算議案及び予算に関わる報告議案を議題と

いたします。

総務部長より予算議案及び報告議案の説明を

求めます。

【中尾総務部長】おはようございます。

総務部関係の議案についてご説明いたします。

総務部の予算決算委員会文教厚生分科会関係

議案説明資料及び同追加1をお開きいただきた

いと思います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第86号議案「令和

7年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第1号「令和6年度長崎県一般

会計補正予算（第10号）」のうち関係部分であ

ります。

はじめに、予算決算委員会文教厚生分科会関

係議案説明資料の2ページをお開きください。

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第2号）」のうち関係部分についてご説明い

たします。

歳入予算は2億4,863万5,000円の増、歳出予算

は2億4,863万5,000円の増を計上いたしており

ます。

この歳出予算の内容は、授業料に対する国の

支援制度である就学支援金において、これまで

所得制限を受けていた年収約910万円以上世帯

の高校生等を新たな対象にした、物価高騰によ

る子育てに係る経済負担の軽減等を目的とする

支援金で、授業料年額11万8,800円の支援に要す

る経費等として、高等学校私立学校助成費2億

4,863万5,000円の増を計上いたしております。

次に、予算決算委員会文教厚生分科会関係議

案説明資料追加1の2ページをお開きください。
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第86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分についてご説明い

たします。

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

を活用した物価高騰対策について必要な予算を

追加しようとするものであります。

歳出予算は970万6,000円の増を計上いたして

おります。

この歳出予算の内容についてご説明いたしま

す。

エネルギー等の物価高騰の影響を受けている

私立小・中学校、高等学校及び専修学校・各種

学校に対して、電気・ガス料金に係る高騰分の

一部を支援する経費として、私立学校助成費970

万6,000円の増を計上いたしております。

恐れ入りますが、元の予算決算委員会文教厚

生分科会関係議案説明資料の3ページをお開き

ください。

最後に、報告第1号「令和6年度長崎県一般会

計補正予算（第10号）」のうち、関係部分につ

いてご説明いたします。

先の２月定例県議会の予算決算委員会におい

て、専決処分により措置することをあらかじめ

ご了承いただいておりました、令和6年度予算の

補正を令和7年3月31日付で専決処分させていた

だきましたので、関係部分についてその概要を

ご報告いたします。

これらは、年間執行額が確定したことなどに

伴うものであり、歳入予算は1億3,184万円の減、

歳出予算は2億5,259万1,000円の減となってお

ります。この歳出予算の補正の主なものは、県

立大学佐世保校建設整備事業費の減、高等学校

私立学校助成費の減であります。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますようお願い申

し上げます。

【中村(泰)分科会長】次に、学事振興課長より

補足説明を求めます。

【櫻間学事振興課長】第68号議案「令和7年度長

崎県一般会計補正予算（第2号）」のうち、学事

振興課関係の補正予算について、補足してご説

明いたします。

補足説明資料「令和7年度6月補正予算案につ

いて」をご覧ください。

私立高等学校の授業料につきましては、年収

910万円未満の世帯を対象とした高等学校等就

学支援金制度により支援を行っているところで

す。

令和7年3月、この所得要件を撤廃する国の予

算案が可決されましたことから、本県におきま

しても、年収約910万円以上の世帯の授業料相当

額を支援するため、補正予算を計上するもので

す。

事業の概要ですが、高等学校就学支援金制度

で所得制限により受給資格が不認定となった高

校生を対象として、年額11万8,800円を上限に授

業料相当額を臨時支援金として支援するもので

す。

なお、この臨時支援金は、就学支援金と同様

に保護者へ直接支給するのではなく、保護者が

支払うべき授業料の弁済として学校に支給する

こととしております。

対象人数は、全日制が2,017人、通信制が57人、

合計で2,074人を見込んでおり、事務費224万

3,000円を含む所要額2億4,863万5,000円を計上

しております。

続きまして、第86号議案「令和7年度長崎県一

般会計補正予算（第3号）」のうち、学事振興課

関係の補正予算について補足してご説明いたし

ます。
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資料は、「エネルギー等物価高騰対策」と記

載の資料をご覧ください。

物価高騰の影響を受けている私立学校の負担

軽減を図るため、エネルギー価格、とりわけ学

校施設への影響が大きい電気代とガス代の高騰

分への一部支援を行うものです。

対象施設は私立の高等学校、中学校、小学校

及び専修学校で全67施設、学校の規模別に11区

分の単価に応じまして、所要額の合計970万

6,000円を見込んでおります。

なお、単価の根拠につきましては、国におい

て電気・ガス代の支援対象期間が電力使用量の

増加する7月から9月の3か月間と示されている

ことから、それを踏まえまして、県の補助率を

2分の1としまして、今回の経済対策補正におけ

る学校施設等の物価高騰の影響に対する県の支

援は、全庁的に年間影響額の8分の1ということ

で統一をしているところでございます。

以上をもちまして補足説明を終わります。よ

ろしくご審議を賜りますようお願いいたします。

【中村(泰)分科会長】以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案及び報告議案に対す

る質疑を行います。

質疑はございませんでしょうか。

【松本委員】横長資料の15ページの高等学校就

学支援金の金額が1億800万円減となっておりま

すので、この減額の要因についてお尋ねいたし

ます。

【櫻間学事振興課長】この私立学校助成費のう

ちの高等学校等就学支援金でございますけれど

も、令和6年度の当初予算額が29億5,841万7,000

円でございまして、こちらにつきましては全額

国庫支出金を充てているところでございます。

この執行見込みにつきましては、生徒の転入・

編入ですとか、離婚等家庭の状況変化に対応す

るために、金額としては前年度並みの対象人数

を想定して所要見込額を算定したところ、当初

予算要求額に近い29億4,000万円程度の執行が

見込まれたことから、2月補正での減額を見送っ

ていたところでございました。しかしながら、

結果として想定を上回る減額となったところで

ございます。

【松本委員】つまり予算計上のときに、令和5年

ベースで予算を取ったけれども、令和6年の実績

が少なかったというような認識だと思うんです

けれども、何名想定したのが何名少なかったの

かというのは把握していらっしゃいますか。

【櫻間学事振興課長】令和5年度の実績と実際の

令和6年度の実績を比較しますと、支援の対象人

数としましては大体9,900人程度ということで、

ほぼ同じ人数でございます。しかしながら、590

万円を境に支援額に差がございます。その際に

年額39万6,000円を支給する対象人数が、令和5

年度の実績と比べまして約270人減少しており

ます。その一方で、年額が11万8,800円の支給対

象人数が290人増加をしております。これにより

まして、およそ7,000万強の減が生じておりまし

て、支援対象世帯の収入状況の変化というとこ

ろが今回の所要額に大きく影響したものと考え

ております。

【松本委員】人数は想定したとしても、その家

庭の所得まではさすがに申請者が自己申請だか

らしないと分からないからぶれが出てくるとい

うことですね。分かりました。

ということで、先ほど補正の説明があった部

分の引き続き8ページ、今度は政府の方針で年収

のリミットがなくなるということでの今回の予

算が2億4,863万円ということですが、補足説明

資料にもちょっと記載されてました910万円以

上の今まで対象外だった世帯が、この表による
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と2,074人いるという想定で計上しているとい

うことですが、ただ、これは多分令和5年度ベー

スでしているわけで、令和6年だから、910万円

は結構な年収でもあられるから、それは自己申

告でもあるし、年収がさっきと同じ理屈でいけ

ば、上へ幅がありますよね。そちらは今回の予

算で対応できるんでしょうか。どう想定してま

すか。

【櫻間学事振興課長】この資料にございます対

象人数2,074人というのは、委員ご指摘のとおり、

令和5年度の実績になりますけれども、この人数

といいますのが、令和5年度の高校生の生徒数の

合計が、こちらも資料の左側にございます1万

1,917人でございますけれども、このうち就学支

援金の対象生徒数の9,843人を差し引いた人数

となっておりまして、この中には申請を行った

ものの所得の制限で対象外になった方及びそも

そも申請をされなかった、していなかった方の

人数も含んだ人数となっております。そのため、

今回見込んでいる金額としましては、令和5年度

の実績ベースでありますけれども、最大限のあ

たりを見込んでいるところでございます。

それからあと、この資料右側に参考として付

け加えておりますけれども、令和7年、今年の5

月1日現在の生徒数が1万1,717人ということで

ございまして、令和5年度と比較しますと200人

減少している状況でございます。そのため、今

後、仮に公立学校からの転入ですとか、県外か

らの転入ということで、対象人数が増えた場合

であっても対応できる分の予算は計上できてい

るものというふうに認識しているところでござ

います。

なお、委員からご指摘ありましたけれども、

この支援金を支給するためには、既存の就学支

援金制度における申請手続を行っていただく必

要がございます。先ほどご説明しましたとおり、

これまでは所得を踏まえたところで、そもそも

申請をしていなかった生徒、保護者もたくさん

いらっしゃるかと思いますので、これまでそう

いった申請を行っていなかった世帯に対しまし

ても、全ての生徒にこの情報が行き届くように、

学校を通して十分な周知を図っていきたいと考

えております。

【中村(泰)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

【山村委員】すみません、先ほどの質問の関連

で、申請をしたところに行くようになると思う

んですけど、多分910万円以上になると、ほぼほ

ぼ全ての生徒さんが対象になるということにな

ってくるかと思うんですけど、今までは所得の

制限があったので、申請主義だったり、例えば

まだ残っているのは、多分、所得の590万円以下

の加算は残るとは思うんですけど、上について、

11万8,800円については、多分、高校に進学され

た方全てが対象ということになってくるかと思

うんですけど、それでもまだ申請というのは必

要ということで、今、計画されているというこ

とでいいんですか。

【櫻間学事振興課長】今回の支援制度につきま

しては、その申請方法等につきましては、全国

統一、国の方で定められた基準になっておりま

す。これまでの就学支援金制度におきましても、

あくまでこれは申請主義ということで、これま

でも対象になっているものの、申請は行われな

かった方もいらっしゃる状況でございまして、

同様に今回も申請がなければ、支援対象となら

ないということになります。

【山村委員】制度の趣旨は理解しました。

ただ、今後の国からの検討も含めてでしょう

けど、申請が要らなく、ある意味、全員対象に
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なってくるので、そこの部分は申請の対象から

外してもいいのかなと正直なところ思うところ

もありますし、もう一つは、多分、ご父兄さん

の方で、所得が多いから申請しないならまだよ

かったんですけども、理解が得られてなくて、

本当はもらえる方なのに申請されてないという

事案も、多分、今のお話を聞くと、もしかした

ら存在するのかなということもちょっと考えら

れましたので、その辺のフォローといいますか、

実際多分所得が低い方の方が本当はきちっと申

請をしていただいて、手当をやっていただきた

いという制度趣旨のはずなので、その辺のフォ

ローアップをお願いしたいなと思いまして、ご

要望としてさせていただきたいと思います。

【中村(泰)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

【坂本委員】2点お伺いします。

まず、横長資料の14ページです。

県立大学の大学法人費ということで約1億円

補正で減額されておりますけれども、この中で

内訳、事業概要を見ると、県立大学佐世保校建

設整備事業費がそのほとんどを占める9,175万

円ということです。最近は建設資材の高騰とか、

あるいは人件費とか、そういう特に建物の建設

整備は随分高騰してるんじゃないかなと思うん

ですけれども、結構な額が減額されていますの

で、その理由について教えてください。

【櫻間学事振興課長】今回、減額の対象となり

ました中身ですけれども、講義棟自体の建設に

係る部分ではございませんで、講義棟自体の建

設が完成時期が遅れたことに伴いまして、そこ

の中に整備する備品であったりネットワーク機

器類、あるいは映像音響機器類、そういったも

のの入札の時期が遅れたことによりまして、2月

補正に間に合ってない状況ではございます。そ

ういった備品類の入札の結果、入札減が生じた

ということでございます。その入札減がおよそ

7,000万円の減額、それとまたさらに今度はこの

新講義棟ができたことによりまして、敷地内の

南側にございます旧本館、こちらの解体及び学

生会館の解体、この解体工事の入札も新講義棟

の建設の遅れに伴いまして入札時期が遅れてお

ります。こちらも入札を行った結果、解体工事

の入札減が生じているところでございます。こ

ちらの入札減が約2,200万円の減が生じている

というところでございます。

【坂本委員】理由については分かりました。

そうすると、これ約9,000万円の、双方合わせ

て執行残というふうなことになっているんです

けれども、要するに新講義棟の建設が遅れたこ

とに伴ってということですから、それは当然継

続してやりますので、そうすると、この予算と

いうのは2月の補正には間に合ってませんので、

今年度のどこかで補正ということになるわけで

すか。

【櫻間学事振興課長】入札の時期が遅れたこと

に伴いまして、額の確定自体が2月補正に間に合

わなかったということでございまして、入札自

体は年度内に施行できておりますので、金額自

体は確定して、入札が終わった段階で額が確定

して、今回の執行残、専決額が確定したところ

でございます。

機器類につきましては、新講義棟の方は既に

4月から運用を開始しておりまして、中身につい

ては、入札後に年度内での納品、整備が完了し

ているところでございます。

解体工事につきましては、今後引き続き、令

和7年度に解体工事を実施していくということ

なっております。

【坂本委員】そしたら、トータルとしては変わ
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らないというような理解でいいんですね。分か

りました。

それと、補正予算の追加の分、86号議案、補

正第3号のエネルギー等物価高騰対策ですけれ

ども、これは補足説明資料を見てみますと、事

業内容については、対象がそれぞれ私立の高校、

中学、小学、それから専修学校、各種学校とい

うようなことで、57施設というふうなことにな

っておりますけれども、要するにそれぞれ各学

校全てが対象になったという理解でいいんです

か。

【櫻間学事振興課長】対象としましては全てが

対象となります。

【坂本委員】分かりました。

今年の2月議会でもらった資料によると、例え

ば私立高校はそのときは23校で24施設ですから、

1校が何か複数の施設というふうになったのか

なというふうなことがちょっとありましたし、

それから中学、小学校は12校、6校ですから、全

校ということになると思うんですけど、私立専

修学校が23校で、各種学校が5校ですから、そう

すると28校なんですけど、25施設ということで、

ここはどういうふうに考えればいいですか。

【櫻間学事振興課長】まず、高校につきまして

は、今年4月から、従来、広域の通信制でござい

ましたこころ未来高等学校が新たに狭域制の通

信制こころ咲良高等学校を設置しております。

そのため1校増となっております。

それから、今回の対象ですけれども、専修学

校は対象となっているんですけれども、各種学

校につきましては、今回の支援の対象外となっ

ているところでございます。

【坂本委員】分かりました。そしたら、これ、

各種学校と書かなくていいんじゃないですか。

違ったかな。各種学校は対象になってないんで

しょ。私立専修学校及び各種学校と書いてあり

ますけんが、各種は記載しなくてよいと思いま

すけど、今の答弁では。

【櫻間学事振興課長】すみません、補足説明資

料の方に「及び各種学校」と記載しておりまし

たのは誤りでございました。申し訳ありません。

【中村(泰)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

【前田委員】おはようございます。

同じく86号のエネルギー等物価高騰対策の予

算なんですけども、昨年も多分同様な予算立て

してると思うんですけども、まず手順として、

こうやって議会に上程するに当たって、物価高

騰等の対策としてどのような事業というか、予

算が必要だということは、これは学校等に聞取

りか何かして、その上で学事振興課の方でまと

めて、それを財政にかけて、今回、上がってい

るという理解をしていいんですか。

何を言いたいかというと、エネルギー等、今

回のこと以外にも、私立の学校から見たら、も

う少し物価高騰で影響のあるものに対して援助

してほしいという声があるんじゃないかなと思

っているんですけども、このことに絞って上げ

てきたということについてちょっとご質問した

いと思います。

【櫻間学事振興課長】私立学校等からの物価高

騰に対する要望という声につきましては、直接

的な声は、ほかの要望というところは伺ってな

いところでございますけれども、今回、エネル

ギーに特化したというところにつきましては、

今回の国の補正予算がそういった趣旨の補正予

算ということでございまして、その場合、各学

校のエネルギーに係るこういったガス代、電気

代に関しましては、県の方でも費用がだんだん

上昇していっているという状況は把握しており
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ましたので、そこの部分については支援が必要

であろうというところで、要望を受けてという

よりも、県の側で必要と考えて要求していると

ころでございます。

【前田委員】国から下りてくるときに、実施例

としていろんな例示がある中で、こういうのも

多分載っていると思うし、学事振興課の方で、

現状、私学だけじゃなくて、全体としての高騰

を確認しているから組みましたというご説明だ

ったと思うんだけども、物価高騰がずっと続い

ている中で、ある意味、現場の声を拾う作業と

いうのは必要だと思っていて、そこをやれてい

ないとするならば、今後については、こういう

ことでありがたいと多分私学は思うと思います

けども、それ以外に物価高騰でどういう影響、

それがどういう経営上負担が来ているかとか、

もっと言えば、これは学校に対する助成ですけ

ども、通学している子どもたちの家庭への負担

が増えているとかいうことに対しても、私は検

討していいと思うんですね。

一例として、例えばじゃあ私学ですから、子

どもたちを結構送迎しているのが走ってますよ

ね。それは当然ガソリン代がかかる話なので、

そこも多分負担が増えていると思うし、僕がい

つも聞こえてきているのは、公立と私立で給食

費に差がある中で、私立の給食費がまた値上が

りしたという話を聞くんですね。それを学事振

興課の方に聞いたら、今年度以前のところで出

していて、給食費はできるだけ値上げしないよ

うにということで出したというんだけど、現実

問題として上がっているんですよね。

例えば公私の格差として、今、給食費がどれ

ぐらい差があるかとかいうことについて、調査

とかなんとかいうのもかけてらっしゃるんです

かね。

【櫻間学事振興課長】公立と比べてどうかとい

うところについては、その調査ということは行

っていないところでございます。

【前田委員】そういうことを含めて、僕は調査

というか、常に現場の声を拾って作業をしてい

って、次に何かあったときの球出しの材料を用

意しておくというのは大事なことだなと思うん

ですね。

申し訳ないけど、このこと以外も含めて、何

か前回とあんまり変わらんよねと。各部署から

財政のを上げてきた割には、これ以上のものは

何もないのといったら、やっぱりなかったんで

すという、財政の方からは返ってくるんですよ

ね。

そう考えたときに、本当にきめ細かく、もし

かすると微々たる金額かもしれないけども、こ

ういうところの支援があったらありがたいとか、

寄り添う姿勢というものが示せるんであるなら

ば、そういうことを今後検討すべきと思います

けども、部長として見解をお聞きしたいと思い

ます。

【中尾総務部長】今、前田委員からご指摘のあ

りました現場の声をきめ細かく聞いて、どうい

うニーズがあるかということを拾い上げるとい

うのは基本的に大事なことといいますか、重要

なことだと思っております。財源に限りがある

中で、今回、交付金の額を見たときに、従来行

っていた支援というものは引き続きやらせてい

ただきたいという形で組んだときに、このよう

な補正予算になっているというところでござい

ますが、それ以外のことも含めて、なかなか県

単独でということは難しい状況というものは私

どもとしては認識しつつも、本当にお困りの声

といったものは拾い上げながら、対策がどのよ

うに取れるかということは検討させていただく
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姿勢は重要だというふうに思っておりますので、

私どもとしても各学校から丁寧に聞き取り、意

見聴取させていただきたいと考えております。

【中村(泰)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案及び予算に関わる報告議案に対する

質疑・討論が終了しましたので、採決を行いま

す。

第68号議案のうち関係部分、第86号議案のう

ち関係部分及び報告第1号のうち関係部分につ

いては、原案のとおり、可決・承認することに

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び予算に関わる報告議案

は、原案のとおり、それぞれ可決・承認すべき

ものと決定されました。

【中村(泰)委員長】次に、委員会による審査を

行います。

総務部において、今回、委員会付託議案がな

いことから、所管事項についての説明を受けた

後、提案資料についての説明を受け、議案外所

管事務一般について、質問を行うことといたし

ます。

まず、総務部長より所管事項の説明を求めま

す。

【中尾総務部長】総務部関係の議案外の主な所

管事項についてご説明いたします。

総務部の文教厚生委員会関係説明資料をお開

きください。

今回、ご説明いたしますのは、私立学校の就

職状況について、県立大学の就職状況について、

体罰等に係る実態調査について、新たな総合計

画の策定についてでございます。

まず、私立学校の就職状況についてでありま

すが、今春卒業生の就職率は令和7年3月末現在

で97.7％と、前年度と比べ0.6ポイントの増とな

っており、就職した生徒のうち、県内就職者の

割合は76.6％と、前年度比4.9ポイント増加して

おります。

県内就職割合が増加した要因としては、県内

企業において様々な待遇改善が図られているこ

とが、ワークライフバランスを重要視する若者

にとって県内就職を前向きに捉えるきっかけと

なっていることに加え、労働局による企業説明

会の早期実施や、県内就職推進員をはじめとす

る学校関係者の丁寧な指導等が県内就職の魅力

を効果的に伝えることにつながったものと考え

ております。

県といたしましては、引き続き、多くの若者

に地元長崎の魅力や暮らしやすさを知っていた

だけるよう情報発信に努めるとともに、各学校

の進路指導担当教員や県内就職推進員とより一

層の連携を図り、県内企業へのインターンシッ

プや県内企業説明会・見学会、県内企業の情報

を生徒や保護者に知ってもらう機会を増やすな

ど、県内就職の促進に取り組んでまいります。

次に、県立大学の就職状況についてでありま

すが、今春卒業生の就職率は、令和7年4月末現

在で99.7％と、前年度と比べ0.2ポイントの増と

なっており、学部別では経営学部が99.4％、地

域創造学部が99.6％、国際社会学部及び情報シ
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ステム、看護栄養学部が100％となっております。

なお、就職者のうち県内就職者の割合は

33.2％で、前年度比3.1ポイント減となっており

ます。

県立大学においては、ウェブを活用した県内

企業情報の提供、県内企業説明会など、県内就

職に向けた取組を積極的に実施しておりますが、

県内就職率は看護栄養学部で増加したものの、

経営学部、地域創造学部、国際社会学部、情報

システム学部において減少したことが全体を押

し下げたものと考えております。

県内就職率向上のため、県立大学においては、

県内企業での企業インターンシップや地域にお

ける経営実践の実施など、地域に根差した実践

的な教育を推進するとともに、県内就職推進員

を配置して、企業情報の開拓と個別面談やゼミ

などを活用した情報の提供に取り組んでおりま

す。

また、令和6年度においては、学内合同業界セ

ミナーの実施時期を見直し、就職活動の早期化

に対応するなど、支援の充実を図りながら取組

を進めてまいりました。

県といたしましては、学生と県内企業との交

流の機会をさらに増やしていくとともに、県内

就職率の高い県内高校生の県立大学への進学を

促進するなど、県立大学と連携して引き続き県

内就職率向上への取組を推進してまいります。

次に、体罰等に係る実態調査についてであり

ますが、体罰等の実態を把握し、その根絶を図

るため、平成24年度から毎年、私立学校の教職

員、児童・生徒及び保護者を対象に体罰等に係

る実態調査を実施しております。

令和6年度の調査結果では、体罰及び不適切な

指導と認知された件数は24件で、前年度より6件

増加、体罰等を行った教員等の数は22人で、前

年度より5人増加、体罰等を受けた児童生徒は37

人で、前年度より10人減少しております。

県といたしましては、体罰が発生した学校の

教頭、副校長に対する聴き取り調査を行い、再

発防止策を確認した上で、その防止策が確実に

実施されるよう指導するとともに、さらなる研

修内容の充実を依頼するなど、体罰防止の徹底

を図ってきたところですが、依然として私立学

校における教職員等の体罰が無くならないこと

や、不適切な指導に対する認識が不十分である

ことを示すものとして重く受け止めております。

今後とも、校長会、教頭会や各種研修会等の

あらゆる機会を捉え、体罰根絶、不適切な指導

の防止に係る意識の向上を図ってまいります。

最後に、新たな総合計画の策定についてであ

りますが、新たな総合計画については、10年後

の本県の将来像を見据えつつ、令和8年度を初年

度とする5か年計画として、長崎県まち・ひと・

しごと創生総合戦略とも整合を図りながら、一

体的に検討を進めることとしているところであ

り、今後の県政運営の指針や戦略的かつ重点的

に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的に

お示ししたいと考えております。

今般策定した素案骨子においては、基本理念

の考え方として、地域社会の基盤となる経済の

活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若

者や女性をはじめ誰もが活躍・チャレンジでき

る環境づくり、最先端技術の効果的な活用によ

る稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注ぐことと

しております。

また、本県の優位性を生かし、国内外との多

様な交流を促進することに加え、本県の将来を

担うこどもたちの能力と可能性を高めることを

社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、全

世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる環境
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づくりなどにも積極的に取り組んでまいりたい

と考えております。

そのため、次期計画については、「こども」、

「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の5つの柱のもと、12の基本戦略とその

戦略に基づく施策を掲げるとともに、先行的に

策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」と

タイアップするとともに、地方創生2.0をはじめ

国の施策とも連動を図りながら検討を進めてま

いりたいと考えております。

このうち、総務部においては、主に「こども

たちの将来の可能性を広げ、挑戦を応援する」

や「時代の変化に対応する力強い産業を創出す

る」に関する戦略に関連施策等を位置付けてお

ります。

「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を

応援する」では、「すべてのこどもたちを支援

する魅力ある教育環境づくり」に向け、私立学

校の独自性・自主性を尊重しながら魅力ある学

校づくりの支援に取り組むほか、「時代の変化

に対応する力強い産業を創出する」では、「地

域を支える企業の人材育成・確保」に向け、地

域に貢献し、選ばれる県立大学づくりに取り組

んでまいりたいと考えております。

今後、県議会のご意見を十分お伺いするとと

もに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今年

度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいり

ます。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。

【中村(泰)委員長】次に、提出のありました政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料及び政府施策に関する提案・要望の実施結果

について説明を求めます。

【櫻間学事振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出して

おります総務部関係の資料についてご説明いた

します。

2ページをお開きください。

附属機関等会議結果について、本年2月から5

月の実績は、2月12日に開催しました長崎県私立

学校審議会1件となっております。

会議の結果については、資料3ページから5ペ

ージに記載のとおりでございます。

続きまして、去る6月中旬に実施いたしました

令和8年度政府政策に関する提案・要望について、

総務部関係の要望結果をご説明いたします。

令和8年度政府政策に関する提案・要望につい

て、総務部関係をご覧ください

総務部関係におきましては、私学及び県立大

学に対する財政支援の充実強化、私立学校・幼

稚園施設の耐震化に係る財源の拡充の2項目に

ついて、文部科学省、総務省に対し要望を行い

ました。

以上が総務部関係の要望結果でありますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。よろしくご審議を

賜りますようお願い申し上げます。

【中村(泰)委員長】ありがとうございました。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】次に、政府施策に関する提

案・要望の実施結果についてご質問はありませ

んか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般についてご質問はご

ざいませんでしょうか。

【櫻間学事振興課長】申し訳ありません。先ほ

ど分科会審査におきまして、坂本委員の質問に

対しまして、専修学校、各種学校の校数に関す

るお尋ねがございました。その際に、今回の支

援の対象として各種学校が入っていないとの答

弁をいたしましたけれども、実際には各種学校

も対象となっておりまして、この数字の違いに

つきましては、専修学校におきまして、生徒数

がゼロの学校がございます。その学校を除いた

ところで、今回の対象25校というふうになって

おります。申し訳ございませんでした。

【中村(泰)委員長】坂本委員、よろしいでしょ

うか。

【坂本委員】はい。

【中村(泰)委員長】それでは、議案外所管事務

場についてご質問はございませんでしょうか。

【松本委員】縦長資料の2ページのところで、ま

ず私立高校の就職状況なんですけれども、今、

部長説明であったように、特にやはり97.7％も

そうなんですけれども、県内就職の割合が

76.6％、前年度比4.9ポイント増加してるという

ことは、大変需要が、人手不足もあるし、高ま

ってると思うんですが、それに反して、その下

の段にある県立大学の県内就職の割合が33.2％

で、前年比3.1ポイント減というこの格差という

か、やはり同じ県内でこう違うのかというとこ

ろで、いろいろな取組もしてるというふうに報

告にありました。もちろん県内就職支援員も配

置してますし、企業インターンシップもしてる

ということですが、それをしてもまだ下がって

いく要因についてお尋ねいたします。

【櫻間学事振興課長】県内就職率の減少につき

ましては、様々な要因はあるかと思いますけれ

ども、特に今回、令和6年度卒業生に特徴的であ

りましたのが、この令和6年度の卒業生が本格的

に就職活動を開始しますのが大体3年生の春頃

から開始いたします。この卒業生が3年時の5月

に新型コロナウイルス感染症が5類感染症とな

りました。それを受けまして、夏に行われます

インターンシップ等におきまして、これまでコ

ロナ禍の影響で県外に目が向いてなかった分が、

県外においてのインターンシップというところ

が積極的にそこに参加するようになったという

ところが一つ特徴的なことかと思います。

また、世界情勢の不安定さですとか、あとは

コロナ禍が明けて、県外企業が地方での採用意

欲が非常に高まっている、そういった影響を受

けまして、学生の方も大手志向であるとか安定

志向、そういった学生が増えたことが考えられ

ます。

その結果ですけれども、例えばの例で言いま

すと、東証プライム上場企業への就職者という

のが、昨年度から比べますと30人増と大幅に増

えているというところで、こういった大手志向、

安定志向というところが顕著に出た結果なのか

なというふうに考えております。

【松本委員】それは本人がやはり職業選択の自

由でもあるし、大手志向を持つのは悪いことで

もないし、それを止めるということもまず無理

な話ではあります。

ただ、やっぱり県立大学として、実際に県内

就職支援員も配置して、地域に根差した教育を

しているという状況を踏まえた中で、じゃあど

うやって県内就職を上げていくんだという話に

もなっていくんですが、ただ、前にもちょっと

質問したと思うんですけど、県内生と県外生の
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県内就職の割合は違ったと思うんですが、そち

らはどのような状況ですか。

【櫻間学事振興課長】県内就職者におきます県

内生と県外生の率の違いなんですけれども、令

和6年度卒業生につきましては、県内出身者の県

内就職率は56％ございます。それに対しまして、

県外出身者の県内就職率は8.9％ということで、

かなり差がある状況でございます。

【松本委員】やはりそうなるでしょうね。県外

から来られた方は地元に戻るという意味もある

でしょうし、県外から来てるわけだから、そこ

をあえて長崎に定着するというのはなかなか厳

しい、8.9％だと思いますが、しかしながら、県

立で望んできている県内生はやっぱり56％、20

ポイント以上高いわけですから、そこのところ

はまだ望みがあるんではないかなと思いますし、

そこを上げていく、県内生の比準も上げていく

し、県内生と分けるのもどうかとは思いますけ

れども、そこの部分はやっぱり大きなまたプラ

スの要素だと思うんで、取り組んでいただきた

いと思うんですが、この議論も何年もやってい

て、本当に就職支援員も入れていただいて、ど

んどん取り組んでいるのは分かるんです。

この間、県立大学を視察させていただいて、

理事長の思いも分かりました、ちょっと一方的

でしたけれども。ただ、だからといって、今の

やり方で大幅に県内就職が増えるような印象は

受けなかったんです。やっぱり新たな取組をこ

れからやっていかないとなかなか厳しいと思う

んですが、実際、理事長が県内就職に向けて、

ちょっとあまり前向きな感じもなかったんです

けども、どういうふうに考えてらっしゃるのか、

把握は、県立大学の新しい取組とかはどう考え

ていらっしゃるんでしょうか。

【櫻間学事振興課長】現地調査の際に理事長か

ら今後の経営戦略という形でご説明がございま

したけれども、決して県内就職に対して後ろ向

きということではございませんで、そもそも県

内就職を上げるためには、まず県立大学の学生

が地域から求められる学生である必要がもちろ

んございます。それと同時に、県立大学の学生

が県内の企業をより知る、さらには県内企業を

魅力的だと感じる必要があるかと思います。そ

ういったところを踏まえまして、今回、理事長

がご説明しておりましたのが、まず県内企業と

連携して、学生に対して実践的な教育を行って、

それによって学生が課題解決能力を身につける、

企業にとっては非常に求める人材、そういった

人材を育て上げるというのが、一つ。

それから、県内企業とそういった連携を行う

ことによりまして、県内企業の魅力を高める。

例えば県内企業対して、大学としても次世代の

経営者の育成ですとか、経営者のマネジメント

力の向上、そういった働きかけを、研修であっ

たり、大学の方から企業に対しても直接行って

いきたいと、そういったところ。それから、共

同研究、受託研究、行っておりますけども、よ

り地域課題を解決する形の研究というのも力を

入れていきたいと。

そういったことを通じまして、産業界が求め

る人材の育成と、あとは県内企業の発展に貢献

するというところで、その際に学長の方から、

仮称ということではございましたけれども、県

立大学の未来共創プロジェクトという形で、今

後はこの企業との連携というところにさらにも

っとこれまでよりもより力を入れて取り組んで

いきたいというところで、それを通じて県内就

職率の向上につなげていきたいというふうに考

えられているところでございます。

【松本委員】現状でもしていらっしゃいますよ
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ね、そういうことは。ただ、それをさらにバー

ジョンアップしていくような趣旨の答弁だった

と思うんですけど、やっぱりある意味、マッチ

ングだと思うんですよ。要するに県内企業が求

めている人材と県立大学生がどういうところに

就職したいというのがかみ合ってないところが

あると思うんですね。しかし、県外企業にはそ

れがあるというところで、県外に出たいという

気持ちもあると思うんで、だからそこのマッチ

ングというのは、やはり調査をしなきゃ、どう

いう状況でミスマッチが起きているのかという

のも県立大側も把握しとかないといけないし、

そこの齟齬という部分をやはり詰めていく役割

が大学側にあるんではないかと。ただただ就職

支援員を置いたところで、やはり企業側がじゃ

あ学生に何を求めていて、学生がじゃあ県内企

業の何が足りないのか、そういうところもしっ

かり調査をして、そこの部分のデータに基づい

て、さらにもう一歩踏み込んだところをやって

いくことが今後のさらに県内就職を上げる一つ

の要素になると思うんで、そういったところも、

理事長の熱意は伝わってきましたし、そこの部

分ができる方だと思うので、せっかく視察に行

って、いろいろな思いは聞かせていただいたん

で、そういったところもぜひ委員会で意見があ

ったということで伝えていただきたいと思いま

す。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに。

【中山委員】松本委員に関連する部分があると

思いますけれども、私立高校の就職状況と県立

大学の就職状況について少しお尋ねしたいと思

いますが、私立の方については、約5％増えたと

いうことですから、当然評価せにゃいかんと思

いますが、その要因に、県内企業において様々

な優遇、改善が図られていることがとあるんで

すけども、具体的にどういうことが待遇改善に

つながっているのか、実施されておるのか、少

し説明いただければと思いますが。

【櫻間学事振興課長】こちらは各学校の方で県

内就職推進員というのを配置されております、

就職が多い学校においては。県の方も推進員に

対しては補助をしているところでございますけ

れども、そういった推進員と意見交換を行って

いるところでございますけど、そこでいろいろ

得られました情報によりますと、やはり県外か

らの就職求人活動が非常に旺盛であると。それ

に対応するためには、やはり県内企業も処遇を

改善していかないと、なかなか人材の確保が図

れないというところで、まず一番目立つのは給

与、初任給に関しましては、かなり増えている

というところで、これにつきましては、昨日、

労働局の方が数字を出されておりましたけれど

も、新規学卒者の初任給の平均が、前年度と比

べまして約1万円以上上昇しているという状況

でございます。

それから、あとこれは聞取りの結果によりま

すけれども、休暇の制度につきましても、かな

り拡充されているというふうに伺っております。

【中山委員】過去の就職状況を見ますと、上が

ったら下がる、上がったら下がって、大体こう

いうふうな波打っていくんですね。そうすると、

これを安定的に上げていくためには、やはり県

内企業の優遇、改善が進んでいけば進んでいく

ほど上がっていく可能性があるんで、そういう

方向が見えとるんですね。給料が増えたとか、

休暇が増えたとかありますんで、これを含めて、

やはり企業自らがしっかり取り組んでいくこと

と併せて、それとやはり企業自らがＰＲしてい

くというか、この流れを止めないように、ひと
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つ進めていただければと思います。

次に、県立大学の就職状況について、99.7％

ということでかなり頑張ってますよね。できれ

ば、私、この前、ちょっと話しましたけども、

県立大学の売りとして、希望者は100％を達成す

るんだと、できるんだと、ここが一つの売りに

なると思いましたんで、そういたしましたら、

国際学部とか情報システム学部とか看護栄養学

部というのは100％になっとるわけですね。そう

すると、あとこの0.3％、この人数が何人いるの

か、この辺を重点的に取り組んでいって、ぜひ

ともまず100％を達成してもらえれば、よりこの

ＰＲ効果が出てくるんじゃないかと思うんです

けども、このあと0.3％、その人数が何人おるか

も含めて、これの対策、強化してると思います

けども、その考え方についてお尋ねしたいと思

います。

【櫻間学事振興課長】未内定者ですけれども、

あと3名いらっしゃいます。3名に対しましては、

大学の就職部署の方で個別に丁寧な対応はして

いるところではございますけれども、なかなか

様々な理由で決定には至ってないところではご

ざいますけれども、卒業後におきましても、卒

業生に対しましても、在学生と同じように就職

の支援、本人が希望すれば、そういった形で、

卒業した後におきましても、在学時と同様の就

職支援は引き続き続ける対応をしていくところ

でございます。

すみません、先ほど未就職者を3名と申し上げ

ました。2名の誤りです。申し訳ございません。

【中山委員】取りあえず、卒業生についてはあ

と2名ですから、これをぜひ卒業した後も就職を

決めいただいて、実質的に100％を達成していた

だくということと併せて、ぜひ来年度あたりを

就職率、あと2人ですから、100％達成に向けて

頑張っていただきますように、ひとつ激励して

いただきたいと思いますので、よろしくお願い

したいと思います。

それと、やはり県内就職率の高い県内高校生

を県立大学へ進学ということについては、坂口

理事長も非常に前向きにおったというふうに考

えておるところでありますが、先ほど松本委員

の話の中では、県内が56％、県外が8.9％という

ことで、県内者の県内就職率もちょっと下がっ

てますね。ちょっと気になるところであります

けれども、そこで、やはり私は県内高校生を県

外よりやはり増やしていく必要があると考えて

おりますが、令和7年度4月現在では、県内生が

48％、県外生が52％と聞いておりますので、ま

ずこれを逆転させるということが当面の第一目

標にしていただいて、何としても県内生が50％

を超えるということもひとつ目標に持っていた

だきたいなと思います。

そのために考えられるのは2つあります。一つ

は、現在の推薦枠が232でありますから、ここで

県内が149、県外が83ということでありますので、

これの割合を少し県内の方にシフトしてはどう

だろうかということがありましたし、そういう

努力もしてるというような話も聞きましたんで、

これが一つと、もう一つは、この推薦枠自体を、

232を250なら250に拡大していくと。この辺が一

つの県立大学の経営戦略として僕はやっても何

らおかしくないと考えておりますけども、この

２つの点につきましてどのように考え、そして

大学の方にどのように話をしていこうとしてい

るのかお尋ねしたいなと思います。

【櫻間学事振興課長】まず、推薦枠の拡大でご

ざいますけれども、こちら現地調査の際にも理

事長から同様のお考え、発言があったかと思い

ますけれども、現在、県立大学におきましては



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２７日）

- 17 -

卒業要件というのを課しておりまして、卒業要

件をすることによって、県立大学の学生がこの

レベルにあると、一定しっかりと勉強して、し

っかりとこういった資格を取った学生であると

いうことで、質を保障するという意味では非常

に有効な制度なのかなとは思っているところで

ございますけれども、その一方で、現地調査の

際、説明がありましたとおり、学力だけで捉え

た学生、学力だけではなくて、やはり企業にと

って必要な人材というのはもっと実践力がある

学生であるというところであれば、もっと推薦

枠を広げてもいいんではないか、学力だけによ

らない入試の枠を広げて、もっとそういった学

生を増やした方がいいんではないかという話が

ございました。そこにつきましては、学力にと

らわれず、やる気がある子というところでいき

ますと、今度は卒業要件をクリアできるかとい

うところと関連してまいります。そういった点

におきましては、卒業要件をどうしていくのか、

それと、推薦枠を拡大するのかどうかというと

ころは非常に関係が深いところでございまして、

推薦枠を単純に拡大するということではなくて、

そもそもカリキュラム、卒業要件等の見直しも

踏まえたところで、総合的に判断が必要になっ

てくるところかと思っております。

それから、県内生と県外生の人数に関しまし

てですけれども、もちろんそこにつきましては、

やはり県立大学の意義としましては、やはり県

内の若者を育成する、県内の学生の学びの機会

を確保するということで県立大学は存在してい

るものと考えますので、委員おっしゃられると

おり、県内生が増えるということに関しまして

は、それが望ましいことだと思ってます。そこ

に関しましては、先ほどの答弁とちょっと重複

しますけれども、そのために推薦枠を増やすこ

とと、またさらに卒業生の今現在は資格によっ

て質を保障している部分について、卒業要件と

いうところをどう考えていくかというところで、

総合的な判断が必要になってくるものと考えて

いるところでございます。

【中山委員】先般、理事長も卒業の要件緩和と

いうのを検討するような話がありましたんで、

いずれにいたしましても、現在の枠の中で県内

生の割合をもう少し多くするか、場合によって

はそれを含めて、総合的に判断して、枠自体を

拡大していくのか、ぜひ検討を進めていただき

たいと思います。

それともう一つ、現在、入学金を2分の1ほど

にしてますよね。この背景というか、いつの時

点でこれを導入したのか、そして、それによっ

てどういう課題が、費用も含めて、費用がどの

くらいかかったのか、それとその導入した後の

効果、これについてどういうふうに把握をして

いるのか、それについてお尋ねしたいなと思い

ますが、よろしくお願いいたします。

【櫻間学事振興課長】まず、県内生の入学金は

県外者と比べて半額になっております。この半

額に至った経緯ですけれども、実はこの半額の

制度が始まりましたのが、既に法人化したとき

にはもうその状態にありまして、さらにかなり

以前からの制度が導入されているようでござい

まして、その導入された明確な時期というとこ

ろが把握できない状況になっております。その

ため、導入の経緯については正確なところは分

からないんですけども、導入した主な理由とし

ましては、経済的な理由によって県内の学生が

受験を断念することがまずないように、そのた

めの支援、それから県内出身者に入学してもら

うことによりまして、卒業後、地域への貢献、

これが期待されるというところで、この県内生
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に限った入学金の半額免除という制度ができた

ものと考えられます。

【中山委員】この入学金の2分の1免除について

は、理事長も大いに賛成の立場であって、議員

さんしっかりやってほしいというような要望も

あったようでありますが、そういう中で、今ま

で大学から入学金の2分の1を全額とか、こうい

う具体的な話というのを学事振興課とやったこ

とがあるのかどうか、それについてお尋ねした

いなと思います。

【櫻間学事振興課長】大学の方から入学金を無

償、県内生ゼロにしてほしいという話は県の方

には聞いておりません。

【中山委員】聞いてないということであります

から、これについてよくよく話をしてもらいた

いと思いますし、導入の時期がどうなのか、そ

して経済的な問題とか、長崎に人材、県内就職

率を高めようとかいろいろあったと思うんです

よね。ただ、その効果が検証できてないような

感じがするんで、この辺をもし2分の1から全額

にした場合にどういう効果が出てくるのか、そ

してどういう費用がかかるのかを含めて、やは

りその効果について、ひとつぜひ調査というか、

聞き取り調査をして、ひとつ学生あたりに聞く

とか、高校生に聞くとか、ポイントでいいと思

いますけども、そういう形でこの2分の1を全額

入学金ゼロにした場合の効果について、ひとつ

大学等を含めて協議というか、調査していただ

ければ大変ありがたいと考えておりますが、い

かがでございましょうか。

【中尾総務部長】先ほど学事振興課長からもお

答えしましたとおり、この導入の一つの経緯と

して考えられるのは、経済的な理由といったも

のを配慮するといいますか、助けるという趣旨

もございます。

一方で、地元の定着といったところの観点か

ら見たときに有効ではないかということも視点

としてあったというところでございます。

私どもとして、今、半額にしているものを全

額にするといったときに、当然そのことについ

て検討といいますか、分析をするというのは、

一義的にはやはり大学にしっかりとアンケート

といいますか、根拠を持ってもらわないといけ

ないというふうにも考えてございますし、なか

なかそのアンケートの取り方がどういうやり方

があるかというのはございますけれども、幾つ

か他県でも先行してやっている例もございます

ので、そういったものの分析などですとか、今、

委員ご指摘のございました実際に学生さんに対

して、あるいは保護者さんに対して、こうであ

れば県立大学を選んだのにということであれば

効果的だと思いますし、そうでなくてもという

ことであれば、また別なやり方があるというふ

うに思います。県内生が増えていくということ

は、県立大学にとっては意義深いものでありま

すので、そのためにどういう方策が取れるのか、

その一つの手段として入学金というものはどう

いう制約になっているのかといったところはよ

くよく分析させていただいた上で、何らか変更

点が必要になる場合には、当然ながら予算を伴

いますので、議会へもご提案させていただき、

議論いただきたいというふうに考えてございま

す。

【中山委員】今、総務部長の答弁は了といたし

たいと思います。

今後、各県においても、それぞれ県立大学に

おいて、地元に定着させたいというニーズはも

っともっと高まってくると思うんですね。そう

いう中で授業料も含めていろいろな優遇策を考

えていく可能性が出てきておりますので、他の
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県の状況も踏まえながら、やるからには効果が

ない限りはやれないわけですから、ぜひその効

果について、ひとつ大学とも十分話をしながら、

その辺について探りを入れていただきたいと考

えておりますので、よろしくお願いしたいと思

います。

【中村(泰)委員長】ほかにございませんでしょ

うか。

【近藤委員】私の方からは私立学校の体罰の問

題について、ちょっとお伺いしたいと思ってい

るんですよ。

今、年に一度、学校とか保護者とかなんとか

の調査をやっていると聞いているんで、そのま

とめは総務部学事振興課でやっているんでしょ

うか。

【櫻間学事振興課長】こちら体罰の調査につき

ましては、県の学事振興課の方で調査を行って、

確認をしているところでございます。

【近藤委員】その場合に、調査をした後、例え

ば今年も平成24年度から毎年という形でずっと

調査をしているみたいなんですけども、調査を

した後の結果をどういうふうな形で学事振興課

が生かしているのか、ちょっと教えてもらえま

すか。

【櫻間学事振興課長】学事振興課で体罰に関し

て一番生かしているということで申し上げます

と、この調査の結果自体は既に発生して確認が

取れているものですから、それぞれ既に学校に

おいて体罰を行った教員に対する処分というの

が終わっている案件になります。

そういったところで、実績として、今回、件

数が増えているというところがございましたの

で、体罰を行った不適切な指導であるとか、体

罰を行った教員の数が増えているという状況に

ありますので、これに関しましては、学校が集

まります教頭会ですとか副校長会、そういった

場でこの状況を申し上げまして、体罰の防止に

ついてさらにもっと学内での教員に対する指導、

研修を徹底していただきたいというところで、

実績としてはそういったところに活用している

ところでございます。

【近藤委員】言っているのは分かってるんです。

例えば問題を起こした学校、建学の精神で私立

学校は各位全部自分たちの精神の中に学校を運

営している中で、こういう問題が起きたときに、

そこの学校でどういうふうな対策法とか、そう

いう学校の計画を、そういうのを県の方で体罰

があった学校、そういう学校に対して、そうい

うのを要求しているのか、要求してないのかを

ちょっと聞きたいんですが。

【櫻間学事振興課長】学校に対しまして、この

調査の結果をもって、結果を踏まえた対応とい

うところではないんですけれども、実際に体罰

が起こった場合、県の方にも、保護者であった

り、こういった事案が起こったというところで、

学校からは報告をいただきますし、保護者の方

からも直接ご連絡いただくこともございます。

そうした際に、まだこの処分の結果まで至っ

てない段階におきましては、その対応につきま

しては、どういった対応をするのかというとこ

ろで、学校に随時連絡を取りながら、最終的に

きちっとした解決に至るところまでをしっかり

フォローして確認をしていっているところでご

ざいます。

【近藤委員】ここで、去年の指導を認知された

件数として24件、先生たちの事例があるんです

ね。それに体罰を行った先生は22人なんですよ。

ということは、誰か2回、もしくは誰かがそうい

うケースがあったのかどうかをちょっとお聞き

したいんですけど。
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【櫻間学事振興課長】教員それぞれといいます

か、事案事態について把握はしているんですけ

れども、ちょっと個々の事案になりますので、

申し訳ありません、一人一人がどういう状況で

あったかというところは控えさせていただけれ

ばと思います。

【近藤委員】私の言っているのは、同じ先生が、

この数字で見た場合には、多分２回行ってるケ

ースだろうと思うんですよ。件数が24件で、先

生が行ったのは22人でしてるんだから、2回は誰

かがダブってるんだろうというケースなんです

けども、例えば2回の先生に対しての指導という

のは、こっちがちゃんとその学校に把握して、

そういう指導をちゃんと、もしくはこっちから

行ってやるとか、もしくは呼び出してやるとか、

それぐらいの対策が必要じゃないのかなと思っ

てるんですけども、そういうふうな計画はない

のか。今までみたいに私立学校だからと、建学

の精神でやっている学校だからの話なのか、し

かし、今年から授業料もただになってきますよ

ね、全部。そういうのを考えたら、もっとしっ

かり踏み込んでいくべきところがあると思うん

ですけど、そこら辺のちょっとあれを教えてい

ただけますか。

【櫻間学事振興課長】県と私立学校の関係に関

しましては、私立学校の教員の処分であったり

指導・監督という権限は、どうしても学校の設

置者であります学校法人の方の権限となってお

ります。

県としましては、そこに違法行為とかがあれ

ば、適切な対応を行うようにというところで、

法人に対しての申入れはできますけれども、直

接教員、例えばその教員を県に呼んで直接指導

を行うというところについては権限を持ち合わ

せておりませんので、それについてはできない

というふうに考えております。

【中尾総務部長】子どもさんを守るという観点

からしますと、それは私学に対して県としてで

きることというのは一定の制約があるというの

は、今、学事振興課長からお答えしたとおりで

ございます。

私ども、アドホックといいますか、個別に何

らか問題事案があったときには、私立学校の方

からもご報告いただいておりますし、それにど

う対応したかということについても報告を受け

ているところでございます。

先ほど近藤委員のおっしゃいました、この調

査を踏まえた上で、私立学校の方で自主的にや

っていただくものではございますけれども、ど

ういう対応を取ったかということをきちんとフ

ォローし、個別の教員に対しての何らかの措置

というのは学校側でやっていただくんですけれ

ども、学校としてどういう体制を整えているの

かということには、常に私ども私学を担当する

所管部局として関心を持つべきであると思いま

すので、その点については、私学の皆さんとも

よくお話をさせていただきながら、きちんとフ

ォローし、子どもさんが安全で楽しい学校生活

を送れるように努めてまいりたいと考えており

ます。

【近藤委員】ありがとうございます。部長、本

当そのとおりです。よろしくお願いします。

一つだけ、校長会と教頭会、これにしっかり

指導を仰ぐというような形でやってるんで、校

長会、教頭会の講師になる先生というのは、こ

こはどこがするようになるんでしょうか。

【櫻間学事振興課長】講師に関しましては様々

でございまして、例えば学事振興課の方から説

明を行う場合もございますし、例えばいじめ等

の関係に関しましては、教育庁の方の協力を得
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まして、専門の方に講演をいただいたりとか、

そういった形で実施をしております。

【近藤委員】自分もそれでいいと思うんです。

やっぱり学校を私立、公立、いろいろあるんで

すけども、一つの方針、公立も私立も一つの方

向性の中に進んでいくのが正しい道だろうと私

は思うんです。教育は一つだと思うんで、そこ

ら辺を連携の中に子どもたちの教育に当たって

もらえばと思います。よろしくお願いします。

【中尾総務部長】ほかにございませんでしょう

か。

【坂本委員】私立高校の就職状況について、先

ほども言われたとおりありましたけれども、ち

ょっと何点かお尋ねしたいと思います。

もちろん県立大学も含めて県内就職、これが

非常にこちらの委員会で議論に結構なるんです

けれども、それはやっぱり長崎県の人口減少対

策というふうなことで、非常に重要な課題だと

いうふうな位置づけじゃないかなと思います。

ただ、先ほどのやり取りも聞いていて、大学

生とか高校生、卒業した後、職業選択の自由で

すし、どこに行くかはそれも自由ですから、そ

こにどれだけ制約をかけるのかと。

長崎新聞に以前、鎖国という言葉が出て、子

どもたちにとってはそれは鎖国じゃないのかと

いうふうなことがありましたけれども、そこの

バランスを非常にやっていくというのが県とし

ても大変苦労されてるんじゃないかなと思いま

す。

この私立高校の就職状況ですけれども、県内

就職者の割合が76.6％で、前年度比4.9ポイント

増加ということなんですが、5月1日に長崎労働

局が発表した大学生、高校生の就職状況、内定

率は大学生、高校生とも非常に高水準というこ

とで、そのうち県内企業に内定した割合という

のも発表されておりますけれども、これでいく

と、高校生が55.7％ということになっておりま

すので、そういう意味でいくと、私立高校の生

徒さんたちの県内就職率というのはかなりいい

んだなというふうな状況が見てとれますし、4.5

ポイント増加ということです。

過去の私立高校の県内の就職状況をちょっと

調べたんですけれども、令和2年から大体70％台

というふうなことで、もちろん増減はあるんで

すけれども、この2年間、令和4年度、令和5年度

が前年度比マイナスになっておりますので、今

年度は、そういう意味でいくと、この四、五年

の平均に戻ったのかなというふうな、この

76.6％ですね、そういうことじゃないかなとい

うふうには、数字だけ見ると感じてます。

その年度で県内就職率が下がったときの要因

というのを、例えば商業科、工業科の子どもさ

んたちが、コロナの終息に伴って県外志向とい

うふうなこともあるようでありますけれども、

その都度、そういった分析をされているという

ふうに思います。

それで、率はこんなことで出るんですけれど

も、なかなかじゃあどれぐらいの子どもさんた

ちが進路として就職を選んで、県内に就職した

のかということをちょっとお尋ねしたいんです

けれども、そもそも卒業生が大体4,000人ぐらい

だというふうに思いますけれども、進学の子ど

もさんたちと就職の子どもさんたち、どれぐら

い数がいらっしゃるのかというのは分かります

でしょうか。

【櫻間学事振興課長】今年3月、私立高校の卒業

生のうち、就職を希望していた人数が742人ござ

いました。これは全卒業生の約2割が就職をして

いるという状況でございます。

【坂本委員】ありがとうございました。
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これは、私がちょっと把握している数字で言

うと、令和3年か4年で大体就職が900人ぐらいだ

ったみたいなんですけど、、今は少子化ですか

ら、だんだん減ってきているんだろうというふ

うに思います。

この742人の方が県内就職、これは就職希望で、

このうちの76.6％が県内就職したという理解で

いいですよね。

【櫻間学事振興課長】希望者は742人なんですけ

れども、そのうちが就職が内定に至った人数は

725人でございます。そのうちの県内、県外が先

ほどの率となっております。

【坂本委員】ありがとうございます。

この県内の就職した方々の就職先の地域だと

か、あるいは業種だとか、そういったところを

把握はされていますか。

【櫻間学事振興課長】県内の就職先の地域です

けれども、地区別ということでの把握になりま

すけれども、まず県南地域に就職した割合が約

54％、それから県北地域に就職している割合が

21％、県央地域が17％、それから島原地域が8％、

離島地域が0.4％となっております。

【坂本委員】ありがとうございます。

県南が54％ということで、約半数を占めてい

るようでありますけれども、これ、県内就職推

進員の配置状況を考えると、大体10校ぐらいじ

ゃないかなと思うんですけど、長崎、佐世保、

県央、島原というところが中心になりますので、

そういう割合にほぼなっているのかなというふ

うな感じがしています。

こういった地域に就職して、大体卒業したそ

の地域に就職しているというようなことじゃな

いかなと思うんですけども、業種的には何か把

握をされてますかね。

【櫻間学事振興課長】業種につきましては、各

私立学校学科が割と特色を持った学科が多くご

ざいます。そのため、その学科の特色に応じた

業種に就職する割合が多いようでございまして、

工業系ですとか、あとは調理といった学科の特

性に応じた業種へ就職をされているようでござ

います。

【坂本委員】ありがとうございます。

それで、県としては引き続きということで、

地元長崎の魅力の情報発信だとか、それから各

学校の進路指導担当教員、県内就職推進員との

より一層の連携、それから県内企業へのインタ

ーンシップや県内企業説明会、そういうのを生

徒、保護者に知ってもらう機会を増やすという

ことで、大きくは3点、今後の対策を引き続きや

っていくというふうなことなんですけど、先ほ

ど私が言いました、この四、五年の県内就職率

が上下しながらも大体75％ぐらいで推移してい

るのかなと、平均すると。この引き続きという

のが毎年同じ言葉なんですよ。何も変わってな

いということなんですよね。だからそういう意

味でいくと、今、いろんな地域だとか業種だと

かあえて聞きましたけれども、やはりこの県内

就職率が高い少ないにかかわらず、やっぱりそ

こをきちんと分析した上で対策をする必要があ

るんじゃないかなと思うんですけど、数字は上

下するんですけど、分析もそれなりにされてい

ると思うんですけど、その対策が毎回同じ、毎

年同じ言葉なんですよ。だからどういう対策を

していくのかなというのが、ちょっとこれじゃ

いまいち見えないなというふうに思うんですけ

ども、そこら辺についてはどう認識されていま

すか。

【櫻間学事振興課長】高校の生徒にとって、最

も学校内において就職に関して情報を得るとい

いますか、相談の相手になってもらえているの
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が進路指導の教員であったり、今回、配置して

おります県内就職推進員かと思います。

県としましては、表現として毎年同じである

というご指摘ですけれども、この就職推進員と

の情報交換ですとか、推進員に対する県からの

アドバイス、助言、そういったところにつきま

しては、毎年継続して取り組んでいるところで

ございますけど、学校におきましては、そうい

った推進員の入れ替わり等がありましたが、当

然そこは、ベテランの方から新しい方に変わっ

た場合には、スキルが少し劣るところがござい

ます。そういったところには、しっかり毎年の

この継続した取組によって、推進員の支援とい

うところはしっかりやっていきたいと思います

し、それから、推進員の皆さんに集まっていた

だく会議を設けて、そこの中で推進員同士の情

報交換によりまして優良事例、他校における取

組でこういった取組が効果があったというとこ

ろをお互いに情報交換していくことで、毎年毎

年、推進員の指導のスキルアップですとか、そ

ういったことが図られるものと考えております

ので、確かに取組としては同じ取組かとは思い

ますけれども、その内容については、毎年レベ

ルアップを図っていけてる部分はあるのかなと

いうふうに認識しております。

【坂本委員】もちろん各学校の進路指導の先生

や、そういう就職推進員の皆さんとの連携、そ

れからいろんな取組を情報を共有するというの

は非常に大事ですし、ただ、その場合にもちろ

ん私立の担当者の皆さんとのそうした連携とい

うのも必要だというふうに思うんですけれども、

今年の3月末で県内に就職した高校生が1,324人

なんですよ。先ほどの数字、私立高校の卒業し

た生徒さんで言うと、大体半分ぐらいかなとい

うふうな感じがしてて、そういう意味でいくと、

例えば教育庁部局だとか、あるいはこういった

就職関係については産業労働部、そういったと

ころと連携して、トータル的にやっていくとい

うふうな、そんなのはされてるんですかね。

【櫻間学事振興課長】これは公立、私立問わず

ですけれども、県内の高校生に対して、県内就

職を推進するための様々なイベントの開催です

とか、そういった事業は県であれば産業労働部、

それから労働局においても行われております。

そういった事業につきましては、学事振興課の

方でも把握しまして、私立学校に対しまして、

そういった事業の案内と、さらにはその事業に

ぜひ積極的に生徒を参加させていただきたいと

いうところで、参加を促すような各私立学校へ

の働きかけというところはやっているところで

ございます。

【坂本委員】分かりました。ぜひそれはそれで

進めてもらいたいんですけど、それぞれの各地

域ごとの例えば振興局、各県の出先の振興局、

そういったところとは連携取ってますか。

【櫻間学事振興課長】各振興局と学事振興課の

方で直接的に何か一緒に連携をして取組という

ところは行っておりませんけれども、各地域に

おきます私立学校の就職の状況というところに

つきましては、データの方を共有させていただ

いて、各振興局の方でもそのデータを活用した

活動、取組を行っていただいているところでご

ざいます。

【坂本委員】分かりました。

最後にしますけれども、ぜひ本庁にとどまら

ず、各振興局と連携を深めてもらいたいという

ふうに思います。

会派でたまにそれぞれ各振興局の方にヒアリ

ング行くんですよね。そのときにやはりそれぞ

れの地域での人口減少問題というのは非常に共
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通して大きな課題だというふうに思ってまして、

それぞれ高校生の卒業した後、地元に就職して

もらうということをいろんな取組されてるんで

すよね。特に県北振興局なんかは、人口のダム

機能じゃないですけれども、県北地域の受皿と

して、例えば松浦から佐世保に就職する子ども

たちのために何ができるのかというふうなこと

を考えて、例えば住むところを、例えば処遇改

善かれこれは企業の役割ですので、その環境を

つくるために住むところを工夫しようというふ

うなことで、例えば県営住宅の部分を一部開放

したりとか、あるいは県の独身寮ですかね、そ

ういうところも一部開放して、ちょっとそのと

きは、随分以前ですけれども、非常に好評だっ

たというふうなことで、すぐ子どもたちが埋ま

ったという、そういう取組もやっておりますの

で、ぜひそういったのを参考にしていただきな

がら、今後も各振興局との連携を強めていただ

きたいというふうに思いますけれども、いかが

でしょうか。

【中尾総務部長】教育サイドの観点からいきま

すと、なかなか振興局との結びつきというのは

弱い部分が正直一定ございます。

ただ、一方で産業の視点といいますか、人手

不足といいますか、本県が抱える事情というこ

とを考えたときに、やはり現場の足元を知って

いるのが振興局であり、あるいは産業界とつな

がりのある産業労働部ということになろうかと

思います。そこと適切に結びつけるという役割

は、我々教育担当の部局としてもあることです

し、それは私学だけではなく、公立学校を所管

する教育庁とも十分方向を同じくしながら見て

いく必要があるというふうに思います。その点

でまだまだ連携できる部分はあるかと。情報共

有したり、何らかお困り事があれば、そこに対

する対策を取る余地というのは様々あろうかと

思いますので、委員ご指摘のございました視点

を十分認識しながら、引き続き取り組んでまい

りたいというふうに考えております。

先ほどご指摘がございました、毎回引き続き

という表現になっているというご指摘もござい

ましたけれども、その引き続きがより発展的に

なるような形で我々としても取り組んでまいり

たいと思いますので、引き続きのご指導よろし

くお願いいたします。

【中村(泰)委員長】ほかにございませんでしょ

うか。

【山村委員】すみません、こっちの説明資料の

4ページです。お願いです。

新たな総合戦略、総合計画の策定の部分のと

ころですね。実際、教育関係いろいろあるんで

しょうけども、中段よりちょっと上の方に最先

端技術の効率的な活用による稼ぐ意識・力の底

上げなどに力を注ぐことにしております。それ

はすごくいいことなんです。ただ、もう一方で

既存の技能者といいますか、土木にしろ、今、

お話のあった調理師も実際人手不足ですし、実

は理髪業の部分も人手不足、地域を支える技能

者の方々というのもすごく、今、人手不足に悩

んでいるというところがあって、それを地域を

支える人材としてやはりきちっと取り組んでい

ただきたいというのは、実はいろんなところで

お話を伺っておりまして、その足元の生活を支

える上の技能者というんですかね、技術者の育

成というのもやはり県としてきちっと取り組ん

でいかなきゃいけないかなというちょっと思い

がありまして、これは私立学校のことと教育の

ことと両方絡むとは思うんですけども、ぜひそ

ういった観点で、今後、策定に向けてちょっと

考えていただければなというお願いをしておき
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たいと思います。

【中尾総務部長】総合計画全般に関わることで

ございますので、私からご答弁させていただき

ますが、ここで、今、表現しておりますのは、

県としてこれからチャレンジングに取り組んで

いかないといけない部分として注力すべきとこ

ろということで、特出しして申し上げていると

ころでございますが、一方で、今、委員ご指摘

のございましたとおり、やはり生活、環境、産

業、我々の足元を支えていくのは、そういった

実質的な実力といいますか、能力を持った方々、

技能を持った方々によって我々の生活が支えら

れているというふうなのは当然のことでござい

ます。そうした人材の育成といったことには、

当然ながら注力はしてまいりたいと思っており

ますし、どういう形がより本人にとっても社会

にとっても役に立つかという視点を持ちながら、

どういう教育方法があるかということについて

は、教育庁とも連携して検討といいますか、進

めていきたいというふうに考えてございます。

【中村(泰)委員長】ほかにございませんでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】ほかに質問がないようです

ので、総務関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３７分 休憩 ―

― 午前１１時３７分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして総務関係の審査を終了いた

します。

本日の審査はこれにてとどめ、6月30日は午前

10時から委員会を再開し、教育委員会関係の審

査を行います。

大変お疲れさまでした。

― 午前１１時３８分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年６月３０日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ２時１７分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

中村 泰輔 委員長（分科会長）

虎島 泰洋 副委員長（副会長）

中山  功 委 員

溝口芙美雄 〃

前田 哲也 〃

中島 浩介 〃

松本 洋介 〃

近藤 智昭 〃

坂本  浩 〃

本多 泰邦 〃

山村 健志 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

前川 謙介 教 育 長

狩野 博臣 教 育 政 策 監

坂口 育裕 教 育 次 長

安藝雄一朗 教育 政策課 長

山下 健哲 働きがい推進室長

市瀬加緒理 福利 厚生室 長

山﨑 賢一 教育環境整備課長

松尾美智子 義務 教育課 長

熊本  崇 義務教育課人事管理監

岩坪 正裕 高校 教育課 長

馬木みどり 高校教育課人事管理監

田代 賢司 高校教育課企画監

前田 和信 教育ＤＸ推進室長

近藤 亮二 特別支援教育課長

髙比良 裕 児童生徒支援課長

藤井 大作 生涯 学習課 長

岩尾 哲郎 学芸 文化課 長

鬼塚 晃嗣 学芸文化課企画監

松山 度良
体育 保健課 長
（ 参 事 監 ）

岡﨑 天一 体育保健課体育指導監

竹之内 覚 教育センター所長

６、審査の経過次のとおり

― 午前９時５８分 開議 ―

【中村(泰)委員長】委員会及び分科会を再開い

たします。

これより教育委員会関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった。

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。

【前川教育長】おはようございます。本日出席

しております教育委員会事務局の新任幹部職員

をご紹介いたします。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【中村(泰)委員長】それでは、これより審査に

入ります。

【中村(泰)分科会長】まず、分科会による審査



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日）

- 27 -

を行います。

予算議案及び予算に関わる報告議案を議題と

いたします。

教育長より、予算議案及び報告議案の説明を

求めます。

【前川教育長】それでは、教育委員会の分科会

説明資料の2ページをお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、報告第1号「知事

専決事項報告 令和6年度長崎県一般会計補正

予算（第10号）」のうち、関係部分であります。

初めに、第68号議案のうち関係部分について

ご説明いたします。

教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算で

は、国庫支出金3億9,958万7,000円の増、歳出予

算では、高等学校費同額の増であります。この

結果、令和7年度の教育委員会所管の予算総額は

1,313億9,029万7,000円となります。

歳入予算及び歳出予算の内容については、記

載のとおりでございます。

3ページをお願いいたします。

さきの2月定例県議会の本委員会において、専

決処分により措置することについて、あらかじ

めご了承いただいておりました令和6年度長崎

県一般会計補正予算について、令和7年3月31日

付で知事専決処分をいたしましたので、関係部

分について、その概要をご報告いたします。

教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算は

3ページ中段に記載のとおりでございまして、合

計1億3,087万4,000円の減、歳出予算は、３ペー

ジ下段から4ページの1行目に記載のとおりでご

ざいまして、4ページ2行目、合計14億9,402万

7,000円の減であります。

歳入予算及び歳出予算の主なものは、4ページ

に記載のとおりでございます。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中村(泰)分科会長】次に、教育環境整備課長

より補足説明を求めます。

【山﨑教育環境整備課長】第68号議案「令和7年

度長崎県一般会計補正予算（第2号）」のうち、

教育環境整備課関係について補足してご説明を

いたします。

補足説明資料、「令和7年度6月補正予算（案）

について」をご覧ください。

現在、公立高校の授業料に対する支援は、資

料下段の支援イメージの基準額としてお示しを

しております保護者の年収目安が910万円未満

の世帯の高校生に対して、授業料相当額を就学

支援金として支援をしております。

一方、国におきましては、いわゆる高校無償

化の実現に向けた令和7年度当初予算の成立に

よりまして、910万円という保護者の所得制限を

撤廃し、図の朱塗りの部分に該当いたします年

収約910万円以上の世帯の高校生につきまして

も、授業料に相当する額を臨時支援金として支

援する制度を創設いたしました。

これを受けまして、本県の公立高校に在籍す

る生徒で、保護者の所得制限により就学支援金

を受給できない高校生に対して、年額11万8,800

円を上限に、授業料相当額の教育費を臨時支援

金として支援することとしており、今回補正予

算として、事務費等を含めまして3億9,958万

7,000円を計上しております。

なお、事業費につきましては、全額国庫支出

金で、臨時支援金の支給対象となる人数は資料

の中ほどの表に各課程別にお示しをしておりま
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すとおり、全日制、定時制、通信制を合わせま

して3,583人を見込んでいるところでございま

す。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますよう、お願いいた

します。

【中村(泰)分科会長】以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案及び報告議案に対す

る質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】それでは、主に減額の予算ばかり

ですので、減額になった要因と、せっかく限ら

れた財源で運営していらっしゃいますから、な

ぜ減額になったのかについて質問させていただ

きます。

まず、横長資料の42ページ、教育指導費予算

額が補正前が3億6,731万円に対し、減額が6,035

万円ということですが、こちらの要因について

お尋ねをいたします。

【岩坪高校教育課長】教育指導費につきまして

は、離島留学、外国語教育、産業教育、特別支

援教育等、16の事業を展開しているところでご

ざいます。今回の補正の減額につきましては、

主に人件費が4割を占めているというような状

況です。

主なものとしましては、離島留学に係る専任

職員、それから舎監業務を担う職員について、

離島の人材不足等がありまして、年度初めから

の雇用ができなかったという部分もございます。

今年度につきましては、年度当初から雇用がで

きているという状況でございます。

【松本委員】主なものって1つだけだったんです

けど、ほかにも幾つかあると思うんですが、具

体的にほかにはどういうのがあるんでしょうか。

【岩坪高校教育課長】離島留学以外としまして

は、例えば外国語指導助手ALTの年度途中の退職

等によるもの、それから事務費におきましては

DXハイスクールの実績減でありますとか、産業

教育における謝金、それからバス借り上げ料の

実績減等がございます。

【松本委員】人手不足で人材確保は大変だと思

うんですが、年度途中で結局そこの部分が確保

できなかった分は、現場でサポートしなきゃい

けないと思いますが、先ほどあったような専任

職員やALTというのは、通常の職員ではカバーで

きない状況にあると思いますが、確保できなか

った要因はどういうところがあるんでしょうか。

【岩坪高校教育課長】離島留学の専任職員、舎

監等につきましては、先ほど申し上げましたと

おり、離島の人材不足というのが大きく影響し

ているというふうに思っております。なかなか

離島でこの業務を引き受けていただける方がい

らっしゃらなかったということで、学校として

も努力をしたところですが、どうしても早期の

雇用ができなかったというところがございます。

それから、外国語指導助手につきましては、

これは国が一括して雇用というか、選考を委託

している状況でございます。そういうこともあ

りまして、年度途中で追加で招集するというこ

とがなかなか難しいという状況もございます。

【松本委員】先ほどの答弁の中に、その次の年

度のときには確保できたという答弁がありまし

たので、了としますけれども、やはりそれだけ

人材確保というのはなかなか厳しいですし、ま

た、専門になると、特に離島に関しては、なか

なか確保は厳しいということを踏まえて、今年

度また、そういった人材不足がならないように、

また進めていただきたいと思います。

次に43ページの教育センター費、4,517万円の

減になっています。管理運営費となっておりま
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すが、こちらの要因についてお尋ねいたします。

【竹之内教育センター所長】教育センター費等

は、県教育センターにおける施設の維持管理運

営、それから教育研究・研修に関する経費でご

ざいます。

減額の主な内容につきましては、その4分の3

以上が本館外部改修工事のマイナス3,433万

4,000円となり、その他については宿泊棟の空調

改修工事の入札の減、それから事務経費等の実

績減となります。

本館の外部改修工事が大幅減となった理由に

つきましては、概算要求をした後に、工期及び

工法の検討をした上、最終の設計方針を決定し

たんですが、単年度工事での外壁全面の実施が

困難であるというふうに判断し、事前調査で、

外壁の浮きが多く、落下の危険性の高い西側の

みの外壁改修としたため、工事費が大幅な減と

いうふうになったものでございます。

以上です。

【松本委員】3,400万円の減ということでありま

すが、答弁の中に、当初は2年間の工期を決めて

全面改修をするという予定にしていたけれども、

結局、それが一部だけになったということです

ね。ということは、残りの部分は、まだ危険な

箇所が残ったままの状態にあると思います。

そもそもなぜ2年間かけてやるのがこういう

ふうになったのか、そして、残りの部分は今後

どうやって対応するのか、お尋ねをいたします。

【竹之内教育センター所長】そもそも単年度で

全面実施の予定だったんでございますけれども、

これがどうしても単年度では難しいというふう

になった経緯がございます。

残り3面ございますけれども、残りの3面につ

きましては、今後、改めて調査を実施いたしま

して、工事が必要かどうかの検討をしていきた

いというふうに思っております。

以上でございます。

【松本委員】事前に確認しましたところ、やっ

ぱり令和5年に不落が出たということで、なかな

か建設業の方も人手不足が続いておりますし、

県の方で計画したものがそのまま受注できると

は限らないわけですが、ただ危険箇所がそのま

ま残るというのは、大変やはり施設として老朽

化もしておりますので、しっかりフォローして

いただいて、今後、残りの部分もしっかり努め

ていただきたいと思います。

最後に、45ページです。いじめ不登校対策事

業のスクールカウンセラー活用事業費の579万

円の減と、スクールソーシャルワーカー活用事

業の281万円の減についてお尋ねをいたします。

【髙比良児童生徒支援課長】スクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカー活用事業に

つきましては、計画的な予算執行に努めておる

ところではございますが、SC派遣について、年

度途中で緊急な事案が発生する可能性があり、

複数のスクールカウンセラー、スクールソーシ

ャルワーカーを派遣することもございます。こ

のため、一定額を確保しておく必要があり、執

行残として残ってしまったというふうなところ

でございます。

令和6年度については、年度末に向けて幸い緊

急の派遣等がなかったということでございます。

【松本委員】スクールカウンセラー、ソーシャ

ルワーカーは、今までの質疑でもやっぱり足り

ていないという、1人で何校も兼務するという状

況で、やはり国に対しても予算の増額を要望し

てもおりますし、それだけやっぱり必要性のあ

る事業ですね。

やっぱりちょっと気になったのは、多めに取

っているから余ったんですというような回答で



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日）

- 30 -

あったんですけども、結果的に確かに緊急の事

態を要しなかったから使わないにこしたことは

なかったのかもしれません。だけど、やはり気

になるのは、国に足りませんと要望しているの

に、結果的に余らせてしまったことが、来年度

以降のこの予算要求に対して、やはり支障を来

すようなことはないのか、その辺はちゃんと説

明が国にできているんでしょうか、お尋ねいた

します。

【髙比良児童生徒支援課長】今、ご指摘いただ

きましたように、スクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカーの必要性は年々高まっ

ているというふうに認識をしておるところです。

今年度は、そこの派遣については通算で313回

の派遣ということだったんですが、2年ほど前に

は442回というふうなことで、やはり数にはばら

つきはあるんですけれども、やはりなるべく派

遣等でも活用できるようにというふうなことで、

今後もしっかりと対応してまいりたいというふ

うに思っております。

【松本委員】処遇に関してもいろんな意見も出

ておりますし、成り手不足のこともやはり言わ

れております。そういったものを含めて、その

報酬料金が規定どおりで、それ以上の追加がな

かったということは分かりますけれども、今後

の処遇や、そして成り手不足の対応策に対して

も、ぜひ前向きに検討していただきたいと思い

ます。

以上です。

【中村(泰)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

【近藤委員】今ちょっと松本委員の関連として、

例えば寮監の先生が途中で辞めたとか、いろん

な形で先生方が退職されて、その分が余ったっ

て、ちょっとそういう説明を受けたんですけど

も、どういう、辞めた理由というのはどういう

ことか分かりますか。

【岩坪高校教育課長】寄宿舎の舎監につきまし

ては、途中で辞めたということではなくて、雇

用したかったけれども人材が見つからなかった

ということで、その分が余ったということにな

ります。

外国語の指導助手については、年度途中の退

職があったということでございます。

【近藤委員】だから、舎監は去年はいなかった

ということになるんですね。舎監がいなくて、

その寮の経営というのをしっかりやったという

ことなんですか。舎監がいないでも、その寮の

経営というのは1年間できたんですか。

【岩坪高校教育課長】県立高校の寄宿舎につき

ましては、通常、教員が舎監業務を行っている

状況です。

当番で週に何回とか月に何回とかいう形で舎

監が回ってくるという状況でございますが、当

然負担というのも大きい部分がありまして、そ

ういう意味で、離島留学実施校につきましては、

舎監業務を補助するような人員を雇用するとい

うことで、昨年度は動いていたわけですけれど

も、実質、舎監業務を担う職員が見つかったの

が、年度途中になってしまったという状況でご

ざいました。

【近藤委員】舎監の先生がいない場合には、自

分も公立高校の寮に3年間いた経験者なんです

けども、教員がその舎監のあれで代替で入った

という形に考えていいんですか。

【岩坪高校教育課長】舎監業務を行う職員が雇

用できなかった期間につきましては、教員がそ

の分を補っていたというか、担当していたとい

うことになるかと思います。

【近藤委員】そこで、もう人材不足というのは
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どこも一緒なんですけども、そこで、やっぱり

しっかりそういう形で先生たちの仕事を減らそ

うと思って舎監を、そういう一つの計画でやっ

たけども、舎監が見つからなかったということ

は、また先生たちの負担がまた同じようにかか

ったということですので、そこら辺を、もし何

で舎監が見つからないのか、いろんな理由があ

ると思うんですよ。そういうのをしっかり考え

て、やっぱり先生たちの仕事の量というのもあ

る程度決まっていますので、そういう形で来年

度はやっていただける。来年度はもう決まって

いるんですね。

【岩坪高校教育課長】令和7年度につきましては、

年度当初から雇用ができているという状況でご

ざいます。

【近藤委員】ぜひそこら辺をしっかりよろしく

お願いします。

【中村(泰)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

【山村委員】この6月補正の参考資料の件につき

まして、ご質問いたします。

まずは今回の補正で所得制限が廃止されたの

で、全ての方が対象になるとは思うんですが、

あくまで申請主義でやるのか、無条件で支給す

るのかを教えてください。

【山﨑教育環境整備課長】この就学支援金、そ

して今回補正予算として計上させていただいて

おります臨時支援金、いずれも保護者からの申

請に基づいてということになります。

ただ、申請をしたけれども、不認定となった、

あるいはそもそもが、所得オーバーで辞退をさ

れている方、これは就学支援金の方の申請時に

おきましては、辞退届というものを確実に出し

ていただいております。

今回、その臨時支援金に振り替わりますので、

そういった一旦就学支援金として申請をしてい

ただいて、そこで認定をして、判定の結果、所

得オーバーであったりとかであれば、臨時支援

金の方でカバーをするというような状況でござ

います。

【山村委員】今までの制度はそうだったのかな

とは思うんですけど、今後多分、世帯に収入関

係なく支援金が下りる制度にある意味変わって

くるのかなというふうには思っていまして、今

までは申請主義では910万円のところが審査を

する必要があったんですけども、ほぼほぼ無審

査で多分通れる形になるのか、多分対象外がな

いはずなので、全員が多分対象になるというこ

とでいけば、本当に申請が要るのかどうかとい

うのは多分検討しなきゃいけないのかなと思っ

ているんですが、その辺についてはいかがでし

ょうか。

【山﨑教育環境整備課長】一部対象外という方

も中にはいらっしゃいます。と言いますのは、

例えば、通信制の場合ですと、この就学支援金

あるいは臨時支援金で、国の方におきまして、

その支援の対象は74単位までということで規定

があります。

ですから、その超える分につきましては対象

外ということになるんですけれども、ただ、こ

の対象外につきましては、県の方で授業料免除

制度というものを活用いたしまして、県独自に

措置をしている、支援をしているというような

ことでございます。

委員からご指摘をいただきました事務手続に

関することでございますけれども、こちらの方

は、やはり全ての都道府県で事務手続が煩雑に

なるんじゃないかというようなお声があります。

ですから、私どもといたしましても、例えば全

国教育長協議会でありますとか、そういった関
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係団体を通じまして、事務負担の軽減につきま

して、国に対して要望をしているところでござ

います。

【山村委員】ありがとうございます。多分すご

く事務負担軽減になると思うんですよね。全員

が対象にほぼほぼなりますので、特に審査する

必要もなければ、保護者の負担も減りますし、

学校の現場の負担も減りますので、ぜひ国の制

度の話なので、変えていくという声を多分上げ

ていかないとならないかなと思うんですが、こ

ういった制度ができた以上は、ぜひ声を上げて

いただいて、皆さんが働きやすい環境を整えて

いただければなと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。

【中村(泰)分科会長】ほかにご質問ございませ

んでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案及び予算に関わる報告議案に対する

質疑、討論が終了いたしましたので、採決を行

います。

第68号議案のうち関係部分及び報告第1号の

うち関係部分は、原案のとおり可決、承認する

ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は原案のとお

り、それぞれ可決、承認すべきものと決定され

ました。

【中村(泰)委員長】次に、委員会による審査を

行います。

議案を議題といたします。

まず、教育長より総括説明を求めます。

【前川教育長】教育委員会の委員会説明資料2ペ

ージをお開きください。

教育委員会関係の議案についてご説明いたし

ます。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「職員の育児休業等に関する条例等

の一部を改正する条例」のうち関係部分、第74

号議案「長崎県立佐世保青少年の天地条例等の

一部を改正する条例」であります。

第70号議案は、「地方公務員の育児休業等に

関する法律の一部を改正する法律」及び「育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策

推進法の一部を改正する法律」の施行に伴い、

部分休業制度を拡充するとともに、仕事と育児

の両立支援制度の周知・意向確認を講じること

とするため、関係条例について所要の改正をし

ようとするものであります。

第74号議案は、令和7年度末をもって長崎県立

千々石少年自然の家を県立の青少年教育施設と

して廃止するとともに、県立青少年教育施設の

安定した施設運営を継続するため、所要の改正

をしようとするものであります。

続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。

学校指定型のふるさと納税制度の創設につい

て。

県教育委員会では、今年度から学校指定型の

ふるさと納税制度を創設し、寄附の募集を開始

することとしております。

具体的には、寄附者が県立の中学校、高等学
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校、特別支援学校を指定して寄附を行い、寄附

額を各校の特色ある取組に活用できる仕組みと

なるよう調整を進めております。

この仕組みを通じて、母校や長崎県の学校の

取組を応援したい、教育環境整備に役立ててほ

しいという思いにお応えしていきたいと考えて

おり、準備が整い次第、募集を開始してまいり

ます。

「教職の魅力化作戦会議」からの提言につき

ましては、記載のとおりでございますが、別途、

提言書を配付させていただいております。

全国及び県学力調査につきまして、記載のと

おりであります。

4ページの中ほどでございます。

教職員の体罰等について。

県教育委員会では、体罰の根絶を「最重要課

題」の一つと位置づけ、平成24年度から毎年教

職員及び児童生徒・保護者に対して、体罰及び

不適切な指導の実態調査を実施しております。

令和6年度の調査結果は記載のとおりでござい

ますが、過去にも体罰等において指導を受けた

者が再度の体罰を行っている事例があることか

ら、体罰等の再発防止を強化するため、令和4年

4月に「教職員の懲戒処分基準」の一部を改定し、

再発の教職員に対する処分を厳罰化いたしまし

た。

また、再発防止研修の在り方を検証し、さら

なる指導の充実・徹底を図るため、体罰・不適

切な指導の再発防止のための指導力向上研修実

施要項の一部改正を行い、令和5年4月1日から運

用しています。

今後も引き続き、各種研修会等のあらゆる機

会を捉えて体罰・不適切な指導の根絶に向けた

取組を強力に推進するとともに、体罰・不適切

な指導を許さない環境づくりを目指し、教職員

の意識改革を進めてまいります。

令和８・９年度長崎県公立学校教員採用選考

試験について。

教員の採用については、より多くの、そして

より質の高い人材の確保を目指して、第１次試

験の実施を昨年より１か月早い時期となる5月

11日に行いました。

今年度の採用試験から、「小学校教諭英語専

科」及び「中学校教諭特別支援教育担当教員」

枠を設けました。

また、今年度から大学3年生を対象とする選考

試験を導入し、218名の出願がありました。今年

度の1次試験で合格した方は、次年度採用試験の

1次試験が免除となり、2次試験からの受験が可

能となります。

なお、令和8年度の教員採用予定者数は、昨年

度より3名少ない529名としております。出願者

数については、小・中学校のオンライン受験を

除き1,050名、倍率としては2.0倍となりました。

高校生の進路状況について。

6ページをお願いいたします。

2行目から、公立高校の県内就職割合について

は69.9％で昨年同期と比較し2.0ポイント増加

し、コロナ禍で県内志向が高まった令和3年度に

次ぐ高い数値となりました。

県教育委員会としましては、引き続き生徒・

教員の県内企業への理解が進むよう取り組むと

ともに、県立学校に配置しているキャリアサポ

ートスタッフに対して、県内企業の求人情報収

集、進路相談への対応やジュニアオープンカン

パニーの推進など、生徒の就職支援をより充実

できるよう指導助言してまいります。

さらに、長崎労働局や産業労働部など関係機

関と連携を密にして、県内企業及び今後県内に

進出する企業に関する情報を積極的に提供する
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など、高校生の県内就職率の向上に努めてまい

ります。

なお、今春の公立高等学校における大学等へ

の進学については、卒業者数に対する進学者数

の割合が、前年度比O.4ポイント増の69.9％とな

ります。

大学等への志願者を対象に行われる「大学入

学共通テスト」は、大学教育の基礎力となる知

識・技能や思考力、判断力が問われる試験であ

り、令和7年1月から、教科「情報」が加わるな

ど、平成30年3月に告示された新しい学習指導要

領に対応した試験が実施されています。

県教育委員会としましては、このような変化

に対応するため、「NEXT長崎人材育成事業」や

「世界とつながるNAGASAKIグローバル人材育成

事業」などの取組を行うとともに、各学校が高

校生に身につけさせるべき力を明確にして組織

的に指導改善を図る取組を支援し、生徒の学力

向上と進路の実現に努めてまいります。

遠隔教育センターの開所について。

7ページでございます。

令和5年度から大村市の県教育センター内に

開設の準備を進めておりました長崎県遠隔教育

センターについては、九州初となる遠隔授業の

拠点として、去る4月11日に開所式を行ったとこ

ろであり、今年度は離島半島部の小規模校9校に、

情報や理科の専門科目などを配信しております。

県としては、この遠隔教育センター、愛称、

「デクット」の活用により、地理的要因や学校

規模に捉われない、多様で豊かな学びの提供を

推進してまいります。

「長崎っ子の心を見つめる教育週間」の実施

について。

毎年、5月から7月、9月から11月の間の一定期

間を「長崎っ子の心を見つめる教育週間」とし

て、全ての公立学校で、保護者や地域住民の皆

様に学校の教育活動を公開しております。

各学校においては、外部講師を招聘した「命

に関する講話」や「道徳の授業」「GIGAワーク

ブックながさき」を活用した情報モラルの学び

などを通し、命を大切にする心や思いやりの心

を育むための教育活動を展開することとしてお

ります。

有形文化財の県指定について。

去る3月17日に、県指定有形文化財として長崎

市の建造物「福建会館正門・天后堂・番人屋」、

諫早市の美術工芸品「教専寺の木造阿弥陀如来

立像」の計2件を新たに指定しました。

8ページの中ほどをお願いいたします。

今回の指定により、県指定文化財は399件、そ

のうち、建造物の有形文化財は35件、美術工芸

品の有形文化財は128件となります。

重要文化財の国指定等について。

国の文化審議会は、令和7年3月21日、対馬市、

西福寺の「元版大般若経附経箱」を国指定重要

文化財に、佐世保市の「弓張岳展望所」を国登

録有形文化財にするよう、文部科学大臣へ答申

を行いました。

9ページでございます。

今回の答申により指定されると、本県の美術

工芸品の国指定重要文化財は36件に、建造物の

登録有形文化財は137件になります。

対馬市観音寺の仏像返還については、記載の

とおりでございますが、関係の皆様のこれまで

のご協力に深く感謝申し上げる次第でございま

す。

こどもたちの文化活動の推進について。

令和7年度文化活動推進校として、中学校にお

いては、第37回全日本マーチングコンテストで

金賞を受賞した雲仙市立小浜中学校など19校22
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クラブを、高等学校においては、同じく第37回

全日本マーチングコンテストで、金賞を受賞し

た活水高等学校など16校22クラブを指定してお

ります。

令和7年度長崎県高等学校総合体育大会につ

いては、記載のとおりでございます。

競技力の向上について。

7行割愛いたしまして、本県スポーツ選手の活

躍については、「全国高等学校選抜大会」にお

いて、個人競技では、諫早農業高校の田中彗斗

選手がウエイトリフティング競技男子67㎏級で

優勝、団体競技では、島原高校剣道部が男子団

体において悲願の初優勝を飾りました。

また、第62回全日本ボウリング選手権大会で

は、男子3人チーム戦で本県チームが優勝、個人

総合においても福満亮選手が優勝を果たしまし

た。

ここで、追加の1ページをお願いいたします。

令和8年度県立高等学校の募集定員について。

県内の児童生徒数は年々減少傾向にあること

を踏まえ、令和7年度より80人少ない9,680人と

いたしました。

内訳といたしましては、全日制課程が8,520人、

定時制課程が560人、通信制課程が600人であり

ます。

また、令和8年度から、宇久高校において、自

然科学分野を中心に、DXなどの最先端技術を取

り入れた探究型学習を行う「Uku サイエンスパ

ーク」を導入し、離島留学生を募集することと

いたしております。

11ページをお願いいたします。

新たな総合計画の策定について。

下から4行目でございます。

教育庁においては、主に「こどもたちの将来

の可能性を広げ、挑戦を応援する」に関する戦

略に関連施策等を位置づけております。

「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を

応援する」では、「地域資源を活用し、こども

たちの新しい時代を切り拓く力を育む教育の推

進」に向け、子どもたち自ら豊かな人生を切り

拓くための「確かな学力」「豊かな心」「健や

かな体」の育成や、子どもたちの郷土への誇り

と愛情を育み、郷土の未来を担う人材の育成等

に取り組んでまいります。

また、「すべててのこどもたちを支援する魅

力ある教育環境づくり」に向け、県民一体とな

り、地域に根差し、将来の長崎県を牽引してい

く子どもの育成や、一人一台端末や遠隔教育な

どを活用した多様な学びの提供等にも取り組ん

でまいりたいと考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまい

ります。

「長崎県行財政運営プラン2025」に基づく取

組について。

教育庁関係の項目に関しまして、その主な取

組として、12ページ中ほどの「長時間労働の是

正」、そして、12ページ最終行にございます「経

験年数や職務内容に求められる専門事項や教育

課題を踏まえた研修の充実と改善」、そして、

13ページの中ほどにございます「女性の管理職

登用の推進」について記載しているところでご

ざいます。

14ページをお願いいたします。

教職員の不祥事について。

令和6年9月30日から令和7年2月10日までの間

に、担当していた部活動振興会の会計の中から

5回にわたり横領し、加えて、平成30年４月から

令和7年2月まで、通勤手当を不適正受給した中
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学校教諭を令和7年3月25日付で懲戒免職といた

しました。

ここで追加1をお願いいたします。

下段でございます。

また、令和６年6月頃から令和7年3月までの間、

担当する学級のテストのほとんどを採点等する

ことなく、校内または自宅に保管し、テスト結

果を通知表に適切に反映させることを怠った小

学校教諭を、令和7年6月17日付で戒告処分とい

たしました。

さらに、令和7年4月5日、知人女性宅に侵入し

ようとした疑いで、県立高等学校教諭が逮捕さ

れました。当該案件につきましては、今後、事

実関係を慎重に確認の上、厳正に対処してまい

ります。

当初版14ページの中ほどにお戻りください。

県内の教育関係者が総力を挙げて不祥事根絶

と信頼回復に取り組んでいる中、教職員による

このような不祥事が発生したことは、学校教育

に対する信頼と期待を裏切り、県民に失望と不

信感を与えるものであり、県議会をはじめ、県

民の皆様に対し深くおわび申し上げます。

今後も強い危機感を持って、全教職員に対し、

あらゆる機会を通して、児童生徒の教育に携わ

る職にあることの自覚を厳しく促し、使命感や

倫理観の高揚、服務規律の徹底を図るとともに、

全ての教育関係者と連携し、不祥事根絶と信頼

の回復に向けた取組の推進に全力を傾けてまい

ります。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【中村(泰)委員長】次に、教育政策課長より補

足説明を求めます。

【安藝教育政策課長】今回ご審議をお願いして

おります第70号議案につきまして、補足してご

説明申し上げます。

お手元の令和7年6月定例県議会文教厚生委員

会説明資料の4ページをお開きください。

まず、第70号議案、職員の育児休業等に関す

る条例等の一部を改正する条例のうち関係部分

でございます。

この条例は、地方公務員の育児休業等に関す

る法律の一部を改正する法律及び育児休業・介

護休業等、育児または家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進

法の一部を改正する法律の施行に伴い、仕事と

育児を両立できる職場環境を整備するため、部

分休業制度の拡充や、仕事と育児の両立支援制

度に関する周知、意向確認を行うなど、所要の

改正を行おうとするものであります。

改正内容の(1)部分休業制度の拡充につきま

しては、現行の1日につき2時間を超えない範囲

の部分休業に加えまして、1年につき10日相当を

超えない範囲の形態を新たに設け、職員がいず

れかを選択できるようにするとともに、1日につ

き、2時間を超えない範囲で取得する場合の勤務

時間の初めまたは終わりに限り、承認可能とす

る取扱いを廃止するものであります。

次に、改正内容の(2)仕事と育児の両立支援制

度の利用に関する職員への周知、意向確認につ

きましては、子の年齢に応じた柔軟な働き方を

職員が選択できるよう支援するため、職員本人

またはその配偶者から出産・妊娠の申出があっ

た場合や、3歳に満たない子を養育する職員に対

し、面談等による両立支援制度の周知や制度利

用、働き方の意向確認を行い、仕事と育児の両

立のため環境整備を行うことを規定するもので

あります。
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また、合わせて市町村立学校県費負担教職員

の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に

つきまして、市町村立学校県費負担教職員につ

いても制度を導入することに伴い、読み替え規

程を改正するものでございます。

なお、実施時期ですが、令和7年10月1日から

施行したいと考えております。

以上で、第70号議案の内容についての補足説

明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【中村(泰)委員長】次に、生涯学習課長より補

足説明を求めます。

【藤井生涯学習課長】第74号議案、長崎県立佐

世保青少年の天地条例等の一部を改正する条例

について、補足してご説明いたします。

文教厚生委員会横長資料5ページをご覧くだ

さい。

1の改正要旨及び2の改正条例について、令和

7年度末をもって、長崎県立千々石少年自然の家

を県立の青少年教育施設として廃止するととも

に、県立青少年教育施設の安定した施設運営を

継続するため、関係条例について所要の改正を

しようとするものでございます。

3、改正内容(1)をご覧ください。

県立千々石少年自然の家についてご説明いた

します。

県立千々石少年自然の家については、令和7年

3月の教育委員会で審議し、令和7年度末をもっ

て県立の青少年教育施設としての廃止を決定し

ており、今回の改正では、廃止に伴う所要の改

正を行うこととしております。

(2)休館日の設定、6ページの(3)利用料金の承

認基準についてご説明いたします。

昨今の物価高騰等の影響により、運営経費が

増加し、指定管理者の収支が悪化している状況

があります。そのため、収支の改善による安定

した施設運営の継続を目的とし、休館日を指定

管理者の申請に基づき設定可能とすること、及

び利用料金の承認基準を緩和する改正を併せて

行うこととしております。

6ページの4、施行日については、千々石少年

自然の家の廃止及び青少年教育施設の指定管理

期間が令和7年度末であることから、令和8年4月

1日としたいと考えております。

以上で補足説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【中村(泰)委員長】以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【中島委員】第74号議案ですけども、これは改

正内容は条文の削除ということなんですけども、

関連してなんですけども、千々石の少年自然の

家の廃止については、当時から地元の団体の方

から、署名活動等いただきまして、ぜひ存続を

という声もありました。

こういった中で、経緯としましては、ご当地

の市やいろんな関係団体、あるいは半島を含む

利用されている学校関係者もいろいろヒアリン

グをされた中で、現状としては利用者数も減っ

てきておるし、建物も非常に古くなったと。ま

してや国立の諫早の施設もあるので、どちらか

と言うとそっちの方を活用される方が多いんじ

ゃないかという判断の下、当の市も了解を得た

上で、今回の廃止に至ったということなんです

けども、今後、この施設の建物、多分、古いの

で解体にならざるを得ないのかなと思うんです

けども、地元の方もそうなんですけれども、そ

の署名をされた方も、残った方、敷地内を自然
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豊かな施設の場所なので、今後どういった活用

をしていただくのかも含めた形での了解をいた

だけれたのかなという判断だったと思うんです

けども、今後の取組について詳しくお話しいた

だければと思います。

【藤井生涯学習課長】ありがとうございます。

廃止後の施設の活用について、庁内での活用意

向であったり、地元市町への活用の意向につい

て確認していきたいと思っております。

今後、施設の廃止後、雲仙市をはじめとしま

す地元の関係者の皆様との意見を踏まえながら、

検討していきたいと思っております。

まずは建物を含めた活用を呼びかけていくこ

ととしておりますが、そこはなかなか難しい場

面も想定されますので、例えばケビン棟や体育

館の利用でありますとか、宿泊棟の方は解体し

た上で、活用ができないかとか、そういったこ

とを幅広く検討してまいりたいと思っておりま

す。

【中島委員】ありがとうございます。決してそ

の学校だけが使う施設じゃなくて、いろんな地

域の高齢者の方も含めて、車で上まで行けます

ので、自然を体験できる施設にうまくマッチン

グできれば、インバウンドも含めて、いろんな

形の活用法があるかと思いますので、ぜひその

辺も踏まえた上で、ご検討いただければと思い

ます。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに質疑はありませんか。

【坂本委員】今の74号議案に関連して質問させ

ていただきます。

前回の委員会でも若干、お尋ねをしておりま

したけれども、今後の方向性については、今の

やり取りでほぼ理解をいたしました。

具体的に廃止、条例が4月1日から施行されて、

そのタイムスケジュールというんですか、そう

いうのはどんな感じでなっているのか分かりま

すでしょうか。

【藤井生涯学習課長】スケジュールについてで

ございますが、まずは青少年教育施設としての

運営を令和8年3月31日まで行いまして、その後、

廃止というふうなことになります。

現在廃止に向けての様々な作業をしていると

ころでございますが、その後、今後の活用とい

うふうなことについては、今も進めているとこ

ろではございますが、令和8年度以降も、順次、

調整をしたり、各所から意見を伺ったりしなが

ら進めてまいりたいというふうに考えておりま

す。

【坂本委員】分かりました。施行日が来年の4月

1日ですから、それまではいろんなそういうやり

取りあったようなことをやって、来年の4月1日

に完全廃止と、青少年教育施設としては廃止と

いうふうなことで理解をいたしました。

あと、ここは指定管理者ですよね。長崎県青

少年体験活動推進協会ということで、県立の青

少年自然の家の施設であるとか、佐世保の青少

年の天地だとかを指定管理でしているというふ

うに思うんですけれども、ここで働いている職

員の皆さんがいらっしゃるわけですよね。それ

ぞれこうした青少年教育施設としての役割を十

分に理解した上で、これまで一生懸命頑張って

おられるわけなんですけれども、やはりそうい

うそこで働いている職員の皆さん方が、来年の

4月1日以降どうなるのか、あるいは来年の3月31

日まではどうなるのかというふうな、そういっ

た不安を持たれているわけなんですよね。

これが指定管理ということになっております

ので、例えば今、課長から答弁があったような

内容が、きちんと指定管理者の方に伝わってい
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るのかどうなのか。そういうのをきちんとして

もらわないと、そこで働いてる職員、臨時含め

て7名いらっしゃるというふうに思うんですけ

れども、そういう方々が非常に不安になってい

る、どうなるんだろうかというふうなことにな

っていますので、例えば、その職員の方々の来

年以降の再度の就職、同様の施設が、例えば、

国立の諫早の少年の家があるんだったら、例え

ばそういうところへあっせんするとか、そうい

ったものをやっぱりきちんと施設のこの協会の

方と協議をしながらやっていかないと、そこの

職員の皆さん、非常に不安がっているというよ

うな声を聞いておりますので、そこら辺につい

ての認識はいかがですか。

【藤井生涯学習課長】ありがとうございます。

職員の皆様についてでございますが、今お話し

になられましたように、指定管理者である推進

協会の職員となりますので、県とは直接の雇用

関係にはないわけですけども、それにいたしま

しても、これまでの経緯も踏まえますと、非常

に不安に思っていらっしゃるところもあるとい

うふうに伺っております。

私どもとしましては、今、職員の方々のそれ

ぞれ長年培われたスキルも持っていらっしゃい

ますので、そうしたことが活用できるお勤め先

が今後ないかというふうなことを、今、推進協

会や、また千々石少年自然の家の所長様から合

わせて相談もあっておりますので、何かそれぞ

れの持っていらっしゃる資格でありますとか、

そういったものに合うものがないかというふう

なことを、適宜情報提供させていただいている

ところであります。

今後もそのようなことは、県としてしっかり

努めてまいりたいというふうに考えております。

ありがとうございました。

【坂本委員】ぜひ職員の皆さんが、今後この時

代に路頭に迷わないように、これは指定管理者

の都合じゃなくて県の判断で、これを廃止とい

うようなことになったわけですので、ぜひそう

いった対応をよろしくお願いいたします。

ただ、指定管理ですから、要するに運営に当

たっては、人件費も含めてこの決まった額でと

いうことでしているわけですよね。例えばコロ

ナ禍とか、そういったときには一定の助成もあ

ったりとか、補助金を出したりとか、あるいは

施設の大規模な改修とか、そういうのもあって

いるんじゃないかなというふうに思いますけれ

ども、例えば、その職員の皆さんが継続してど

こかで雇用できればいいんですけれども、そう

いうめどが立たないときに、退職というふうに

なったときに、これ退職金の問題とかいろいろ

出てくるわけじゃないですか。そうすると、今

聞いてるのはその決まった額の中だから、なか

なかそこまで話が前に一歩進まないというふう

な現実があるということもお伺いをしておりま

すので、そういう意味で行きますと、そういう

財政的な問題も含めて、少し検討をして、責任

持った対応が必要な場面というのも、場合によ

っては出てくるんじゃないかなというふうに思

いますので、そこら辺についての認識も改めて

お聞かせください。

【藤井生涯学習課長】ありがとうございます。

そういった場面も想定されるかなというふうな

ことで思っておりますので、今後しっかりと検

討してまいりたいというふうに思っております。

【坂本委員】検討じゃなくて、ぜひ責任持った

対応をよろしくお願いいたします。

それから、この条例の(2)の休館日の設定なん

ですね。これ、大方理解できるんですよ。今の

条例に年末年始だとか毎週月曜日だとか、そう
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いうのが決まっているから、いわゆる閑散期に

そういう稼働に合わせてやるというのは、十分

に安定した施設運営の継続のためということで

理解はできるんですけれども、この経費の削減

というのがその休館日を結構、閑散期とか何と

かにすることによって削減するという、その経

費の削減というのが具体的にどんな中身なのか

なというのが分かりません。

【藤井生涯学習課長】例えば、佐世保青少年の

天地でございますと、300人近くも入る施設でご

ざいます。そうした中で、閑散期、利用者が全

くいない状態ですと、それは大丈夫なんですけ

ど、例えばそんな中にも例えば、1家族4人の方

の利用があったというふうなときに、そこに係

る暖房であったりとかボイラーであったりとい

うふうなことは、全館分のボイラーをたかない

といけないというふうなことがあったりするよ

うです。

指定管理者の試算によりますと、大体、そう

いった閑散期においても、１日約10万円ぐらい

の経費が係るというふうなことで聞いておりま

して、そうしたことであれば、事前に休館日を

設定をして運用していこうというふうなことで、

現在1日当たり約10万円程度の経費節減になる

というふうなことでの試算が出ております。

【坂本委員】分かりました。確かにそういった

ことになるんじゃないかなというふうに思いま

すけれども、ちょっと私が危惧しているのが、

要するに休館日が増えるということで、経費を

削減する、それは分かるんですけれども、その

中に、例えば働いている方々が、この日は来な

くていいというふうになったときに、当然これ

また賃金も下がるわけなんですよね。

この経費の削減というのに、そうしたものが

入ってしまうと、これはちょっとこの趣旨から

すると本末転倒じゃないかなというふうに思っ

たもんですから、改めてお伺いしたんですけれ

ども、そういう理解でいいんですよね。

【藤井生涯学習課長】今のお話のとおりだと思

っております。現在の指定管理者の方からも、

今回、この休館日を設定することで、閑散期に

おける職員の有給休暇の取得の促進にも役立つ

というふうな意見も聞いておりまして、また通

常でありますと、限られた人数でシフトを組ま

れております。そうした方々についても、あら

かじめ休館日が決まっていれば、そういったシ

フトの関係もゆとりが出てくるというふうなこ

とで聞いております。

収入の件に関しましては、特に問題はないと

いうふうなことで聞いております。

【坂本委員】今の課長の答弁を了解いたします。

ありがとうございました。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに質疑はございません

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑、討論が終了いたしました

ので、採決を行います。

第70号議案のうち関係部分及び第74号議案に

ついては、原案のとおり可決することにご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】ご異議なしと認めます。



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日）

- 41 -

よって、議案は原案のとおりそれぞれ可決す

べきものと決定されました。

次に、提出のありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料及び政府施策に

関する提案・要望の実施結果について、説明を

求めます。

【安藝教育政策課長】政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会議員との協議等の拡充に関

する決議に基づき、本委員会に提出いたしまし

た教育庁関係の資料についてご説明申し上げま

す。

対象期間は令和7年2月から令和7年5月までで

ございます。

資料2ページをご覧ください。

こちらは県が箇所付けを行い、市町等に対し

内示を行った補助金の実績でございます。

直接補助金であります長崎県立高等学校寄宿

舎区運営費補助金など111件を記載しておりま

す。

資料12ページからは、間接補助金であります

指定文化財保存整備事業補助金4件を記載して

おります。

資料13ページをご覧ください。

こちらは1,000万円以上の契約案件の実績で

ございます。競争入札の結果につきましては、

14ページから15ページに記載のとおりでござい

ます。

資料16ページをご覧ください。

16ページから22ページにかけては、附属機関

等会議結果の報告であり、長崎県文化財保護審

議会など計6件の会議結果を記載しております。

以上、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料の説明を終わります。

引き続き、令和8年度政府施策に関する提案・

要望について、教育委員会関係の要望結果をご

説明いたします。

文教厚生委員会提出資料、令和8年度施策に関

する提案・要望についてをご覧ください。

教育委員会関係におきましては、①こども・

子育て家庭に対するユニバーサルサービスの創

設、②離島半島の学校教育の充実、③部活動の

地域移行におけるスポーツ・文化芸術活動の充

実、④水中遺跡保護に関する調査研究体制の整

備など9項目について、文部科学省及び国土交通

省に対し、教育長、担当課長等により要望を行

いました。

このうち①こども・子育て家庭に対するユニ

バーサルサービスの創設のうち、学校給食費の

無償化に係る要望に対して、文部科学省から各

自治体で対応にばらつきがあるため、地方の実

情等を踏まえ、どういった支援ができるのか考

える必要があるとの回答をいただきました。

また、②離島半島の学校教育の充実のうち、

離島留学生の受入れ体制の充実に係る要望に対

して、国土交通省から離島留学制度の充実に向

けて継続して支援してまいりたいとの回答をい

ただきました。

以上が教育委員会関係の要望結果であります

が、今回の政府施策に関する提案要望の実現に

向け、引き続き取り組んでまいります。

以上で報告を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【中村(泰)委員長】次に、教育政策課長より補

足説明を求めます。

【安藝教育政策課長】学校指定型のふるさと納

税制度の創設について、ご報告いたします。

補足説明資料をご覧ください。

1の経緯についてですが、在京の高校同窓会か

ら、他県にあるような学校指定型のふるさと納



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月３０日）

- 42 -

税制度があれば、母校を支援したいため、制度

を検討してほしいとの話を受け、今回、制度を

創設するものであります。

２の制度(1)内容についてですが、現行の個人

版ふるさと納税であります、ふるさと長崎応援

寄附金の対象事業の中に、個別の学校を指定す

ることができる寄附のメニューを新たに追加す

るものです。

(2)寄附の対象となる学校は、全ての県立の中

学校、高等学校及び特別支援学校といたします。

(3)寄附方法につきましては、税務課が委託し

ているふるさと納税サイトを活用し、集まった

寄附金を既存のふるさと長崎応援寄附金基金に

一旦積み立て、該当校の次年度当初予算に上乗

せ配分できるよう、調整を進めているところで

ございます。

(4)寄附の活用内容に関しましては、部活動の

用具充実や事業における備品購入など、各校の

特色ある教育活動に資するものとなるよう、寄

附金の有効な活用を図ってまいります。

以上で説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【中村(泰)委員長】ありがとうございました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

なお、審査対象の陳情番号は18番、19番、21

番となります。

陳情書について、何かご質問はございません

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はございませんか。

【前田委員】報告の中で、教職の魅力化作戦会

議について、実施状況が22ページに記されてい

ますが、本定例会の委員会の中で、もう既に提

言という形で出されてきていますが、拝見させ

てもらう中で、それぞれかなり大事な課題だな

という認識をいたしました。

そうする中で、その提言を昨年度末にこうい

う形でまとめてもらった中で、それぞれのこと

について今年度含めて、どのように対応しよう

としているのか、少し考え方とかタイムスケジ

ュールを確認したいと思います。

【山下働きがい推進室長】教職の魅力化作戦会

議からの提言につきまして、これまで審議をい

ただいてきました結果を提言としていただきま

した。

この提言にありますもので、できるものは、

例えばコミュニティ・スクールを活用した働き

方でありますとか、文書の削減などに取り組ん

でいるところです。

また、県だけではなく、市町教育委員会とも

情報共有しまして、施策の改善等につなげてい

くこととしております。

【前田委員】せっかくまとめていただいた中で、

どれも大事なことだと思っていますけども、ち

ょっと今のような考え方というか、答弁で結構

なんですけども、答弁の中にあったように、市

町と多分一緒に連携を組むような内容も含まれ

ていると思うので、できればそれぞれの内容に

ついてやっぱりもう少しどういうことを目指す

のかといったことと、どういうそのスケジュー
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ルで進めるかということを、きちんと見える化

することが大事だと思いますので、後ほどまた

議案外でも確認しますけども、できればそうい

うことについても、庁内で検討してほしいとい

うことを要望しておきたいと思います。

【中村(泰)委員長】ほかに質問はございません

でしょうか。

【坂本委員】政策等決定過程の資料の中のこれ

は4ページ、5ページに、補助金の内示一覧表と

いうのがあります。この中に、学校それぞれち

ょっと事業概要が若干違うんですけれども、教

員業務支援員配置事業に対する助成だとか、ス

クール・サポート・スタッフの配置ということ

で書かれております。長崎市、佐世保市、それ

から壱岐、五島、雲仙、南島塩原、時津町で、

5ページの方に東彼杵町、川棚町、波佐見町、佐々

田町、新上五島町というふうにありますけれど

も、たしか私の記憶では、今年度は13市町じゃ

なかったかなというふうに思ったんですけれど

も、これ見たら12市町でしたので、何か自治体

で遅れてるところがあるのかな、どうなのかな

というのを、ちょっとすみません、簡単なこと

を確認したかったんですけど。

【熊本義務教育課人事管理監】スクール・サポ

ート・スタッフになるかと思うんですけれども、

今年度、委議員からご案内いただいたとおり、

令和7年度においては13市町に配置していると

なっております。

【坂本委員】13ですかね。すみません。そした

ら、大村が、これスクール・サポート・スタッ

フとか教員業務支援員とかいう名称じゃなくて、

小学校管理事業及び中学校管理事業に対する助

成、これがそのことですか。

【熊本義務教育課人事管理監】失礼いたしまし

た。大村市がこの名称での事業ということにな

っております。

【坂本委員】分かりました。そしたら後ほどで

いいんですけれども、それぞれ内示額が違いま

す。これはもちろん学校数も違いますし、配置

するのも市町が配置をして、それに対する2分の

1の助成ということでいいでしょうから、それぞ

れあると思うんですけど、金額が違うというふ

うに思うんですけれども、それを例えば長崎市

で言うと、何校に何人配置をして、1人これだけ

助成をして、例えばそういう方々の勤務という

のか、週何日かとなるのか、毎日になるのか、

何時から何時までとか、いろいろそういうのが

市町によって違うんじゃないかなというふうに

思いますけれども、そこら辺は把握はされてい

ますかね、内容はいいですから。

【熊本義務教育課人事管理監】市町とのやり取

りの中で把握はさせていただいておりますので、

また後ほどご説明させていただきたいと思いま

す。

【坂本委員】分かりました。じゃあ、後ほどそ

の資料を頂ければと思います。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに質問はございません

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】次に、政府施策に関する提

案・要望の実施結果についてご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般についてご質問はご

ざいませんか。

【中島委員】ご報告いただきました学校指定型

のふるさと納税制度の創設についてご質問しま

す。
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経緯としましては、在京の高校の同窓会の方

からこういった提案があって、これを実施でき

たということで、非常にすばらしい制度が活用

できたなというふうに思っております。こうい

った中で、今後、この寄附の方法としては、県

の方のふるさと納税サイトを活用するというこ

となんですけれども、今後周知を図る上でどの

ようなやり方を今後計画されているのかお尋ね

いたします。

【安藝教育政策課長】県においては、ホームペ

ージによるＰＲとか、県外の関係団体等に機会

を捉えて周知を行っていく予定としております

けれども、加えて学校側から同窓会を通じて、

呼びかけていただくということも効果的と考え

ておりまして、学校と連携しながら、広く周知

を図ってまいりたいというふうに考えていると

ころでございます。

以上です。

【中島委員】学校と連携しながらということで

す。高校単位で捉われず、例えば県人会とかが

ございまして、これは例えば長崎県のゆかりの

会とか、様々な、関東長崎県人会とか、うちの

方で言うと島原半島会とかいろいろございまし

て、この辺の方たちが割と名士の方という言い

方おかしいですけど、高齢の方であって、意外

とそういうのに受けていただくのかなという思

いがございますので、そういった方向もしてい

ただきたいし、一つ学校指定ですので、本当に

特別支援学校については、いろんな資材とかい

ろんなことで、普通高校よりももっと経費がか

かっている状況で、少ない予算の中で資金に関

しては非常に苦労されているのかというのが思

いますので、できれば半島内とかの高校に同窓

会であるべきが、例えば私は口加高校なんです

けども、口加高校に同窓会に行くのであれば、

特別支援学校もありますよというお知らせを連

携して、していただければ、なかなか特別支援

学校単独での同窓会というお知らせをするとい

うのは、人数も少ないこともございますので、

こういった連携したやり方で、地域ごとに、特

別支援学校もぜひお願いしますみたいなことが

できれば一番ありがたいと思うんですけど、そ

の辺はいかがお考えでしょうか。

【安藝教育政策課長】委員おっしゃるように、

もともと在京の高校同窓会からお話をいただい

たのも、県人会のときの中でというふうな経緯

もございましたし、各地の県人会においても周

知をお願いしていきたいというふうに考えてい

るところでございます。

また、特別支援学校等、地域単位というとこ

ろも、周知の仕方については工夫をしてまいり

たいというふうに考えております。

以上でございます。

【中島委員】できれば、ツールよりも高齢者の

方が多いもんですから、できればパンフレット

なんかで見やすいような形でしていただければ、

反響が高いのかなと思います。その辺ぜひご検

討いただければと思います。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかにございませんでしょ

うか。

【松本委員】先ほど前田委員からもちょっと質

疑があってましたけど、教職の魅力化作戦会議

からの提言について質問いたします。

そもそもなんですけど、この魅力化作戦会議

の目的ですね、何のためにこの魅力化作戦会議

を開催したのか、お尋ねいたします。

【山下働きがい推進室長】大量退職に伴う採用

数の増加などにより、長時間労働等による悪い

イメージが広がりまして、教員のなり手不足が
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深刻な状況となってきております。

子どもたちへの持続的なよりよい教育を行っ

ていくためには、教師の働き方を見直し、やり

がいを持って授業をはじめとする教育活動に打

ち込む環境を整えていくことが必要であると思

っております。そうすることが教職の魅力へつ

ながっていくと考えておりまして、本会議を設

置したところでございます。

【松本委員】今回、外部の方も入れた中での会

議をした後の提言が３つあって、１つが、働き

方改革、やりがい、魅力を社会に発信、２つ目

が、業務削減や効率化の負担軽減、３つ目が、

学校・家庭・地域・企業がつながりを持って、

学校教育の役割の再構築を図ることという３つ

あるんですけれども、このどれもが今もやって

いることだと、取り組んでることだと思います

し、その提言というのは、至極当然のことだと

思うんですけれども、先ほども前田委員からも

質問ありましたけど、やったことで終わりにな

って提言がいただいたことがゴールではないと

思いますし、それを受けてからの具体的に今も

既にやっていらっしゃるのもありますし、何を

今度新たなその提言を受けてやるのかというと

ころが見えにくいんですけれども、そちらはど

のようにお考えですか。

【山下働きがい推進室長】今までも働き方改革

に取り組んできたところでございますが、この

会議の中で出た意見も既に取組を始めておりま

す。

例えば、提言1の魅力発信につきましては、テ

レビや新聞情報誌等で、実際現場で働く教員が

生き生きと働く教員を紹介したりする取組を行

っております。

また、提言2の業務削減につきましては、県教

委から学校へ発出する文書を仕分けし、大幅に

削減する取組を今月から始めております。

これらの取組を進めまして、教育振興基本計

画の令和10年度までに45時間以上の教員の割合

をなくすように進めてまいりたいと考えており

ます。

【松本委員】それと、もう一つなんですけれど

も、やはりいろいろな事業をするときには予算

も必要になってきます。これをさらに進めてい

くための予算計上とか予算要求とかしていく上

でのやはり根拠というのが必要になってくると

思いますし、それから、もう一つは、魅力があ

るからもちろん教職員を希望する人が増えると

いうのもそうなんですけれども、やっぱり離職

防止というのもすごく大事だと思うんですよね。

現場の教員の方々でやっぱり離職された方、

もしくは休職されている方、そういった方々の

やっぱり状況を把握して、もう現状で働いてい

る方が苦しんでいる方がもしいらっしゃるとい

うことでしたら、まずそこを改善することが、

まずは一番大事なことだと思うんですけども、

そちらに関してはお考えはいかがでしょうか。

【山下働きがい推進室長】働き方を見直すため

に職員の意見を聞くことが大切だと思っており

まして、職員から働き方にかかる提案型の意見

募集を行って、反映をさせているところです。

確かに、教員の今いらっしゃる方が生き生き

と働くことが、子どもたちにとって、よりよい

教育につながっていくと思いますので、そちら

の方も意識をしながら進めてまいりたいと考え

ております。

【松本委員】ぜひよろしくお願いいたします。

次に、縦長資料の４ページのところの学力調

査で、本県独自の学力調査についての質問をさ

せていただきます。

これ学力調査というのは小学５年生と中学２
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年生対象に、あくまでも試験ではなくて、調査

というふうになっているのは、あくまでも学習

の定着状況の把握と、今後のやっぱり学習指導

に生かすための調査というふうに認識をしてお

ります。

そこで今回、県内の小学生、中学生対象にし

た調査結果を受けて、特にどういうところが足

りなかったのか、どういう部分が小学生、中学

生で今、欠けている部分があったのか、お尋ね

をいたします。

【松尾義務教育課長】県学力調査につきまして、

23日に公表させていただいたところですが、本

県の子どもたちの課題といたしましては、継続

的な課題として必要な情報を取り出して整理し、

自分の考えを根拠を示しながら書くというとこ

ろが課題となっております。

もちろん教科によりましては、知識のところ

で定着が図られてないという部分もございまし

たので、そういったところで改善が必要かとい

うふうに考えているところです。

【松本委員】恐らく今までの、ただ単に覚えて

いくというか、計算をするとか、漢字を書くと

か、そういうことではなくて、そのデータとか

客観的なものを基に、根拠を持って文章を書い

ていくと、なかなか大人でも難しいことだと思

うんですけれども、それができるにこしたこと

はないんですけれども、しかしそれを、ここの

正当率が低かったデータを基にして、もちろん

それをフィードバックして、教員の方の授業に

生かしていくところまでがゴールだと思うんで

すが、具体的にそれを基にどういった研修をさ

れる予定であられるかお尋ねします。

【松尾義務教育課長】ありがとうございます。

本当に難しいというふうなところがあると思い

ます。ですが、やはりそこの部分で必要な情報

の選択をするだとか、その選択したものから自

分がどう考えたのかとか、そういったところも

しっかりと持つ、書くことができるような子ど

もたちを育てたいと考えています。

そのために、授業の中でどういった根拠が必

要なのかというところをまとめまして、まずは

配信をしたいと考えております。さらにはそれ

を基に、授業改善研修会を夏季休業中に行いま

すので、そのときに具体的な授事業の在り方を

お示しできればと思っております。

参加ができない方々もいらっしゃると思いま

すので、オンデマンドで配信をする予定として

おります。

【松本委員】主体的な学習というのが文科省も

進めておりますし、これがすごく重要な今後の

受験もそういったものに変わっていくというふ

うには認識していますが、なかなかその主体的

にというのは、今までの流れからしたら難しい

ところだと思います。教える側も非常に考える

ところだと思います。

ただ、やはり今の子どもたちの環境がネット

社会で、もう見るだけ、受けるだけ、能動的に

自分からやっぱり文章を考えたり、考察すると

いうところが、機会がやはり少ないのかなとい

うふうに思いますので、そういうところもぜひ

強化していただきたいと思います。

最後に、先ほどから質疑があります、ふるさ

と納税の学校指定型についてお尋ねをいたしま

す。

非常にすばらしい取組だと思います。驚いた

のは壱岐高校が甲子園に行ったときに、ちょっ

と額は言えませんけど、とんでもない金額が集

まった。二、三回行けるぐらいの金額だったと

いうふうに聞いたんですけど、やはりそれって

母校に対しての思いがあられる方が相当数、壱
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岐という島でそれだけやっぱり、甲子園という

快挙でもありますけれども、非常にその思いが

ある方とつなぐというのは大事だと思うんです

けれども、全ての学校ということは、中学、高

校、特別支援学校で大体県内で何校対象になる

んでしょうか。

【安藝教育政策課長】学校数でございますけれ

ども、県立高校で56校、県立中学校で3校、県立

特別支援学校で14校、計73校となります。

以上でございます。

【松本委員】これはあくまでも県立ということ

で、私市立はまた別ということでよろしいんで

すか。

【安藝教育政策課長】今回、我々の方で資料を

上げておりますのは、県立高校についての部分

でございますけれども、私市立については、学

事振興課の方で検討をされているところという

ふうに聞いております。

以上でございます。

【松本委員】公立の小・中学校はもちろん対象

ではない、県立ということですね、あくまでも。

でも、73校という数と同時に、大事なのはそ

の金額を何に使うかだと思うんですね。応援す

る方も先ほど申しましたとおり、甲子園だから

頑張ってという思いで、寄附をされた方がいら

っしゃるんでしょうけれども、何もない状態で、

ただ寄附してくださいというのには、ちゃんと

したやっぱり目的、学校ごとのこういうことで

困っているとか、こういうことに使いたいとい

うのが、それぞれやっぱ明確に言わないと、な

かなか寄附の行為につながらないと思うんです

が、そちらはどのように各学校で考えていらっ

しゃるんでしょうか。

【安藝教育政策課長】委員おっしゃるとおり、

寄附の用途を、寄附してくださる方にお示しす

るということは非常に大切だと思っておりまし

て、用途について、現在、各学校の方へ照会を

しているところでございます。

学校ごとの用途をホームページに掲載をしま

して、寄附をされる方が確認できるようにする

ことを考えております。

現在、回答があったものの中には、学校の探

求活動における必要な物品購入だったりとか、

部活動の用具購入、離島学校においては、講師

招聘に係る旅費等の経費、ドローン購入など、

特色に応じた用途が上がってきているところで

ございます。

以上でございます。

【松本委員】これもすごく選択大事、もちろん

困っているものを上げていらっしゃると思うん

ですけど、やっぱりこういうことで困っている

って、こういうことに今の現状の予算での対応

できない。だから、やはり皆様のご支援を賜り

たいという、発信の仕方ってすごく大事だと思

うんですよね。

それは各学校、事情が違うと思いますし、そ

ういうところを、あともう一つは、先ほどから

言うように、どれだけやっぱり発信できるかと

いうとこだと思うんですが、やはりOB会とか同

窓会とか、そういうところも限られた年代の方

であったり、そこの部分がどこまで広がるかな

というところもあると思いますし、もう一つ、

その在校生もやっぱり自分たちでこういうこと

で困っているというのが発信できるような取組

とか、保護者もおりますし、そういったところ

もやっぱりすごく学校ごとに、いろいろな取り

組み方があると思うんですが、そこの周知につ

いて、やはりいろいろ工夫が要ると思うんです

が、どのようにお考えでしょうか。

【安藝教育政策課長】周知の工夫についてでご
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ざいますけれども、現状、先ほど中島委員の質

問にもお答えしたとおり、ホームページによる

PRや、関係団体等への周知、あるいは同窓会を

通じた周知というものを考えているところでご

ざいますけれども、松本委員のご意見も踏まえ

て、在校生、保護者、あとそのほかに、広く周

知が図れる方法がないかというのは、幅広に概

念に捉われずに検討してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

【中村(泰)委員長】ほかに。

【溝口委員】先ほどの学校指定型のふるさと納

税制度の創設についてお聞きしたいと思います

けれども、一応広報としてはいろんなサイトを

使ってやっていくと思いますけれども、学校と

も連携しながらということでございますが、学

校に納入する金額が一度サイトの方に入ってい

くということになれば、いろんな経費がかかっ

てくるんじゃないかと思うんですけれども、そ

の辺について大体学校とサイトの方との相対関

係はどのくらいになっているのか、お尋ねした

いと思っております。

【安藝教育政策課長】サイトを利用してふるさ

と納税をいただいた場合、通常、一般的にはサ

イトの業者さんの方に20％ほどの手数料が入る

というふうにお聞きしております。寄附をいた

だいた価格の80％を今のところ税務課の基金の

方に一旦積み立てて集計をした上で、次年度の

予算要求等に積み上げていくということで考え

ているところでございます。

以上でございます。

【溝口委員】学校を卒業した方々に一応連絡を

学校の方からもしてもらうということでござい

ますけれども、直接学校の方に納入というのは

できないのでしょうか。

【安藝教育政策課長】その方法も考えをしたと

ころでございますけれども、その場合は自分で

確定申告の手続が必要なこと、教育庁の事務局

の方に直接連絡が必要なこと、そういうふうな

納税をされる方の手間を考えて、一旦サイトを

経由した寄附方法というところを決めたところ

でございます。

今後、寄附の方法を踏まえて直接というとこ

ろをまた改めて検討してまいりたいというふう

に思っております。

以上でございます。

【溝口委員】寄附する人たちは、やはり自分た

ちの母校に直接やっていきたんじゃないかと私

は思うんですよね。

そのときに、やっぱり学校側といろいろな手

続は考えながらやっていっていいんじゃないか

と思うんですけれども、その辺についての教育

委員会と学校との関係をどのように考えていこ

うとしているのか、お尋ねしたいと思っていま

す。

【安藝教育政策課長】また、学校ごと、学校で

個別のふるさと納税の寄附を受け付けて、手続

を行うというところは学校の負担も増すと思い

ますので、そこは委員会事務局として何らか対

応する必要があると思います。

そのような点も含めて、事務手続も含めて、

今後検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

【溝口委員】分かりました。ありがとうござい

ます。

県立の中学校と高等学校、特別支援学校とい

うことでなっているんですけども、県立だけに

なっているんですけども、市立、佐世保市とか、

やっぱりいろいろな市立がたくさんあると思う

んですけど、小学校関係については、県の方と
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してどのようにしていくか、市の方との考え方

を調整ができないのかどうか、お尋ねしたいと

思います。

【安藝教育政策課長】今回、県に対するふるさ

と納税ということで、県立学校を対象としてお

ります。市町立学校については、市町の方で制

度を検討していただく必要があろうかと考えて

おり、市町に対して今回の県の取組についてお

知らせ、周知を図っていくつもりでございます。

以上でございます。

【溝口委員】分かりました。できれば、やっぱ

りその県立と市立一緒にしていただければ、寄

附をする方々は、やっぱり小学校にもしたい、

中学校にしたいとか、高校にもしたいという自

分たちの母校には少しずつでもやっていきたい

という、そういう考えがあるのではないかと思

うんですよね。

だから、これを一緒にやっていくことが意義

があったのではないかと思うんですけども、県

立のこの学校だけ、中学校、高等学校、支援学

校だけを特別に早めてやったというのはどうい

う考え方でやっているんですか。

【安藝教育政策課長】先ほども申し上げたとお

り、県に対するふるさと納税ということで、県

立学校に対する寄附というところで制度を設計

したところでございます。

一応、今後、市町にも情報は提供していくと

いうつもりでございますけれども、それぞれの

市町の考え方もあろうかと思って、また足並み

をそろえたタイミングで、全ての21市町と県が

足並みをそろえたタイミングで開始というとこ

ろになると、また少し時期も遅れてこようかと

思いますので、今回、県の方で先立って制度を

設計したところでございます。

以上でございます。

【溝口委員】県立だけということは分かるんで

すけども、本当は県の方で、こういうふるさと

納税をつくろうって思っておるということを、

やっぱり市町との調整の中でしていく必要が私

はあったんじゃないかと思うんですよね。この

辺が県の方が先立ってやって、後から市はどう

しますかという話というよりも、やっぱり一緒

になった形を取っていただきたかったなという

気がいたしましたので、私はこの質問をさせて

いただきました。

このことについては、言うようにぜひ市町の

方と調整をしながら、できるだけ早く、市町も

このふるさと納税をやっていただけるようにし

ていただければと私は思っております。

それと、説明の4ページなんですけども、教職

員の体罰等についてなんですけれども、件数と

して不適切な指導の件数が26件ということです

けれども、体罰等を受けた児童生徒数は129名で、

前年度比較して32名も多かったということです

けれども、その行った教職員の数が出てないん

ですけども、ここに関わった教職員はどのくら

いいたのかお尋ねしたいと思います。

【馬木高校教育課人事管理監】体罰等に関わっ

た教職員の数ですけれども、26名ということに

なっております。

以上です。

【溝口委員】つまり26件ということは、体罰及

び不適切な指導の件数が26件ということで、こ

れは教員の数が26名ということで理解していい

わけですね。

それでは、体罰を受けた方々、どのような体

罰とか不適切な指導があったのかお尋ねをした

いと思います。

【馬木高校教育課人事管理監】体罰の状態です

けれども、素手でたたくであるとか、あるいは
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暴言であるとか、そういったものになっており

ます。

以上です。

【溝口委員】体罰はそうかも分かりませんけど、

不適切な指導ということは、たたいたり、そう

いうふうにしたことが不適切な指導ということ

になってくるわけですかね。

【馬木高校教育課人事管理監】不適切な指導に

関しましては、体罰ではない、つまり暴言とか、

人権を損なうような発言とか、そういったもの

を不適切な指導というふうに定義しております。

以上です。

【溝口委員】分かりました。26人の教職員が関

わったということでございますけれども、児童

生徒数は129名ということで、前年より32名増加

しているんですけども、例えばどのような場所

で、部活とか、いろいろな場所があると思うん

ですけども、どのような場所でそういう不適切

な指導等体罰があったのか、お尋ねしたいと思

います。

【馬木高校教育課人事管理監】例えば部活動も

そうなんですけれども、授業中であるとか、ホ

ームルームであるとか、放課後の時間であると

か、そういったものになっております。

以上です。

【溝口委員】分かりました。教室でのそういう

ことがあったということは、26名で、その129件

もあったということは、生徒にですね、大変な

ことだと私は思うんですけれども、教室全体に

対してそういう暴言を吐いたような感がいたし

ますので、その辺について、そのときに暴言だ

け、どのような暴言があったのかお尋ねしたい

と思うんですけれども。

【熊本義務教育課人事管理監】例えばですけれ

ども、中学校での授業の中で、特に人権を侵害

するような発言を教師が行って、それを授業で

すので、受けていた生徒は相当数いたと。そう

いったことで、このような人数になっておりま

す。発言としましては、人権を侵害するような

発言を行ったということになります。

【溝口委員】私がいろいろ聞いている話では、

やっぱりいじめとか、そういう暴言を吐かれた

方々が不登校になったりなんかして、大変学校

に行くことができなくなったような、そういう

生徒がたくさんいると思うんですよね。

だから、その辺については、やはり教育委員

会としての指導というのは大変重要になってく

るんじゃないかと私は思っております。

特に令和4年4月に、教職員の懲戒処分基準が

一部改定をされているんですけれども、どのよ

うな改定をしてきたのか、お尋ねしたいと思い

ます。

【馬木高校教育課人事管理監】特に再発の教職

員に対する処分を厳罰化しております。つまり、

過去に体罰等で処分を受けた教職員は、前回以

上の処分を行うでありますとか、あるいは再発

防止研修をやっておりますけれども、再発防止

研修を受けた教職員に関しましては、懲戒処分

を行うとか、そういった形での変更になってお

ります。

【溝口委員】体罰は目に見えて、その人に行う

こと、それは本当によくないと思うんですけど

も、本当は暴言とか人権を損なうような、そう

いう指導が、大変心には、多分痛い思いをしな

がら学校に来ていると思うんですよ。それで学

校を休むこともある。そういう暴言を吐くよう

な教職員というのは、本当に私は駄目なんじゃ

ないかと思うんですよ。体罰よりかひどいんじ

ゃないかと思うんですけども、このことについ

てどのように考えているのか、教育長、ちょっ
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と私はその辺についてはお尋ねしたいと思うん

ですけども。

【前川教育長】職員に対する処分につきまして

は、近年は溝口委員からのご指摘のとおり、体

罰に加えまして、暴言も含めたその言葉による

暴力に対しても厳しく指導をするようにいたし

ております。

特に事例も幾つか私も伺っておりますけれど

も、それがきっかけでやはり少し授業に出てこ

れなくなった生徒とかもやっぱり少なからずそ

の要因になっているかと思っておりますので、

そこは体罰に限らず、この処分につきましては、

言葉による暴力の部分につきましてもしっかり

と対応してまいるような改定にしておりますし、

今後ともそのような取組を行ってまいりたいと

考えております。

【溝口委員】分かりました。ありがとうござい

ます。体罰は本当によくないと私は思っており

ます。しかしながら、その暴言とか人権を侵害

するようなその暴言、言葉は、やっぱり特に中

学校とか高校も、精神的に配慮する人たちは、

大変心を痛めているんじゃないかと思うんです

よ。

だから、そういう指導を、その人たちの指導

というのは、大変私は重要な分野じゃないかと

思っているんです。だから、その辺について、

しっかりと指導していただきたいと思っており

ます。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに。

【前田委員】今、溝口先生から、学校指定型ふ

るさと納税制度の質疑の中で、なぜ県立高校だ

け、県立だけなのかという質疑を聞く中で、私

もこの制度は、事前に説明を聞く中では、いい

ことだなと思って聞いていましたけども、やり

取りを聞いていて、確かになぜその県立だけが

先行するのかということに対しては、少し疑問

を感じました。

多分、委員の皆さん全員感じたと思うので、

先ほどの答弁では、少しなかなか今からせっか

くスタートするんだから、そこのスタートをや

っぱり踏み間違うと、後々大変なので、できた

ら昼休み挟んだ中で、答弁を少し整理していた

だいて、追加した形で午後、答弁をいただきた

いと思うんですけども、もし委員長の方で、そ

ういう趣旨でよければ諮っていただいて、追加

した形での答弁の姿勢を求めたいと思います。

例えば長崎市だったら、長崎市は高校で市立

で商業高校があるんですよね。そういうところ

はどうするのかと言ったら、県でもやりました

から市で考えてくださいと言うのかなと思いま

すし、多分その母校の愛校精神という意味で言

えば、高校と同様、中学なんかに対しても、私

たちはやっぱりこれからも永続的に続いてほし

いなと思う気持ちがあります。

先ほどどのように使うか、活用に使うかと考

えた、そういうのをホームページへ出していっ

たら、中学校も同様な悩みを抱えていると思う

んですね。

ふるさと納税制度にしても、寄附する方は、

税制上の優遇措置まで求めているかというと、

そうじゃなくて単純に本当に自分の少しばかり

の寄附がお役に立てばという方はたくさんいる

と思っていて、そういう方は確かにおっしゃる

ように、20％の手数料を取られるよりは、直接

的に学校に寄附した方がいいと思うし、感謝の

表われ方として、一部どこかに寄附者の名前を

出していただくとか、そういうことだけで多分

十分納得されると思うんですよ。

そう考えたときに、まだまだこう市町とか、
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庁内の中で検討すべきことがあろうかと思いま

すので、できましたら、ちょっと先ほどの担当

の方だけの答弁では、ちょっと僕は不十分だと

思いますので、答弁整理を求めたいと思います。

【中村(泰)委員長】ただいま前田委員より、ふ

るさと納税に関する意見が述べられました。確

かに、高校だけ先んじてやったことを、市町を

待ったらなかなか進まないといったところは分

かりますけれども、そもそも市町に対して、ま

ず呼びかけをしたのかといったところですね。

当然、高校だけすればいいというわけでもな

いですし、一旦、教育委員会の方で整理をして

いただいて、午後一で、教育政策課長より再度

ご答弁いただけるか、一度、よろしいですか。

【安藝教育政策課長】今、前田委員からご指摘

いただいた部分を整理して、午後から、また改

めて答弁をさせていただきたいと思います。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに。

【中山委員】それでは、教職の魅力化作戦会議

についてお尋ねします。

提言書自体は、やはり評価すべき点は多々あ

ろうと思いますけれども、目的は教師のやりが

いをどう持たせるかということでありますから、

その点で考えた時に教師の意見というか実態が

十分に反映された会議になっているのかなとい

う疑問がありますので、そういう観点から幾つ

か質問をいたします。

まず、この委員の名簿ですね、民間人が3名、

教育関係有識者が4名、PTAが2名、行政が3名、

学校が3名ということで、校長先生が中心になっ

ていると思いますが、当の現職の小学校、中学

校、高校の教師が入ってないんですね。よく、

この前の離島留学生もそうやったんですけど、

担当の実際に詳しい、やっている教職員が、な

ぜこういうときに入って議論をやらないのか、

そういうことまで考慮できなかったのか、まず

その辺をちょっとお尋ねしたいなと思います。

【山下働きがい推進室長】働きがいの改革等に

つきましては、職員と直接意見交換を行ったり

もしておるところですけども、本会議につきま

しては、外部の方からの知見をいただきたいと

いうことで、このようなメンバー構成にしてお

ります。

以上でございます。

【中山委員】それでは、学校の校長先生とか、

長崎県立高等学校長協会会長、長崎県校長会会

長さんとか、PTAとか教育関係者は部外者ですか。

【山下働きがい推進室長】教育の関係者も踏ま

えて、外部の方と代表的な意見のやり取りを活

発に行うために、入っていただいております。

【中山委員】問題は、教職員の働き方を改革す

るわけでしょう。教職員の実態の意見をこれア

ンケートでやっているわけですね。アンケート

を取ってますけども。じゃなくて、自主的にア

ンケートについて質問しますけども、やはり教

職員の生の声が、この中で反映されておるのか

と。生の声を聞きながら、教職員が働きがいが

あるような形につくり上げていかないかんし、

あくまでも教職員が中心になってつくっていっ

た、これ中心にいったという形に持っていかん

ば、これ現場に落とすわけでしょう、学校に。

それに関してはぜひ、小学校、中学校、高校の

先生をこの会議に入れていけば、もっといいも

のが出てくる可能性が僕はあるし、そうすべき

だと思うんですよね。ぜひ、その点については

まず指摘しておきたいなと思います。

それでは、この教師の意識調査について、幾

らかお尋ねいたしますが、働き方改革を進める

上で何が必要ですかということで、環境の改善
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が33.6％で１位、リーダーシップや意識の改革

が24.1％、保護者、地域の理解・協力が16.1％

で、教職員同士の連携・協力が13.9％となって

います。

それでは、この環境改善の中で、人手不足約

60％、断トツに多いわけですね。これは随分昔

から言われた問題であって、そうすると、これ

が10年前から、このアンケート調査した段階で、

改善傾向にあるのかどうかというのが一つと、

なぜ高校の教職員は入れなかったのか、取らな

かったのかということ。

それと、小学校、中学校、高校、そして、若

手・中堅ベテランで、この人員不足の中身は僕

は違ってくるんじゃないかと思っているんです

が、その辺をそれぞれちょっと教えていただけ

ますか。

【熊本義務教育課人事管理監】まず、教員不足

の人材不足の中で、小中学校における要因とし

ましては、近年の大量採用に基づきまして、若

手の教職員が増加していることにあるかと思い

ます。

結果的にそのために産前休暇、育児休業を取

得される方が多く増加しておりますので、そち

らの方に従来、臨時的任用であった方が優先的

に回っているということ、結果的に病気休職等

を取られた方の代替者が、そちらに回す分の臨

時的任用者が不足しているという状況、このこ

とに人材不足が起因していると思われます。

以上でございます。

【中山委員】高校はどうですか。

【馬木高校教育課人事管理監】今、義務教育課

が申し上げたものに加えまして、大量退職とい

うことと、あと先ほどから話題に上がっている

教職員の魅力低下ということで、採用の段階で

の志願者の人数がなかなか以前と比べると少な

くなってきていて、倍率が低下しているといっ

た部分もあるかと思います。

以上です。

【中山委員】それでは、小学校の若手、中堅、

ベテラン、人手不足感化については、同じです

か。

【熊本義務教育課人事管理監】休憩をお願いい

たします。

【中村(泰)委員長】休憩します。

― 午前１１時５０分 休憩 ―

― 午前１１時５１分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

【中山委員】同じ要するに人員不足についても、

それぞれ違うんですよ、取り方が。それぞれあ

る現実の先生が、やはりこういう会議の中で話

をせんことには実態が伝わらないんじゃないか

と。

統計上、人員不足ということだけで取られて

しまうということについては、実態と外れてい

るんじゃないかと。本質的な議論ができたのか

ということが心配するわけですよ。そのために

今いろいろ聞いたけども、違うじゃないですか。

高校、中学校、小学校、若手、中堅、ベテラ

ンがおって、人手不足の、人員不足のあれは違

うじゃないですか。

それと合わせて、次のリーダーシップや意識

改革について、この中では特に管理職の意識改

革を期待、リーダーの決断力というふうにある

んですけど、教職員はこれについて、リーダー

シップの意識改革について、小学校も中学校も

高校の先生も同じような捉え方でいいんですか。

【熊本義務教育課人事管理監】小学校、中学校、

高等学校、それぞれの実情に応じて、このリー

ダーシップ、意識改革も図られていくべきかと
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考えております。

【中山委員】小学校、中学校、高校で、それぞ

れがリーダーシップは違うんですよ。これをね、

この会議の中で反映できたのかどうかというこ

とについて、僕は疑問を持っておるわけです。

ただデータを出して、調査を出して、それが

全てだけでは、なかなか議論が進まんのじゃな

いかと。せっかくこういう形でやるならば、当

事者を入れてやはりきちんと実態、実態に合わ

せた中で、それを出してもらって、そうしたと

ころで協議することが実態解決の第一歩につな

がっていくんじゃないかと思うんですよ。ぜひ

そういう意味で、調査でアンケートだけで提出

することについてはいささか疑問があります。

合わせて、もう一つありますけども、子ども

たちの意識調査ですね。この中で、「理想の先

生はどんな先生ですか。」「どんな先生に教わ

りたいんですか。」とありますけども、「授業

の教え方が分かりやすい」というのが、小学校、

中学校、高校、65％、73％、70％、非常に多い

んですよね。この点について、子どもはこう思

っているけども、当該の小学校、中学校、高校

の校長先生が、これについてどのような捉え方

をしておるのか、お尋ねしたいと思います。

【熊本義務教育課人事管理監】この提言につき

ましては、今、ご覧いただいています子どもの

意識調査も含めた資料も含めて、各学校の方に

周知がなされておりますので、各学校の校長は

これを見ながら、また各職員等に何らかの働き

かけをするものと思われます。

【中山委員】いやそうじゃなくて、あくまでも

これは作戦会議の提言でしょう。そのための資

料でしょう、これは。だから、要するに僕が言

いたいのは、子どもは授業が分かりやすいよう

にしてほしいとするけども、先生たちが果たし

てそれに対してどういうふうな思いを持ってい

るのか、子どもの思いと、先生の思いが一致し

ていれば問題ないんですよ。

逆に、子どもの意見に耳を傾けてくれる、小

学校は22％、中学校は27％、高校は34％、これ

についても、先生はもっと子どもの意見を聞い

とるというふうに取るかもしれない、僕の調査

では。この辺がやはりきちんと整理していかな

いかんし、これはあくまで教職員の働き方をす

るための資料であり、提言でしょう。そのこと

が子どもにどう反映するかという部分ですから、

ぜひそういった面でも、今回の子どもの意識調

査とか、先生の意識調査については、残念なが

らこの魅力化作戦会議に十分に反映されてない

んじゃないかということを、今、改めてそう思

うわけでありますが、最後に、ちょっと学校現

場の話も出ましたんで、ちょっとお尋ねします

けども、この作戦会議の提言の終わりに、学校

で提言に基づく取組を実施していくに当たって

は、職員の意見に耳を傾けながら、この職員と

いうのは何を指すのかという問題と、職員とと

もに作成した目標、そしてロードマップのもと

計画的に実施とありますけども、職員とともに

作成した目標とはどういうふうなのものなのか、

ロードマップというのは、今どういう形で実施

しようとしているのか、これについてお尋ねし

たいと思います。

【山下働きがい推進室長】職員と言いますのは、

事務職員等を含めて教職員のことでございます。

ロードマップですけども、今のところまだ、

これからつくっていくということになります。

それから、先般、国の方で、公立学校の義務

教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別

措置法等の一部を改正する法律が成立しまして、

この中でも計画を立てていくようにという記載
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がありますので、国の動向も見極めながら、考

えていきたいと思っております。

【中山委員】そうすると、教職員とともに、作

成した目標、ロードマップ、やはりここが一番

の肝だと思うんですよね。やはり教職員が自ら

計画に参画したと、その実感がない限り、なか

なか前に進まんと思いますよ、僕は。そのため

には、この提言も現職の教職員が提案したんだ

と、そういうのがあれば浸透がしやすいんだと

思うんですよね。

そして、ここは進捗管理、これは学校がする

んですか、働きがい推進室がやるんですか。そ

れの辺の進捗状況と効果の検証についてはどこ

がやるんですか。

【山下働きがい推進室長】市町の学校につきま

しては、基本的に学校がしていただいた後、市

町の教育委員会になると思います。

ただ、それぞれがばらばらにやるのではなく、

県でも市町と一緒に年に数回、超勤改善等対策

会議をやって、意見の調整等を行っていますの

で、その中で出ました、いい取組などは共有を

してまいりたいと考えております。

【中山委員】それでは、いい事例については取

り組んでいきたいと言っているけども、500近く

ありますよね。やはりこれは、働きがい推進室

なり、全体的なやつを学校全部、500なら500、

小学校、中学校、高校入れて、どういう状況で

進んでいるのか。この学校は進んでないじゃな

いかとか、取りあえずそういうのを全体的に把

握して、進捗管理をして、その中で効果が出た

ものについては、広く他の学校に報告すればい

いわけであって、ぜひそういう形では学校任せ

にするんじゃなくて、もう少し働きがい推進室

が関わるべきだと思いますけど、いかがでござ

いますか。

【山下働きがい推進室長】庁内各課や市町教育

委員会とも相談しながら、どのような形がいい

か、協議をしてまいりたいと考えております。

【中山委員】ぜひ、働きがい推進室をつくった

ということも一つの前進なんですよね。しかし、

問題は、深刻さというのは非常にもうかなり危

機的状況に来とるんで、いかに現実的な対応を

していくのか。あくまでも職員の、校長先生を

含めて職員のやる気をどう持っていくかという

ことが、非常に意識改革していくことには大変

な問題になってくると思いますので、それも含

めて、やはりあなたたちが気迫を持ってね、や

はりよく耳を聞きながら、やはり長崎県全体と

して取り組んでいくんだというような、そうい

う思いを持ちながら、適宜適切に意見交換しな

がら進めていただくことを期待していきたいと

思います。

【中村(泰)委員長】それでは、午前中の審査は

これにてとどめ、しばらく休憩いたします。午

後は1時30分から委員会を再開し、引き続き教育

委員会の審査を行います。

― 午前１１時５９分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、教育委員会の審査を行い

ます。

【前川教育長】午前中の審議の中で溝口委員、

そして前田委員からお話がございました学校へ

のふるさと納税の新しい制度の件でございます。

午前中の質問の中で、市町との連携が少し足

りないのではないかというご質問をいただきま

した。まさにおっしゃるとおりだと思います。

常日頃、市町教育委員会との連携、つながり

をモットーとして取り組んでいる私としまして
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は、反省すべき点もあろうかと存じております。

一方で、今回はまずスピード感を持って対応

するということが一時的にございまして、寄附

の手法も様々ございます。今回の個人版のふる

さと納税、あるいは企業版のふるさと納税とい

うのもございますし、あと個別のプロジェクト

ではクラウドファンディングというような手法

も今、様々ございます。いろんな手法の中で、

今回はまず、ある学校の同窓会の方からご提案

がございまして、ご自分が周りの人間にも声か

けをしたりとかするときにも、使い勝手のいい

便利な制度があればというようなご提案もいた

だきまして、まず、スピード感を持って今回の

制度を創設させていただきました。

しかしながら、市町との連携も大事でござい

ますので、今回、私どもと税務担当部局、財政

担当部局、あるいはサイトの事業者等と様々な

調整をして今回の制度をつくりましたので、そ

のノウハウをいち早く市町教育委員会とも共有

をいたしまして、今回で終わりでなく、まだ、

今申し上げた様々な手法もございますので、そ

ういったいろいろな学校を応援したいと思って

いらっしゃる思いのある方々にお応えできるよ

うないろんな手法を、市町教育委員会とも連携

をしながら、今後も取り組んでまいりたいと思

っております。よろしくお願いいたします。

【中村(泰)委員長】それでは、午前に引き続き、

議案外所管事務一般について、ご質問はござい

ませんでしょうか。

【近藤委員】私の方からちょっとですね、私、

この前、新聞を読んでいたら、教頭職の仕事の

軽減するというようなあれを書いていたんです

けども、私がいるときからもう教頭職ってすご

く仕事が多くて、ああ、いいことだなと思って、

ちょっとどういうふうな形の中で教頭職の仕事

を軽減していくのか教えていただければと思い

ます。

【熊本義務教育課人事管理監】教頭の働き方改

革と捉えておりますけれども、具体的には、今

現在、市町と連携して行っております超勤改善

等対策会議、こちらの方で幾つかの具体的な方

策を確認して推進をしているところです。

具体的には、例えば教頭の担当授業時数、こ

れを軽減すること、あと教頭が主に担当してお

るPTA業務について見直しを図ること、あとコミ

ュニティ・スクールを生かした働き方改革、あ

るいは部活動の指導体制の適正化等々と合わせ

て、特に教頭については、授業時数の軽減やPTA

業務の見直しについて具体的に進めようとして

いるところでございます。

【近藤委員】例えば、教頭と言ったら前から鍵

を一番先に開けて、一番最後に鍵を閉めて帰る

というのが仕事だったんですけども、そういう

ような仕事内容は、今どういうふうな形でやら

れているのかちょっと教えてください。

【熊本義務教育課人事管理監】小中学校におき

ましては、学校のいわゆる解錠、施錠について

は、教頭の業務から外すということを全ての市

町教育委員会で確認をしております。

実際には教頭だけではなくて、例えば管理職、

校長や副校長等で対応するものが7市町、あと管

理職だけではなくて、ほかの教員も含めてロー

テーションで対応しているとこが12市町、あと

は用務員さんに行っていただいているところと

か、一部中学校については、3市町が外部に実際

委託をしていると、そういった状況でございま

す。

【近藤委員】それで今、教頭の授業数を減らす

というふうなあれだったんですけども、今現在、

教頭で一番困っているのは、学校で先生たちが
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病気で休むとか、いろんな形で、その学年とか

何とかで、支障があるときに、その支障のある

学年に対しての授業とか何とかを教頭がやって

いるんじゃないかと思うんですよね。

だから、そういう状況の中で、さっきから先

生たちの数が足りないとか、例えば産休のとき

の先生をどうするかとか、そういうのが今問題

になっていると思うんですけども、例えばそう

いうときに全部教頭任せじゃなくて、何かそう

いう計画があったら教えてください。

【熊本義務教育課人事管理監】ありがとうござ

います。今まで解錠、施錠もそうなんですけれ

ども、学校の業務が比較的教頭に集中しがちな

傾向では確かにあったかと思います。その流れ

の中で、例えば代替教員も足らない場合に、そ

の授業についても教頭先生の方にというような

傾向はありました。

ただ今現在、教頭の成り手不足も相まって、

やはり教頭の業務改善というのも喫緊の課題と

捉えておりますので、そういったことも含めて、

例えば教頭だけではなくて、ほかの教員と分担

するなど課題を共有しながら対応していきたい

と思っております。

【近藤委員】一番問題なのは、教頭、校長にな

りたがらない現象というのが結構あるんじゃな

いのかなと思うんです。我々は、学校に勤めた

ら、やっぱり教頭、校長というのは、一つので

すね目標として、教員が一生懸命頑張る一つの

目安としてやっていたもんだろうと思うんです

けども、逆に教頭になりたくない、校長にはな

りたいけど教頭にはなりたくないという形で、

教頭試験を受けないというのをいろいろ聞いた

ことがあるもんですから、やっぱり教頭、校長

のそれなりの仕事も大事さってあるんで、各学

校の先生たちがしっかりそういうところを見据

えた中で教育をやっていってほしいなと思いま

す。

もう一つなんですけども、ちょっとこれは自

分がうれしい話なんですよ。1か月ぐらい前です

けども、自分がちょっと家を外れて、近くの広

場に行って、ある高校生です。高校生と話をし

たんです。

そしたら、その高校生が、私は離島留学で、

高校を言っていいかな、奈留高校、奈留島です

ね、奈留高校に行っていますと。それで、中学

校のときは不登校やった。そのときお母さんも

おって、3人でちょっと話をしたんですけども、

えらい生き生きした形で、学校、楽しいかと言

ったら、楽しいですということで、一番びっく

りしたのが、その子は、英語、それで何で普通

の日にこういうところに来てんのと言ったら、

いや英検を受けに来てましたと、それで何級と

言ったら、1級と言ったんかな2級と言ったんか

な。ちょっと待てって、奈留高校で、英語が好

きで、どういうふうな形で英語を勉強したんだ

と言ったら、先生がいたと。それで今年はその

先生が転勤されてでも、その先生がたまに電話

してきながら、一緒に勉強してると言って。そ

れで、もう今、3年生だったんですけど、今度ア

メリカの大学を受けると。

そういう話を聞いて、うわって、奈留高校に

行ってよかったかと言ったら、よかったですと

いう、そういう話を、親御さんも一緒に言って

たもんで、ああ、すごいなって、離島留学で、

それで英語って、その先生にどういう先生が携

わってくれたのか分からないんですけども、そ

の先生が諫早かどこかに転勤されたけども、そ

こからいろいろ電話してくれたりなんかして、

そういう1級を受ける試験を今、受けに来ていま

すと言って、本人はもうしっかりしたアメリカ
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の大学を受けますという自信持った、そういう

あれを話してくれたときに、自分も、ああ、す

ごいなと思って、やっぱり離島留学とか何とか、

中学校までは不登校でもそういう事例がある、

こういうのはしっかり県としても出していって

もらえばと思うんです。もう本当、自分も話し

しながらうれしく思ったので、報告にしておき

ます。

【中村(泰)委員長】ほかに。

【前田委員】心温まる質疑の後で恐縮ですけど

も、申し訳ありません。

教職の魅力化作戦会議の提言の中にも出てい

ますデータとかアンケートで、やっぱりその子

どもたちが抱える困難の多様化、複雑化という

ことを社会情勢によって対応していかなきゃい

けないという中で、まず一つお聞きしたいのは、

ここんとこ少し社会問題にもなっているヤング

ケアラーですね、報道とかでもあってますけど

も、本県においてどれぐらいの子どもたちがい

るのかということと、その支援についてどうい

うふうにやっているのか、高校とかに絞ってで

結構なので、少し数字も含めてお答えいただけ

ればなと思います。

【髙比良児童生徒支援課長】ありがとうござい

ます。教育現場におけるヤングケアラーの実態

調査ということで、これはこども局の方で実施

をしているんですが、各学校が児童生徒を対象

に、定期的に実施をしているいじめ等の生活ア

ンケート調査、これの中にヤングケアラーに関

する質問項目、「家族の中にあなたがお世話を

している人はありますか。ここでお世話とは、

普通、大人が行うような家事や家族のお世話の

ことを指します。」という項目を追加して、調

査を実施しておるところです。

その中で、高校生で申し上げますと、その質

問に対して178名の生徒が「はい」というふうな

ことで回答をしているところです。

この後、質問を該当した生徒に対して、学校

側で個別の面談を行い、学校としての対応等を

検討した上で、外部機関への相談等が必要な生

徒が、高校では24名ほどい たというふうなとこ

ろで、令和６年度は調査をしているところです。

こういった生徒については、先ほど申し上げ

ましたように、学校の方で聞き取り等もしてい

ますので、学校の例えばスクールソーシャルワ

ーカーなどにしっかりつなぎをして、外部にも

つないでいただくというふうなことを指導して

いるところです。

以上です。

【前田委員】そういった子を学校ごとでの対応

の中で、該当者が見つかった場合に、今おっし

ゃったように、学校の担任とか、スクールソー

シャルワーカーの方を通じということですけど

も、スクールソーシャルワーカーの方にそうい

うヤングケアラーの支援の対応ができるのかと、

ちょっと僕はよく分からないんですけども、そ

こは十分その高校の方にもSSW、スクールソーシ

ャルワーカーが配置されていて、そういうこと

が対応できるというふうに受け止めていいんで

すか。

合わせて、新聞等で見るところによると、や

っぱりヤングケアラーというのは、きめ細かい、

部署もまたがってというか、縦割りで多分なか

なか改善できないところがあるからということ

で、他県においては、その支援の要綱をつくっ

ているところもあるということも報道等で知り

ましたけども、そういった対応要綱等の作成の

必要性も僕はあるんじゃないのかなと思って、

この質問をしていますけども、改めて対応につ

いて確認をしたいと思います。
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【髙比良児童生徒支援課長】今ご質問にありま

したSSW、スクールソーシャルワーカーについて

なんですけれども、県内の県立高校におきまし

ては、43校にスクールソーシャルワーカーを配

置をしてございます。これは単独校方式という

ことで、1校に1名という場合もありますが、拠

点校ということで一つの学校、それから周辺の

学校というふうなところ、合わせて43校という

ことで配置をさせていただいているところです。

このSSWについては、資格を持った方であった

りとか、もともと教員であったりとか、そうい

った関わる職をされていた方というふうなとこ

ろでお願いをしているところなんですけれども、

スキルアップのために、スクールソーシャルワ

ーカー活用事業運営協議会というものの中で、

学校においてヤングケアラーを発見した場合の

対応等についても、講義、研修等を行ったりし

ているところです。

先ほども委員からご指摘がありましたけれど

も、この支援については、今後もヤングケアラ

ーの対応を、家庭問題への介入ということで、

保護者に関する指導等、複雑困難で、教職員や

学校の対応、非常に難しいところもあるんです

が、条例に示されているとおり、学校の業務を

通じて日常的にヤングケアラーに関わる可能性

があることを認識しておくということは非常に

大切なことでもありますので、ヤングケアラー

の存在に気づき、必要な支援にいかにつなげて

いくかということについて、学校に浸透させる

ような、そういった研修の機会を設けていけれ

ばというふうに思っております。

【前田委員】ぜひよろしくお願いします。子ど

ものためのですから、一義的には子どものため

ですけども、それを受け止めた教職員の方の対

応も非常にやっぱり悩まれると思うので、そこ

はもう外部機関に20人つなげたという実績もあ

りますので、きちんとした対応をお願いしたい

と思います。

そうする中で、その家庭に踏み込んで、いろ

いろ調査することは今まで難しいとなった中で、

一つちょっと僕が問題意識を持っているのは、

ヤングケアラーも含めてなんですけども、やっ

ぱり子どもの家庭環境における貧困の問題が、

最近ちょっとクローズアップされているという

中で、奨学金制度、いろいろあるようにお知ら

せいただきましたけども、この中で奨学金を受

けている高校生たちがどれぐらいいるのかとい

うことを把握しているのかというお尋ねを事前

にしたところ、知っているところの制度の中で

分かるところは当然あるけども、そのほかのも

ろもろのところについては、やはりその個人情

報でもあって、なかなか承知していないという

ことでお聞かせいただきました。

ちょっと奨学金について分かる実態があれば

お知らせいただきたいのと、そうは言っても、

何かやっぱり現場レベルの話を聞くと、かなり

多くの生徒たちが何らかの奨学金を受けている

と。それはもうほぼほぼ大人になって返すよう

な奨学金が多いという中で、もう少し、そこを

きめ細かくしっかり把握して、でき得る支援を

すべきじゃないかという声があるんですけども、

そういうことも含めて、子どもの家庭環境、特

に経済的な環境についての調査等について、こ

れからどのように考え、どう対応していこうと

しているのかを確認させてもらいたいと思いま

す。

【山﨑教育環境整備課長】まず、奨学金に関し

てお答えをさせていただきます。

奨学金につきましては、私どもの方で所管を

しております公益財団法人の長崎県育英会とい
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うのがございます。そちらの方につきましては、

高校生における貸与者数というのは一定把握を

しております。

具体的に申しますと、令和6年度におきまして

は665名に貸与をしているというような状況で

ございます。それ以外の例えば各市町が行って

いる奨学金でありますとか、民間団体、そうい

ったところにつきましては、先ほど委員の方か

らご案内がありましたとおり、個人情報もあり

ますので、なかなか把握はすることができない

というような状況でございます。

また、貧困に対してでございますけれども、

国の支援制度ということで、高校生に対しまし

ては、住民税非課税世帯の高校生に対しまして、

奨学給付金事業というのを行っております。こ

れはあくまでも非課税世帯に対してということ

でございまして、県内の公立高校につきまして

は、基本的にはその該当になる生徒につきまし

てはご案内をさせていただいて、申請があれば

支援をしているというような状況でございます。

以上でございます。

【前田委員】なかなか難しい面もあろうかと思

いますけども、本当にその経済的に困っている

家庭がもし実在するとするならば、そこの全体

像の把握というのは、何らかの形でやった方が

私はいいと思うので、改めて市町も含めるとこ

ろでそれを検討してもらいたいなということを

要望しておきたいと思います。

最後になりますけども、また、この同じ資料

の中でも、ワークエンゲージメント アンド負担

感の現場というところで調査結果が出ています

けども、せんだっても質問したと思いますけど

も、職員の方へのクレームの対応ですね、要は

いわゆる僕はカスハラだと思っていますけども、

例えばその現場の話も聞いても、長い方はもう

1時間近くやっぱり苦情を言われる保護者の方

もおられて、その対応も大変だという話を管理

者の方から聞いたこともあります。

ここの中でもやっぱり一番出ているのは、負

担感の中で一番強いのはやっぱりクレーム対応

というふうになってるので、ある意味これにつ

いても、教育委員会として、対応の要綱をつく

るべきだと思いますけども、現状の把握と、学

校の先生方の負担感と合わせて今後、今どうい

うふうに対応しているのかについて確認させて

もらいたいと思います。

【馬木高校教育課人事管理監】まず、現状から

申し上げたいと思います。

学校に寄せられる外部、保護者からの相談等

は、基本的にはまずは学校が対応しているとこ

ろです。内容や必要に応じて、学校の対応とい

うのが一番迅速に対応できるというところから、

そういった支援を行っています。

ただ、例えばその中で、学校に対する過大な

要求等に関しましては、県立学校においては、

学校が弁護士に直接相談できる制度を設けてお

り、学校だけでは解決が困難な諸課題に対して

専門家の支援が受けられるようにしております。

また、県立学校においては必要な学校に学校経

営アドバイザーというものを配置いたしまして、

学校経営のサポート及び教職員との面談による

助言等、教職員の負担軽減に取り組んでいると

ころです。

以上です。

【前田委員】そういう制度とか対応というのは、

多分先生方も当然分かっていると思うんですけ

ども、受け止める方としてはなかなか、電話の

やり取りや代行されている対応という中では、

やっぱりご苦労が多いというふうに私は聞いて

います。
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そう考えたときに、やっぱり少しマニュアル

化したというか、きちんとした対応の要綱とい

うものが私は必要だと思うんですけども、そう

いうことに対して、ちょっと教育政策監として

お考え等も含めて、もう一度ご答弁いただけれ

ばなと思います。

【狩野教育政策監】今の人事管理監の方から答

弁ありました学校の対応としては、学校で対応

できないものは弁護士であるとか、場合によっ

ては警察とか、指導助言を受けると。もっとひ

どい場合には、警告というのもあり得ると考え

ております。

東京都の教育委員会が昨年の10月でしたか、

カスハラの防止条例を制定をして、その小中学

校の教職員にもアンケートを取ったということ

もございました。

委員からご指摘ありましたとおり、保護者か

らの長時間の電話によって授事業に影響あると

いうこともあるということも伺っておりますの

で、今後、それは教育委員会としては課題と受

け止めておりますので、東京都の取組なども参

考にしながら、本県としてどういうことができ

るかというのは考えてまいりたいと考えており

ます。

【前田委員】なかなか表に出てくる話じゃない

ので、顕在化しないと思うんですが、せんだっ

ても検討してやった中で、介護支援事業所にや

ったところ、やっぱり利用者の方からのカスハ

ラというかが、4割近くあったというデータも出

ていますので、ぜひ政策監がおっしゃったよう

に、少し一応、アンケートを取る中で、全体像

を把握する中で、次の対策、条例というところ

までは、これも全庁的な話なので、もちろんそ

の学校以外のところもカスハラはありますから、

そういうのが必要かと思いますけども、ぜひそ

の要望等も含めたところでの、どんな対応がで

きるかということについては、早急にアンケー

ト等を実施してほしいと思いますので、要望も

しますけど、改めてアンケートをやるというこ

とであれば、やるというようなご答弁をいただ

ければなと思います。

【狩野教育政策監】まず、その学校の実態とい

うのを把握することが必要だと思いますので、

それはアンケートという形式をとるかどうかと

いうのも含めて、今後検討してまいりたいと考

えています。

【中村(泰)委員長】ほかにございませんか。

【山村委員】縦長の3ページの教職の魅力化作戦

会議の件で、私の方からもちょっと確認を含め

て質問させていただければと思います。

早急に取り組むべきこととして3項目あるん

ですけど、そのうちの一つの業務削減、効率化

については、先ほどご答弁いただいたとおり、

いろいろされているかと思うんですけど、3項目

ある中で、業務の効率化と、この3番目の学校・

家庭・地域・企業が主体的になってという文言

があるんですけど、考え方によっては相反する

ような形で業務が増えているような形にも見え

ないこともないという、地域によっては学校に

期待してしまうところもあるかなということで

思っておりまして、この辺がどのような考え方

でこういう書き方になったのか。それと今後ど

うやって取り組んでいくのかというところを教

えていただければと思います。

【山下働きがい推進室長】この提言3につきまし

ては、社会総がかりで子どもたちの教育を支え

る状態が理想的ではありますけども、現状、学

校へ負担が集中している状態となっております

ので、学校や家庭、地域がそれぞれの役割を果

たしながら、子どもに関わっていくという提言
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でございます。

確かにこの提言に沿って、学校以外がすべき

こと、また学校以外ができることについては、

全て学校が段取りをするのではなく、中にはそ

の地域等にご協力をいただくなどして、特に特

定の職員に過度な負担が生じないよう、進めて

まいりたいと考えております。

【山村委員】ありがとうございます。多分やっ

ぱり書きぶりだけでは、なかなかちょっと理解

がしにくい、地域の人間として理解がしにくい

というのが、正直なところでして、子どもたち

のアンケートにもありますように、その授業の

教え方が分かりやすい先生がいいよとか、学校

の先生は人員不足とか、業務の削減を求めてい

るという中でありますので、多分言いたいこと

は、子どものために必要な地域活動は、一緒に

やっていきましょうということなのかなという

ことで、往々にして今まで、私もPTAとかいろい

ろやってきましたけど、地域が学校に求めるこ

とが結構多かったような気もするところもあり

まして、その辺をある意味、教育委員会できち

っと排除してあげなきゃいけないのかなという

ところがありますので、学校現場ではなかなか

難しいのかなという思いもありまして、一応確

認をさせていただきました。

次の質問に入りたいと思います。教職員の体

罰について、先ほどもお話あったんですけども、

体罰は決してよくないとは思っていますけど、

それがやった先生がみんな悪い先生かと言うと、

そうでもないのかなというちょっと思いもある

ものですから、なぜ、小中高、多分体罰があっ

ていると思うんですけど、その割合というか、

数とかが分かれば教えていただければなと思い

ます。

【馬木高校教育課人事管理監】令和6年度の実態

調査の結果ですけれども、全体で26件あったう

ち、小学校が4件、中学校が11件、高等学校が11

件でございます。

以上です。

【山村委員】どういったケース、授業中なのか、

高校とかは多分部活なんだろうなと思うところ

があるんですけども、具体的な中身を、中身と

いうか、どういうケースなのかというのを教え

ていただければと思います。

【馬木高校教育課人事管理監】授業中に教員が

生徒を指導している中で、生徒たちが反抗的な

態度を取ってしまって、それに感情的になって

しまって、体罰を行ってしまったとかいう、そ

ういう事例が多くございます。

あと状況は変わりますけれども、ホームルー

ムの中でそのような状況であるとか、部活動の

中でそのような状況とか、そういった状況が実

態としてあるかと思います。

以上です。

【山村委員】ありがとうございます。多分厳罰

化とか、いろんな取組をしながら防いでいこう

とかいうことだと思うんですけども、やっぱり

小学校が4件とかあっているということは、ある

意味、担任の先生なのかなとか思いながらもお

るんですが、どうしてもその体罰を振るってし

まうというよりも、暴言を吐いたりいろいろあ

ると思うんですけど、何となく学校組織として、

どうしても先生って、僕らが習っていた頃は、

もうその先生に偏っていたというか、小学校へ

行けば、1人の先生にずっと1年間、2年間ずっと

その先生にお世話になってしまうというところ

があって、隣の先生とは全然接点がなかったり

するので、体罰ということとか、社会で考えた

ときに、いろんなトラブルがあったときには、

恐らく組織で対応していったりするんですけど
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も、そういった対応が多分、学校現場にも必要

じゃないかなとは思うんですけど、そういった

観点で、どういった今後、その取組というか、

その体罰をいかに減らしていくかの中で、どう

いうふうに考えられているのかというのを少し

教えていただければなと思います。

【熊本義務教育課人事管理監】体罰の防止、再

発防止に係る組織的な対応として、今現在行っ

ているのが、体罰を行った者に対して、再発防

止の研修を1年間課しているわけですが、その研

修を当該の職員だけではなくて、それが発生し

た学校においても研修等を行うようにしており

ます。

以上でございます。

【山村委員】ありがとうございます。これはち

ょっとご要望になるんですけども、体罰が起き

そうな事例というのは、多分、前兆があるのか

ないのか、クラスの状況がいろいろあるという

のは、多分それなりに薄々分かっているんだろ

うなというのは、これは想像ですけども、中で、

その学校の組織としてどうやって対応していく

かという、未然に防ぐというところですね、い

うところも含めて、いろんな取組をしていただ

ければなと思いますので、これはあくまで要望

にかえさせていただきたいと思いますので、ぜ

ひよろしくお願いいたします。

ちょっとすみません、3点目、お願いいたしま

す。これは載ってないんですけども、いろんな

ところで内部通報制度の話が出ていまして、ち

ょっと学校教育現場はどうなってるのかなとい

うところで、ちょっと私の方で確認させてもら

ったんですけども、教育現場においては、長崎

教育委員会法令違反等通報制度というのが多分

あるとは思います。

その中でちょっと読ませていただいてる中で、

ちょっとおやと思ったのが、対象除外する項目

の中で、既に把握して調査をしている場合は受

理しないとなっているということの項目があり

ました。多分、内部通報制度って、そういう制

度じゃなくて、いろんな方々の人権を守るため

にいろんなことがあって、その除外対象という

のはなかなか多分厳しい項目じゃない限り、厳

しいのかなというふうに思っておりますが、こ

の辺、どういう考えでこうなっているのかと、

今後どうなるのかなというのをちょっとお尋ね

したくて聞かせていただいております。

【安藝教育政策課長】今、山村委員からご指摘

いただいたのは、長崎県教育委員会法令制度と

法違反等通報制度に関する要綱の第2条第3項第

6号に関することかと思います。

同法において、既に関係所属が通報の対象と

なった行為または、事実に対応している場合は、

通報の対象としないというふうに規定されてお

りまして、現況、通報された方に対しては、不

受理として通知をしているところでございます。

通報の対象とはしないものの、情報提供を受

けたものとして、教育庁としては、不受理とし

たものについてもしっかり調査を行い、対応し

てきたものと考えております。

しかしながら、不受理とした場合には、通報

書を提出した方に調査結果をお知らせすること

がなくて、仮に、法令違反がなかった案件であ

っても、通報書を提出された方がその旨を知る

すべがないと思っております。

県教委が事実を隠しているというような無用

な誤解とか不審を招く可能性もあるものと考え

ております。

委員のご指摘を踏まえまして、他県の状況も

確認しながら、よりよい制度運用ができるよう

見直しを含めて検討してまいりたいと考えてお
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ります。

以上です。

【山村委員】ありがとうございます。ぜひ検討

してみてください。多分、通報された方のいろ

んなものを守るのもそうですし、組織としても

守るという意味では、厳しい方に持っていった

方がいいかなと思っておりますので、ぜひご検

討をよろしくお願いいたします。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかにご質問ございません

でしょうか。

【坂本委員】文書で出されておりますけれども、

説明書5ページの高校生の進路状況についてお

尋ねいたします。

これは私立学校の方は学事振興の方でもお伺

いしましたので、学事振興と緊密な連携を取る

必要があると思いますから、ちょっと質問させ

ていただきます。

本県の公立高校の就職率99％というふうなこ

とで、そのうち県内の就職率が69.9％というふ

うなことになっております。

これ3年間ぐらいちょっと遡って同じような、

例えば6月議会で報告されていますから、資料を

見たんですけど、ほぼ変わらないと言いますか、

公立高校全体では県内、県外含めて大体99％台、

それから県内の場合は67％から69％、今回、高

いんですけども、69％というふうなことで推移

をしているようであります。

それで、これ学事振興のときも指摘させてい

ただいたんですけれども、6ページに、要するに

そういった県内の就職率の向上のために、様々

な取組をここに記載、県教育委員会としまして

はということで、キャリアサポートスタッフだ

とか、それから、先ほども説明があったとおり、

様々な形を取り組むと、それで労働局、それか

ら産業労働部など関係機関と連携を密にしてと

いうふうなことでありますけれども、この書き

ぶりも、すみません、何と言うのか、3年間同じ

ような内容なんですよ。これ学事もそうだった

んですね。ああと思いながら、ちょっと読み返

したりしておったもんで、学事のときには3年間

ずっと一緒じゃないですかというふうな指摘を

しながら、あえて指摘をせざるを得ない状況な

んですけれども、それで、もちろんいろんな取

組ですね、私学、それから公立含めて、総務、

学事振興課とも連携を取っていると思いますし、

今、産業労働部。

学事のときも言ったんですけど、県の出先の

各振興局ですね、長崎とか、諫早、県南、県央

ですね、あと県北とか、そういったところと連

携が必要じゃないかなというふうに思っている

んです。

それで、例えばこの県内就職した子どもたち

の就職先だとか、それをきちんと地域、業種と

きちんと分析した上で、そうした地域で言うと

振興局と連携をしながら、そこの振興局と、ど

ういった企業があるのか、そして、どういった

業種とか、要するにマッチングをきちんとして

いくという作業が、やっぱり必要じゃないかな

というふうに思うんですけれども、そういった

のをどのように取り組まれているのか、そこら

辺についてちょっとお尋ねいたします。

【岩坪高校教育課長】今、ご指摘ありましたよ

うに、県立高校においてもキャリアサポートス

タッフであるとか、他部局との連携等によって、

県内就職率も徐々に高まってきているという状

況にございます。

特に高校におきましては、地区を超えて通学

をしている生徒もたくさんおりますので、どの

地区の高校生がどの地区の企業に内定したかと
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いうところまでは集計はしておりませんが、各

地域の就職者数というのは把握をしているとこ

ろでございますし、どの業種に就職しているか

というところも集計をしているところでござい

ます。

振興局との連携ということにつきましては、

各振興局に県内就職対策等の会議等が開催され

ておりますので、高校教育課の職員もそこに参

加したりでありますとか、また、各学校におい

て、振興局と情報共有するなどの取組は行って

おります。

【坂本委員】分かりました。そしたら、もう少

しやっぱり丁寧な分析が必要だと思います。も

ちろん地域を越えて通学しているというのはあ

ろうかというふうに思いますけれども、やはり

県内就職というと、その子どもが通っている学

校の地域、それから住んでいる地域ですね、い

ろいろあるというふうに思うんですけれども、

例えば県南の方から県北の方に例えば就職した

となった場合には、やはり住むところ問題だと

か、そういったのもありますし、県北振興局は

県北振興局で、様々な形で取組を進めていると

いうことをもう一回、会派で視察に行ったとき

に伺いましたので、ぜひそういった連携を進め

ていただきたいと思います。

特にこの人口減少問題は、特に社会減の問題

については、長崎県の非常に主要な課題であり

ますので、ぜひ今後の取組を期待したいと思い

ますし、もうちょっと詳しい内容について、ま

た個別にお伺いさせていただきたいと思います。

以上です。

【中村(泰)委員長】ご質問ございませんでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】委員長を交代します。

【中村(泰)委員長】関係議案説明資料の追加1に

ついてお尋ねいたします。

テストの未返却があったということで、長崎

新聞さんが記事にされていますけれども、記事

を読むと6月18日の記事ですが、県教委において

未返却だったのは、1年間で実施すべきだった4

教科、国語、算数、理科、社会のテスト計68種

類のうち、6月から3月の50種類が未返却だった。

26が実施後、未採点、22は採点済みで未返却、

2は未実施だった。保護者の指摘で3月末に発覚

し、長崎新聞さんが報じていたという記事でご

ざいます。

そこで、県が再発防止に向けて管理職が教育

課程の進み具合を把握することを再発防止とい

うことで言われていますけれども、そもそも教

育課程の進み具合を具体的にどのように把握さ

れていたのかお尋ねいたします。

【熊本義務教育課人事管理監】教育課程での進

捗状況につきましては、各学校において教員が

授業の計画案、一般的に週案と呼ばれるもので

すが、それを作成をいたします。それを定期的

に管理職の方に提出をしまして、それによって

授業の進捗状況を把握をしております。

以上でございます。

【中村(泰)委員長】一般的にそのようにされて

いたということですけれども、今回、６８種類

のうち５０種類が未返却だったということで、

本当にこんなことあっていいのかなという事例

で、なぜこれがずっと放置されていたのか、あ

り得ないと思います。

今、多くの先生方がしっかり対応されている

ことというのは十分私も思っていますし、しか

しながら、こういうことがあったと。今、ご答

弁いただいたような、そういう体制でやってい

るものの、やっぱり起きたわけです。
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具体的事例を見ながら、何が問題だったのか

というふうに把握はされておられるとは思いま

すけれども、もう少し踏み込んで、何が駄目だ

ったのか、ご答弁をいただけないでしょうか。

【熊本義務教育課人事管理監】先ほど例えば、

その教育課程の管理の中で、授業の進捗状況の

確認はしているということをお話をさせていた

だきましたが、例えば、今ご指摘あったように、

テストの実施状況ですね、そういったところの

一歩踏み込んだところまでの詳しい把握が、そ

の学校ではなされてなかったんじゃないかとい

うのを聞いております。

要するに授業をしただけではなくて、授業を

して、その結果、成績を処理するところの一連

の流れまで、詳しく管理職員が把握をすべきで

あったというふうに捉えております。

【中村(泰)委員長】多分、管理職が把握してな

いからこんなことになっているんですけれども、

この先生が物すごく、非常に気持ち的にも落ち

ていたというのは、それは十分分かるんですけ

ど、ただ、管理職がいながら、こんなことがあ

ったと、それも管理職の体をなしていないわけ

で、それぞれ先生方は大変な状況でやっている

のは分かるんですけれども、いや、それで今の

ようなご答弁であれば、一般的な話にしか終始

しないですし、県教委として、そもそもこうい

ったことが起こらないように、どのような指導

というか、管理をしていたのかお尋ねします。

【熊本義務教育課人事管理監】一般的な教育課

程の管理等につきましては、先ほど申し上げま

したような事業計画案による進捗状況の確認と

合わせまして、やはり毎学期ごとに、例えば成

績等を付けるわけですので、その過程等におい

て、例えば学年主任であったり、教務主任であ

ったり、複数の上で確認をするように進めてき

たところでございます。

一方で、今回、管理職員の把握が不十分であ

ったということにも一部起因をしていると考え

ておりますので、当該校の校長につきましては、

管理監督責任を問いまして、懲戒処分、戒告と

させていただいたところでございます。

【中村(泰)委員長】そういうことじゃなくて、

いやこれまた起きるんだろうなというふうにし

か取れないんですね。

子どもたちは3年生、一生懸命勉強して、テス

トでいい点数を取ろうと思って頑張った子も多

分いるんだと思うんですよね。テストってやっ

ぱり先生と子どもの会話であって、先生方は本

来、教育をして、そのテストを受けて、それが

フィードバックして、その子が今分かっている

かどうかって、これ、何でしょう、子どもたち

の教育の現状を把握する上での最も根幹となる

部分なんですよね。これが68のうち50個を返し

てないって、何を見て子どもと向き合っていた

のか。この先生、申し訳ない、お辛かったと思

うんですけど、やっぱり周りがこれを支えれな

かったことは、これはやっぱり教育委員会とし

ても重く受け止めるべきだと思うんですね。

なかなかちょっといただきたいご答弁がもら

えてないんですけれども、とにかく再発防止に

向けて、具体的に何をすべきなのか。こういっ

た事例があったときに、6月から3月まで気づか

なかったということで、この該当の先生がうそ

の報告をしてたのかどうなのか、そういったこ

とも含めて、改めて対策についてお尋ねをいた

します。

【熊本義務教育課人事管理監】本事案を受けま

して、各学校に対して幾つか指導させていただ

いているんですけれども、まずもってやはり管

理職員がしっかりと自校の教職員の状況を十分
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に把握すること、それと同時に、例えばその教

員が何らかその授業を遅れているとか、テスト

が未実施であるとか、そういった悩みであった

りとか、不安であったりとか、そういったもの

を抱えている場合については、同僚もしくは上

司に相談がしやすいような、そういった環境を

つくっていただきたいと、そういった旨を通知

をしているところでございます。

【中村(泰)委員長】最後にしますが、それはも

う当然なんですよね。例えば4クラスあった、3

クラスあったって、多分、毎回はしないと思う

んですけど、定期的に今、平均点が何点だとか

そんなことやっているんだと思うんですよね。

やるべきことをやっていたら、これ絶対その周

囲が、テストやってんのっていうか、フォロー

できたと思うんですよ。

なので具体的に何を求めるのか、そういった

ことまで踏み込んで、こういったことをやって

くださいとか、もちろんその先生方のご負担に

はなっちゃいけないんですけど、そこまで含め

て各学校に指示をしているんですか。

【熊本義務教育課人事管理監】冒頭に委員がお

っしゃったとおり、授業とか、またテストとい

うのは、本当に教育の根幹をなす中核になる活

動であると捉えております。改めて、市町教育

委員会を通しまして、大事な重要性を認識させ

るとともに、その業務を遂行するに当たっては、

まずもって適正に、今おっしゃられた本当に当

たり前のことを当たり前に行うということをベ

ースに、再度、指導を徹底してまいりたいと思

います。

【中村(泰)委員長】いやもう全然答弁というか、

具体的にその数字の管理をするとか、子どもた

ちを数字で評価するのは、いい悪いとあるんで

すけど、何をすれば、こういったことが起きな

いようになるのか、今のご答弁だったら、本当

にこれ再発防止になっていると私は思えないの

で、そこは改めてというふうにおっしゃってい

ただいたんで、具体的に何をやっていただける

のかを改めて検討いただいて、あとお知らせい

ただければと思います。

以上です。

【虎島副委員長】委員長を代わります。

【中村(泰)委員長】ほかにございませんでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】ほかに質問がないようです

ので、教育委員会関係の審査結果について整理

したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１７分 休憩 ―

― 午後 ２時１７分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、教育委員会関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10

時から委員会を再開し、こども政策局を含む福

祉保健部関係の審査を行います。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ２時１７分 散会 ―



第 ３ 日 目



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日）

- 68 -

１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年７月１日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ３時０７分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

中村 泰輔 委員長（分科会長）

虎島 泰洋 副委員長（副会長）

中山  功 委 員

溝口芙美雄 〃

前田 哲也 〃

中島 浩介 〃

松本 洋介 〃

近藤 智昭 〃

坂本  浩 〃

本多 泰邦 〃

山村 健志 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

新田 惇一 福祉 保健部 長

岩崎 次人 福祉保健部次長

尾﨑 正英 福祉保健部次長

川村 喜実 福祉 保健課 長

西村 武士
福祉保健課企画監
（地域福祉・計画担当）

長谷川麻衣子 地域保健推進課長

松尾 実 監査 指導課 長

猪股慎太郎 医療 政策課 長

坂本 敬作 医療人材対策室長

桑原 一馬 薬務 行政室 長

江口  信 国保・健康増進課長

鶴田小百合
国保・健康増進課企画監
（健康づくり担当）

中村 直輝 長寿 社会課 長

山田  薫
長寿社会課企画監
（地域包括ケア担当）

里  隆介 障害 福祉課 長

町田 裕央
障害福祉課企画監
（精神保健福祉担当）

庄崎 鉄也 原爆被爆者援護課長

浦  亮治 こども政策局長

黒島 孝子 こども未来課長

村﨑 佳代
こども未来課企画監
（幼児教育・保育担当）

大内田基教
こども未来課企画監
（こども施策連携担当）

鴨川  司 こども家庭課長

６、審査の経過次のとおり

― 午前９時５８分 開議 ―

【中村(泰)委員長】委員会及び分科会を再開い

たします。

これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。

【新田福祉保健部長】本日どうぞよろしくお願

い申し上げます。

審査に入ります前に、5月の政府政策要望項目

審査に出席しておりませんでした福祉保健部の

新任幹部職員を紹介させていただきたいと存じ

ます。

〔新任幹部職員紹介〕



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日）

- 69 -

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【浦こども政策局長】5月の政府政策要望項目審

査に出席をしていませんでした、こども政策局

の新任幹部職員を紹介させていただきます。

〔新任幹部職員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いします。

【中村(泰)委員長】それでは、これより審査に

入ります。

【中村(泰)分科会長】まず、分科会による審査

を行います。

予算議案及び予算に関わる報告議案を議題と

いたします。

福祉保健部長より、予算議案及び報告議案の

説明を求めます。

【新田福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に

ついて、ご説明をさせていただきます。

初めに、「予算決算委員会文教厚生分科会関

係議案説明資料（追加1）」、福祉保健部の2ペ

ージをご覧ください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第86号議案「令和

７年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第1号 知事専決事項報告「令

和６年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」

のうち関係部分、報告第12号 知事専決事項報

告「令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補

正予算（第2号）」の4件でございます。

続きまして、「予算決算委員会文教厚生分科

会関係議案説明資料」福祉保健部の2ページ中段

をご覧ください。

初めに、第68号議案「令和7年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち関係部分について

ご説明いたします。

歳入予算は、福祉保健部合計で27億2,586万

8,000円の増、歳出予算は、福祉保健部合計で27

億3,156万8,000円の増となっております。

なお、各項目につきましては記載のとおりで

あります。

次に、補正予算の内容についてご説明いたし

ます。

病床数適正化支援事業費について。

医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正

化を進める医療機関への支援に要する経費とい

たしまして、12億8,219万3,000円の増を計上い

たしております。

施設整備促進支援事業費について。

現下の物価高騰を含む経営状況の変化により、

施設整備等が困難となった医療機関等への支援

に要する経費として、1億3,180万3,000円の増を

計上いたしております。

産科・小児科医療確保事業費について。

特に分娩取扱施設が少ない地域等における分

娩取扱の維持のための取組や地域の小児医療の

拠点となる施設に対して、急激な患者数の減少

等を踏まえた支援に要する経費として、1億983

万7,000円の増を計上いたしております。

生産性向上・職場環境整備等支援事業費につ

いて。

医療に従事する人材の確保・定着を図るため、

限られた人員でより効率的に業務を行う環境の

整備に対応するための支援に要する経費として、

11億8,872万8,000円の増を計上いたしておりま

す。

災害時歯科保健医療提供体制整備事業費につ

いて。

災害時における歯科医療または口腔管理等の

歯科保健医療活動の実施に必要な資機材の整備
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の支援に要する経費として、1,900万7,000円の

増を計上いたしております。

続きまして、「予算決算委員会文教厚生分科

会関係議案説明資料（追加1）」福祉保健部の2

ページ中段をご覧ください。

次に、第86号議案「令和7年度長崎県一般会計

補正予算（第3号）」のうち関係部分について、

ご説明いたします。

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

を活用した物価高騰対策について、必要な予算

を追加しようとするものであります。

歳出予算は、福祉保健部合計で10億7,855万円

の増となっております。

なお、各科目につきましては記載のとおりで

あります。

次に、補正予算の内容について、ご説明いた

します。

医療機関、介護施設等における物価高騰への

支援について。

エネルギー等の物価高騰の影響による負担軽

減を図るため、利用者への価格転嫁が困難な施

設を運営する事業者に対し、電気代等高騰分の

支援を実施してまいります。

１ 医療機関等への支援に要する経費として、

4億8,463万2,000円の増。

２ 介護サービス施設等への支援に要する経

費として、4億3,911万5,000円の増。

３ 障害福祉サービス施設等への支援に要す

る経費として、1億5,480万3,000円の増を計上い

たしております。

続きまして、「予算決算委員会文教厚生分科

会関係議案説明資料」福祉保健部の4ページ中段

をご覧ください。

報告第1号 知事専決事項報告「令和6年度長

崎県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係

部分につきましては、さきの2月定例会の予算決

算委員会において、専決処分により措置するこ

とについて、あらかじめご了承をいただき、令

和6年度予算の補正を令和7年3月31日付で専決

処分させていただいたものであり、関係部分に

ついて、その概要をご説明いたします。

歳入予算は、福祉保健部合計で7億8,055万

8,000円の減、歳出予算は福祉保健部合計で19億

8,228万円の減となっております。

各項目につきましては、4ページから5ページ

に記載のとおりであります。

歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定

による国庫支出金の減であります。歳出予算の

主なものは、指定難病対策費の実績減による公

衆衛生費の減であります。

次に、報告第12号 知事専決事項報告「令和

6年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第

2号）」について、ご説明いたします。

歳入予算、歳出予算ともに45億1,361万9,000

円の減となっております。

これは、保険給付費等交付金の実績減等によ

るものであります。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【中村(泰)分科会長】次に、こども政策局長よ

り予算議案及び報告議案の説明を求めます。

【浦こども政策局長】こども政策局関係の議案

について、ご説明いたします。

まず、「予算決算委員会文教厚生分科会関係

議案説明資料（追加1）」の方のこども政策局の

2ページをご覧ください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第86号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分、報告第1号 知
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事専決事項報告「令和6年度長崎県一般会計補正

予算（第10号）」のうち関係部分、報告第2号 知

事専決事項報告「令和６年度長崎県母子父子寡

婦福祉資金特別会計補正予算（第2号）」の3件

でございます。

初めに、第86号議案「令和７年度長崎県一般

会計補正予算（第3号）」のうち関係部分につい

て、ご説明をいたします。

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

を活用しました物価高騰対策について、必要な

予算を追加しようとするものであります。

歳出予算は、合計で966万6,000円の増となっ

ております。

補正予算の内容について、ご説明いたします。

児童福祉施設等における物価高騰への支援に

ついて。

エネルギー等の物価高騰の影響を受けている

事業者の負担軽減を図るため、利用者への価格

転嫁が困難な児童福祉施設等に対し、電気代等

の支援を実施してまいります。

1 私立幼稚園、認可外保育施設への支援に要

する経費として、62万7,000円の増。

2 児童養護施設等への支援に要する経費と

して、903万9,000円の増。

を計上いたしております。

続きまして、当初版になります「予算決算委

員会文教厚生分科会関係議案説明資料」2ページ

中段をご覧ください。

報告第1号 知事専決事項報告「令和6年度長

崎一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分につきましては、さきの2月定例県議会の予算

決算委員会におきまして、専決処分により措置

することについて、あらかじめご了承いただき、

令和6年度予算の補正を3月31日付で専決処分さ

せていただいたもので、関係部分について、そ

の概要をご説明いたします。

歳入予算は、合計で1億6,989万8,000円の減、

歳出予算は、合計で5億4,313万7,000円の減とな

っており、各科目につきましては、2ページから

3ページに記載のとおりでございます。

歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定

による国庫支出金の減でございます。

また、歳出予算の主なものは、子どものため

の教育・保育給付事業費の実績減等による児童

福祉費の減であります。

3ページ下段をご覧ください。

報告第2号 知事専決事項報告「令和6年度長

崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算

（第2号）」について、ご説明いたします。

歳入予算、歳出予算ともに1,809万3,000円の

減となっております。

こちらは、母子父子寡婦福祉資金貸付実績の

減によるものでございます。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願いいたします。

【中村(泰)分科会長】次に、医療政策課長より

補足説明を求めます。

【猪股医療政策課長】第68号議案「令和７年度

長崎県一般会計補正予算（第2号）」につきまし

て、説明させていただきます。

補足説明資料の2ページをご覧ください。

この2ページから5ページにつきましては、人

口減少や物価高騰などの影響による医療機関の

経営状況の急変に対応するため、国において緊

急的に創設された補助制度を活用した事業にな

ります。

まず、2ページの病床数適正化支援事業費です

が、効率的な医療提供体制の確保を図るため、

病床数の適正化を進める医療機関に対して支援
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を行うもので、補正予算額12億8,219万3,000円

を計上しております。

事業内容は、令和6年12月17日から令和7年9月

30日までに病床数の削減を行う医療機関に対し、

削減病床1床当たり410万4,000円の支援を行う

もので、全額国庫負担となっております。

なお、対象施設ですが、記載しております33

施設210床、これは国の1回目内示で示された病

床数ですが、先週末に2回目の内示が示されて、

93床分が追加されて補助対象となっております。

次に、3ページをご覧ください。

施設整備促進支援事業費ですが、物価高騰な

どの影響で施設整備等が困難となっている医療

機関等に対し、建築資材高騰分の経費を支援す

るもので、補正予算額1億3,180万3,000円を計上

しております。

事業内容は記載のとおりでございまして、令

和6年度中に契約を締結し、令和8年3月31日まで

に工事に着手している医療機関9施設を支援対

象としており、全額国庫負担となっております。

次に、4ページをご覧ください。

こちらは、急激に分娩数や患者数が減少して

いる医療機関の支援になりまして、補正予算額

1億983万7,000円を計上しております。

まず、（1）分娩取扱施設・小児医療施設支援

事業ですが、令和5年度の分娩数や患者数が平成

29年度から令和元年度の3年間平均より減少し

ている分娩取扱施設24施設、小児医療施設2施設

を支援対象としており、全額国庫負担となって

おります。

次に、（2）地域連携周産期支援事業（分娩取

扱施設）ですが、特に分娩取扱施設が少なく、

当面、集約化が困難な地域に所在する施設に対

して、分娩取扱いを継続するための費用を補助

するもので、医療機関1施設が支援対象で国と県

で2分の1ずつの負担となっております。

次の（3）地域連携周産期支援事業（産科施設）

ですが、分娩を取り扱っていない、または継続

困難な産科施設が、妊婦健診等を担って診療を

継続し、ほかの産科施設の負担を軽減する際に

設備整備の支援を行うもので、医療機関2施設を

支援対象としており、国の2分の1負担となって

おります。

次に、5ページをご覧ください。

生産性向上・職場環境整備等支援事業費です

が、医療従事者の確保・定着を図るため、業務

効率化や職場環境の改善など、職員の処遇改善

につながる取組を支援するもので、補正予算額

11億8,872万8,000円を計上しております。

事業内容ですが、令和7年3月31日時点で医療

従事者の賃金改善を目的として、ベースアップ

評価料を届け出ている医療機関で、ICT機器の導

入やタスクシフトによる業務効率化などに取り

組んでいる医療機関など1,100施設を支援対象

としており、全額国庫負担となっております。

以上が、国の補助制度を活用した医療機関支

援制度になりまして、最後に6ページをご覧くだ

さい。

こちらは、災害時の歯科医療や口腔管理等の

歯科保健医療活動の実施に必要な器具・器材の

整備にかかる費用を支援するもので、補正予算

額1,900万7,000円を計上しております。

事業内容は記載のとおりでございまして、長

崎県歯科医師会を支援対象としており、全額国

庫負担となっております。

以上までが第68号議案の説明でしたが、続き

まして、第86号議案「令和７年度長崎県一般会

計補正予算（第3号）」のうち医療政策課所管分

について、資料に基づいて説明させていただき

ます。
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資料の2ページをご覧ください。

医療機関等物価高騰緊急支援事業費ですが、

国の重点支援地方交付金を活用して、物価高騰

の影響を受けている医療機関等に対して、エネ

ルギー価格及び食材料費高騰分の支援を行うも

ので、補正予算額4億8,463万2,000円を計上して

おります。

対象及び支援内容は記載のとおりでございま

して、病院、診療所、薬局など4,222施設を支援

対象としております。

単価の根拠につきましては、エネルギーの利

用実態等を踏まえ、物価高騰による年間影響額

のおおむね8分の1に相当する額としております。

以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。

【中村(泰)分科会長】次に、長寿社会課長より

補足説明を求めます。

【中村長寿社会課長】同じく物価高騰関係の補

足説明をさせていただきます。

資料はその右側3ページでございます。

今回、長寿社会課において介護サービス施設

等に対して、それから障害福祉課において障害

福祉サービス施設等に対して物価高騰の支援を

行うものでございます。

それぞれの補正予算額は記載のとおりでござ

います。

今回、単価の考え方につきましては、2の（2）

に単価を記載しておりますけれども、それから

（3）に単価の根拠に記載のとおり、基本的には

医療政策課の先ほどの説明と同様、今回の物価

高騰の影響を含めた形で計算をし、重点支援交

付金の額を勘案しまして、県の支援は8分の1で

統一というところでございます。

以上、ご審議賜りますようお願いいたします。

【中村(泰)分科会長】次に、こども未来課長よ

り補足説明を求めます。

【黒島こども未来課長】同じく第86号議案「令

和７年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」の

うち、こども未来課分について、お配りしてお

ります補足説明資料に基づいてご説明させてい

ただきます。

「予算決算委員会文教厚生分科会補足説明資

料【６月補正（追加）】」の2ページをご覧くだ

さい。

先ほど説明がありました医療分野や介護サー

ビス分野と同じく、物価高騰の影響を受けてい

る認可外保育施設、私学助成幼稚園の負担軽減

を図るため、エネルギー価格の高騰分への一部

支援を行うものでございます。

対象施設につきましては、これまでの支援と

同様に、県の所管である認可外保育施設、私学

助成幼稚園を支援の対象としております。

事業内容につきましては、記載のとおり認可

外保育施設は電気代の高騰分を、私学助成幼稚

園は電気代とガソリン代の高騰分を支援対象と

しており、対象施設及び補正額につきましては、

認可外保育施設で46施設、23万8,000円、私学助

成幼稚園で7施設、38万9,000円となっておりま

す。

なお、単価の根拠につきましては、各施設の

年間影響額のおおむね8分の1に相当する額とし

ており、国の電気・ガス代の支援状況も踏まえ

まして、今回、経済対策補正における医療・介

護・保育施設、学校施設、公衆浴場等の物価高

騰の影響に対する県の支援は8分の1で統一して

おります。

以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。
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【中村(泰)分科会長】次に、こども家庭課長よ

り補足説明を求めます。

【鴨川こども家庭課長】同じくお開きの3ページ、

第86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第3号）」のうち、こども家庭課所管の補正予

算について、ご説明いたします。

児童措置費について、国の総合経済対策への

対応として、重点支援交付金を活用し、エネル

ギー価格や食料費高騰の影響を受けている児童

養護施設等に対し、高騰の一部を支援するため

の経費として903万9,000円を計上いたしており

ます。

具体的には、2の事業内容（1）に記載してお

ります施設に対し、施設種別で年間の影響額を

おおむね8分の1に相当する額を定額で支給した

いと考えております。

以上をもちまして補足説明を終わります。よ

ろしくご審議を賜りますようお願いいたします。

【中村(泰)分科会長】以上で説明が終わりまし

たので、これより予算議案及び報告議案に対す

る質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】先ほど説明がありました補足説明

の福祉保健部の4ページ、産科・小児科医療確保

事業費について、質問させていただきます。

分娩施設がやはり県内でどんどん減っており

まして、私の地元の大村でも、もう中核病院を

除いて1か所しかないということで、少子化をさ

らに厳しくさせるような大変厳しい状況であら

れると思います。

そういった中で、今回補正予算で計上された

ということですが、その4ページの説明資料のと

ころで分娩取扱施設24施設というふうになって

おりますが、これは県内全体の中のどれくらい

の施設が対象になってるのか、お尋ねいたしま

す。

【猪股医療政策課長】この制度は、令和6年度に

分娩を取り扱ってる施設がまず対象になりまし

て、そのときの県全体の施設は36施設ございま

して、今回この補助事業の対象になったのが、

記載しております24施設となったところでござ

います。

【松本委員】全体が36あってその中の24という

ことで、12施設は補助の対象外となっています

が、その理由はなぜですか。

【猪股医療政策課長】この取扱いは国の補助要

綱に基づいたものでございまして、国の方で示

されておりますのが、令和5年度における分娩数

が、平成29年度から令和元年度の平均よりも上

回っている施設は対象外となっております。こ

の上回ってる施設がまず6施設ございまして、ほ

かに、ほかの補助制度、例えば周産期母子医療

センターの運営費補助とか、そういったほかの

補助をもらっているところも対象外になりまし

て、そこが5施設ございます。そしてまた、令和

7年度に廃止となる施設、こちらも対象外になり

まして、こちらが1施設ございまして、合計で12

施設が今回の補助事業の対象外となっていると

ころでございます。

【松本委員】分かりました。

分娩が減ってるところを、まず優先的にとい

うことは理解しました。

1施設250万円の給付金ということですが、こ

ちらに対しての給付金の使途は定まっているの

かお尋ねいたします。

【猪股医療政策課長】この事業の目的ですけど

も、人口減少とか物価高騰の影響によって経営

状況が急変している状況におきまして、分娩取

扱機能の維持に向けて取り組んでいる医療機関

を支援するために補助する制度でございまして、
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その分娩取扱いに係る人件費とか材料費、そし

て設備整備などの運営費全般が対象となってお

ります。

【松本委員】物価高で分娩に関しても、妊婦さ

んたちが払う部分よりもコストの方がやはり上

がっているという状況も聞いておりますし、分

娩数が減っておれば、おのずと売上げも下がる

わけでありまして、この給付金を活用して何と

か維持をしていただきたいと思います。

次に、こども未来課の予算の横長資料の15ペ

ージ、減額予算について説明をいただきたいと

思います。

15ページの保育士人材確保対策事業費が減額

が3,674万になっています。こちらについてお尋

ねいたします。

【村﨑こども未来課企画監】保育士人材確保等

事業費歳出予算の減の理由について、お答えい

たします。

主な内容は、修学資金貸付事業の国からの貸

付原資を受け入れまして貸付けを実施している

県社協へ支出するための金額を2億1,000万円ほ

ど見込んで予算を計上しておりましたところ、

交付額が示されたのが3月末であったため、その

差額分の3,645万円を専決補正により減額させ

ていただいたものになっております。

以上です。

【松本委員】保育士が今、足りない、不足して

いるという状況の中で、この貸付けというのは

5年間勤めれば返さなくていいという大変有利

な制度であって、以前からも保育協会からも要

望を受けておりますが、減額ということに対し

て、ちょっと残念なんですけど、聞くところに

よると、最近、貸付件数が減少しているという

ふうに聞いているんですが、その状況について

お尋ねします。

【村﨑こども未来課企画監】昨年度の貸付申請

件数と決定件数について申し上げます。

昨年度は96件の貸付申請がございまして、72

件を決定しております。その1年前、一昨年度、

令和5年度は94件の貸付申請があり82件を決定

しております。

この貸付不可となったものについてですが、

理由としては、ほとんどが貸付けの要件をオー

バーする世帯であり、ここ数年、要件を満たす

申請者全てに貸付決定ができているような状況

になっております。

なお、過去の貸付申請者数については、約5年

前の令和元年度には135件の貸付申請があり、そ

の1年前、平成30年度は187件、平成29年度には

186件の申請がございましたので、委員ご指摘の

とおり、最近、減少傾向にあります。

以上です。

【松本委員】先ほど答弁の中で、一番多いとき

で186件の申請が、昨年度96件に、半分近くにな

っているということですが、こういった状況、

せっかく制度があるんですけれども、減ってい

る理由・原因について、どう分析していらっし

ゃいますか。

【村﨑こども未来課企画監】令和2年4月から高

等教育の無償化、修学支援新制度が始まったこ

とによりまして、学生さんがより有利な給付型

の奨学金や授業料の免除、こちらの方が受けら

れることが可能になってまいりましたので、そ

ちらを選択するようになったことが修学資金貸

付申請者の減の一つの要因であると考えており

ます。

以上です。

【松本委員】1つ確認したいんですけど、この貸

付原資の受入れを先ほど最初に2億1,000万円予

算計上していたということで、これは国から頂
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く分ですよね。これ、使えなかった分はやっぱ

り返還していくんでしょうか、お尋ねします。

【村﨑こども未来課企画監】現状は毎年使わな

かった分を毎年精算していくというルールでは

なく、今のところ使わなかったものは、翌年の

次の貸付けの原資に回すという方法で使用して

おりますが、国の現在の残高は定期的に国にも

報告はしておりますので、引上げというのがあ

るかもしれません。現状では定期的に毎年返す

ようなルールではありません。

【松本委員】ということであれば、ずっと基金

ではないですけど、たまっていっているという

ことですよね、使わなければ。

ということは、原資が一定確保できるという

状況であるから、やはりこれは保育士の確保に

有効な施策ですから、やはり募集が減っている

というのであれば、募集方法を工夫したり要件

を緩和するなどの対策が必要だと思いますが、

どういうお考えでしょうか。

【村﨑こども未来課企画監】修学資金貸付は、

県内に就職していただいて5年間勤務を継続し

ていただければ返済が免除になる制度でござい

ます。県内の就職と定着に一定効果がある施策

であると考えますので、保育士を目指す、より

多くの方に利用していただけるよう、今年度2つ

の新たな取組を始めることとしております。

1つ目は、経済的な問題で保育士養成校への進

学を諦めることがないよう、養成校入学前の高

校生への貸付予約制度を開始しております。

もう一つ目は、修学資金貸付は、通常、入学

準備金20万円、それから月々の5万円を上限とし

た学費の支援、そして就職時に準備金として20

万円の貸付けがセットで受けられる制度となっ

ておりますが、総額で最大借りると160万円にも

なる貸付けを受けてしまうと、もし返還するこ

とになった場合の負担を考えて、躊躇している

学生もいらっしゃるとも聞いておりますので、

そうした学生さんたちも、より利用しやすいよ

う、ちょうど国の制度の改正がありましたもの

で、就職準備金の20万円のみの貸付けを開始す

ることとしております。

このほか、家計の要件に関しましても、国の

制度の範囲内で緩和することについて、まずは

他県の状況を確認するなどし、今後研究してま

いりたいと考えているところです。

以上です。

【松本委員】やはり保育士の資格は国家資格で

もありますし、やはり5年間の定着率を上げると

いう、どちらにとってもプラスの施策だと思う

んです。

やっぱりこれは大事なのは、周知をどこまで

広げられるかということと、今出た新しい制度、

それがどこまで知られているか、そういったや

っぱり要件の緩和についても現場の声を聞いて、

せっかく予算があるのに余っているということ

自体が、やはりもったいないですし、保育園の

話ではやっぱり足りないと、保育士が本当に足

りないということですので、ぜひ前向きに検討

いただきたいと思います。

次に、横長資料の14ページの市町少子化対策

促進事業費の減額の3,674万円について、お尋ね

いたします。

【黒島こども未来課長】横長資料14ページの市

町少子化対策促進事業費につきましては、県内

各市町において国の交付金を活用した少子化対

策の取組を支援する事業でございます。

市町への支給は県を通じて行う制度となって

おりますので、国から市町への交付金の全額を

一旦県で受け入れまして、市町へ補助金として

支出しているというものでございます。
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専決額として3,674万8,000円の減としており

ますが、主なものは、市町が実施しております

結婚新生活支援事業、これは新婚夫婦に対して

家賃や引っ越し費用などの補助をするものです

けれども、その実績減が2,745万5,000円の減が

ございました。

そのほか気運醸成事業や結婚支援の窓口など

を設けていただく地域結婚支援重点推進事業費

等の実績減が合計で929万3,000円減がございま

したので、合計で3,674万8,000円の減を計上し

ております。

【松本委員】結婚新生活支援事業ということで

今説明がありましたが、要するに、新婚世帯に

対して新居の家賃や転居費用を補助するという

ことで理解しましたが、どれくらいの金額を、

制限もあるんだと思うんですけれども、対象世

帯や対象経費、金額についてお尋ねいたします。

【黒島こども未来課長】結婚新生活支援事業は、

結婚に伴う経済的な負担を軽減するために、新

婚世帯に対して、ご指摘のとおり新居の家賃、

あるいは転居費用など結婚後の新生活に伴う費

用の支援を行う事業でございます。

対象経費は、婚姻に伴う住宅の取得費用やリ

フォーム費用、あるいは住宅の賃借費用、それ

から引っ越しの費用となっております。

金額は、年齢制限がございまして、夫婦とも

に39歳までの方には30万円となっておりますが、

そのうちでも特に29歳以下、夫婦ともにこの年

齢以下であれば60万円ということで国が支援メ

ニューを組んでおります。

これに市町によって、独自に少し低くしたり

高くしたり、財政状況によって実施している状

況でございます。

【松本委員】非常に、結婚しないともちろん、

同棲だと駄目なわけであって、経済的な理由で

結婚ができないというお話も伺う中で、やっぱ

りこれは一つの呼び水になるのかなと。年齢制

限はありますけれども、29歳以下は60万円、39

歳以下は30万円ということで、非常に効果的だ

と、国費も入ってますし。

これはあくまでも市町の手挙げになるもので

すから、県はあくまでも取りまとめということ

ですが、どのくらいの市町で活用されているの

か、お尋ねいたします。

【黒島こども未来課長】市町においては、令和

6年度は13市町が活用しております。

先ほど申し上げましたけれども、国が規定す

る条件として、補足ですが世帯の所得要件もご

ざいまして、500万円未満の世帯となっておりま

すが、その範囲内で金額は市町負担で上乗せ等

も可能ですので、地域の実情に応じて活用いた

だいているというところです。

【松本委員】13市町ということで、やっぱり人

口減少の状況の中で結婚の世帯を増やしていく

ということは、もちろん新居を構えることで経

済的な波及効果もあるわけですが、ちょっと伺

ったら、活用状況にかなり差があるということ

で、交付額決定額に対しての実績ベースで見る

と、正直ゼロのところもあったり、満額使って

いるところもあったり、そこの差がかなり、そ

れは市町の状況にもよると思いますが、そうい

うところが実にもったいないなと思うんですが、

やはり市町に活用促進する必要も、県の役割と

してあると思いますが、この事業も何年も続い

ているようですけれども、今後の取組について

お尋ねいたします。

【黒島こども未来課長】委員ご指摘のように、

この事業につきましては、結婚を後押しする効

果があるものと思いますし、市町によっては移

住対策などと組み合わせることで、非常に有効
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な事業として活用いただいております。

一方で、市町によりましては、短期間、単発

の経済支援では、若者の経済的不安が根本的に

解消するわけではないというお考えのところも

ございますし、また、特に人口規模の大きな市

町では、どうしても市町の負担もあるものです

から、財政負担が大きいということで二の足を

踏まれているというようなところのお話を聞い

ております。

ただ、県としましては、このメニューも含め

まして、市町の少子化対策の非常に有効な手段

だと考えておりますので、好事例といいますか、

ほかの市町での活用状況を横展開のために普及

するですとか、あるいは申請事務への助言を行

うなどして結婚支援に取り組むよう、制度の推

進をしてまいりたいと考えております。

【松本委員】活用している市町が過疎地域、離

島・半島が多いというのも特徴でありますし、

人口減少対策、移住対策にもなりますし、国の

交付金でございますので、そこの成果等もやは

り確認しながら、ぜひ今後も促進に進めていた

だきたいと思います。

以上です。

【中村(泰)分科会長】ほかにご質問ございませ

んか。

【中島委員】関連なんですけれども、分娩取扱

施設・小児科医療施設支援事業、新規事業とい

うことで今回の補正予算に計上されております

けども、分娩数や患者数が令和5年度に減少して

いる施設ということでございます。

もう既に、雲仙市においては分娩施設がゼロ、

南島原市においては小児科が閉院されたという

状況の中で、今後ますます患者数が減っていく

状況だと考えておりまして、今回の支援におい

て、一定この経営におけるマイナスというか、

その辺なんかを改善できるようになるんじゃな

いかというのを期待しているんですけれども、

今後ますます減っていく中で、今回この支援が

一時的なものなのか、また今後、人数が減って

いく中で、国としては新たな後々の支援を行っ

ていただけるのか、その辺はどういう状況でし

ょうか。

【猪股医療政策課長】委員おっしゃるとおり、

今回の支援というのは一時的な緊急的な対応で

すけども、この分娩数の減少、これは本県に限

らず全国的な状況でありまして、国の方では、

この分娩が減少する中で、医療機関、医療提供

体制をどう守っていくか、そこら辺を検討され

ているとお伺いしております。

なので、今後どういった形で、この制度を維

持するに当たって、国がいろんな支援を検討す

るか、まだちょっと具体的なところは分かりま

せんけども、そこは何らかの形で、この分娩数

が減る中での産科医療提供体制の確保に向けて、

何かの取組がなされるものと思っております。

【中島委員】医師会の方でも、統計見ると県内

のお医者さんの高齢化も進んでいる中で、非常

に個人の開業医というのが維持が難しい。そし

て、新たに病院を開業する先生もなかなか難し

いんじゃないかという状況の中ですので、既存

のこういった施設をぜひ維持していくためには、

やはり国に対して、こういった減少の状況でご

ざいますと報告していただいた上で、こういっ

た定期的じゃないですけども、さらなるこうい

う支援のお願いを、ぜひ国に対して行っていた

だくように要望しまして、終わらせていただき

ます。

【中村(泰)分科会長】ほかにご質問ございませ

んか。

【中山委員】生産性向上・職場環境整備等支援



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日）

- 79 -

事業費、12億円で結構大きな金額でありますけ

れども、医療従事者の人材の確保・定着という

のは、非常に大切なことだというふうに考えて

おりますけれども、そういう中で業務の生産性

を上げて職員の処遇改善を図っていこうという

ことは、ごく、自然な流れだと考えております

が、そこで今回の事業の中で、ベースアップ評

価料を届け出ているということになってますよ

ね。

そうすると、ベースアップ評価料というのは、

職員の賃金改善を支援するというふうに書いて

おりますので、それぞれ病院・有床診療所、無

床診療所、訪問看護等1,100施設ぐらいあります

けども、病院でもそれぞれベースアップの額は

違うんだろうというふうに思いますけども、お

おむね病院とか有床診療所、無床診療所、訪問

看護等のベースアップの状況といいますか、ど

ういうふうになっているのか、ちょっと教えて

くれますか。

【猪股医療政策課長】まず、このベースアップ

評価料の制度内容ですけども、これは医療機関

で働く看護師とか薬剤師とか、そういった方々

の賃金引上げを目的として、令和6年6月に診療

報酬が改定されたものでございまして、この外

来や入院とか、そういった形でも評価料は様々

にありますけども、そこで得た収益を全て医療

従事者の賃金アップに使うと。ほかの用途では

使わないという制度でございます。

今回1,100施設を対象としているんですけど

も、それら、委員からお話がありました、どの

程度、処遇改善が図られているかとかになるん

ですけども、人数や金額、そういったところが

国への届出となっておりまして、その国から取

りまとめが公表されてない状況でございますの

で、今の段階でちょっと県として各病院がどの

くらいかとか、ちょっとまだ把握はできてない

んですけども、ただ、国の目指すところとして

目標としましては、令和6年度に2.5％のベース

アップ、そして令和7年度には、さらに2％のベ

ースアップ、これを目標として、この制度が創

設されているところでございます。

以上でございます。

【中山委員】それでは、やはり国の基準でいく

と2.5％、令和7年度は2％ということがあります

けれども、ベースアップを図るということにつ

いては、評価できると思いますけども、もとも

とは訪問看護ステーションとかこういうところ

の職員の給料は、なかなか低いんだという話も

ありまして、特段これは同じような全部そうい

う国の基準としては、病院もこの訪問看護ステ

ーションあたりも、さっき言ったような2.5％と

か2％とか、そういう基準になっているのか、ま

たは独自で病院とか訪問看護ステーション自体

でベースアップをする可能性というのは、利益

が出んば、やらないと思いますけど、そういう

ことでやることも考えておるんですか。考えら

れるんですか。

【猪股医療政策課長】この国の目標ですけども、

病院、歯科、訪問看護ステーション、それぞれ

ちょっと目標というのはなかなか示されており

ませんで、全体として先ほどの令和6年度は

2.5％という目標が書かれているところでござ

います。

そして、ベースアップ評価料以外での独自で

というところですけども、医療機関にお伺いし

たところ、この制度を活用せずに独自の収益で

人件費を上げていくと、そういったお話もされ

ているところもありますので、そのお考えの仕

方というのは、医療機関それぞれになるのかな

と思っております。
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以上です。

【中山委員】それでは、ちょっと僕が気になっ

とったのは、ベースアップ評価料を届けてない

病院とか有床診療所とか歯科診療所とか訪問看

護ステーションがあるんではないかなという気

はしとったもんで、その辺の理由とかについて

どういうふうに、理由とか、その数について、

どういうふうに把握しているのか、お尋ねした

いなと思います。

【猪股医療政策課長】ベースアップ評価料を届

けてない医療機関ということですけども、例え

ば病院だったら全体が143ございまして、そして

届出を行っているのが133、割合は93％というこ

とで、これは全国の86％を上回っているところ

でございます。

そして、診療所につきましては、県全体で

1,312ございまして、そこで485施設が届出を行

っている。届出を行っている割合は36％でござ

いまして、これが全国の27％を上回っている状

況でございます。

こういった形で100％じゃないんですけど、全

国よりも多い状況ではあるかなとは認識してい

るんですけども、そこでベースアップ評価料を

届け出ない理由というところですけども、これ

は医療機関によるんですけども、例えば職員の

処遇改善を図るに当たって、ベースアップ評価

料を取るのであれば、それだけ患者さんに負担

をかけることになるので、そこはちょっとやめ

たいという方もいらっしゃれば、このベースア

ップ評価料が令和6年6月に診療報酬改定がなさ

れたんですけども、これが未来、将来にわたっ

て続くかどうか、もしかしたら2年後の改定で、

もし仮になくなったりすれば、その後は収入が

入らずに独自でそれを継続しなければいけない

とか、そういったのもありますので、そこで躊

躇されているとか、そういったご意見を伺って

いるところでございます。

【中山委員】大体説明で分かりましたけれども、

大変厳しい中で、やはり大方というか、全国平

均して病院とかによって届出を出しとるという

ことがありましたけれども、この辺はできるだ

け、やはり足並みそろえてやっていくことが、

全体の職員の処遇改善につながっていくのでは

ないかと、そういう推測をするわけでございま

すけども、ぜひ、それを含めて全国的よりは上

がったということがありましたけど、やはりこ

れ、全体で病院管理職も含めて、全体で県民を

支えていかんばいかんということからすれば、

やはり経営が厳しくてベースアップできないと

なれば、どんどんどんどんそういう職員につい

ても欠けていくわけですから、ぜひ今後の問題

として、ベースアップ評価料を届出をするよう

な働きかけを、ひとつ取り組んでいただくこと

を要望しておきたいなと思います。

【中村(泰)分科会長】ほかにご質問ございませ

んか。

【前田委員】関連になるんですけども、単発で

出るのは非常にありがたいと思うんだけども、

先が分からないというのでは、なかなかそこに

踏み切れないと思うんだけども、この今出てい

る4つの事業費って、今回、国の財源が出たから

出てますけども、じゃあ来年どうなるかという

と分からないという話でいくと、今、中山委員

も言われているベースアップも含めて、やっぱ

り二の足を踏むところが出てくると思うんです

が、これは当然どこの地方自治体も同じだと思

うんだけど、こういうことに関しては、県とし

てはどのような認識でいるのか、ちょっと部長

に所見を問いたいと思います。

【新田福祉保健部長】我々の業界、医療・介護・
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福祉、こういったところに関しましては、基本

的には国が定めます公定価格に基づいてサービ

スが提供されるというものでございます。

国会などでも議論がなされておりますとおり、

やはりこういった業種に関しましては、ただい

ま中山委員からもありましたけれども、やはり

賃金アップ、賃上げ、こういったようなものに

関しては、やはり公定価格に基づくところが原

資になりますので、どうしても物価高とかそう

いったようなもので高騰していくものに対して、

やはり公定価格で決められた診療報酬とかそう

いったようなものの上がりが追いつかないため

に、なかなか経営が厳しくなっていると。これ

が今の現状でございます。

これが、そもそもの基本的な構造になってる

というところでございますので、国といたしま

しては、診療報酬の改定であるとか、こっちは

2年に1回でございます。そういったようなタイ

ミングを待たずして、緊急的にこういったよう

な形で補正予算などを組ませていただいて、そ

れで何とかしのいでいただくと。そういったよ

うなところを今、行われているというような状

況でございます。

骨太の方針などにも、ここに書かれておりま

すとおり、今までの診療報酬というのは、やは

り高齢化に伴い自然増とか、そういったような

ものに基づく上がり方、そういったようなもの

にしか、やはり対応してこなかったというとこ

ろもございますけれども、今後は物価の高騰と

か、そういったようなものも勘案しながら診療

報酬、そういったものが上がっていくとか、そ

ういったところでの予算や制度設計、こういっ

たようなものが国の方でも取り組むというよう

なところの方針であるというふうに認識してお

りますところ、県といたしましては、国の様々

なこういった対策、補正予算などもしっかりと

活用させていただきながら、構造的に国の方で

制度設計がなされていくものであります以上、

そういったところも踏まえながら、何とか県民

の皆様方に、安心と安全、そういったものを提

供していけるようなところを我々としては努め

てまいりたいというふうに考えているところで

ございます。

以上でございます。

【前田委員】部長が言われるように、ベースア

ップについては確かにそうだと思うので、その

他の環境をよくすることに対して、県独自でで

きることについては、やっぱりきめ細かな支援

をお願いしたいと思いますが、例えばこの産科・

小児科医療確保事業費、今回こういう予算を組

まれてますけれども、僕自身が、2月の予算総括

質疑が回ってきた順番の中で、分娩数、産科の

状況を聞いたとき、多分そのやり取りの中では、

8医療圏ごとでの施設が減ってるけども、分娩数

も減ってるから、おおむね8医療圏含めて問題な

いんだということで、僕が質問しなかったんで

す、やり取りしたので。

そういうことを考えたときに、こうやって上

がってきたら出すんだということを見たときに、

やっぱり特に産科・小児科とかについては、本

当に厳しいんだという問題意識を持っているの

かということについては、少し疑問を感じてい

るんですけども、担当課長は当然覚えていらっ

しゃると思うけども、やり取りしたとき、問題

ないと言ってきたものが、今回こういうふうに

国がつけたからといって予算をつけるというこ

とは、どういうことになるんですかね、状況が

変わったということですか。

【猪股医療政策課長】分娩の状況ですけども、

委員おっしゃるとおり分娩数は減っておりまし
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て、そして、それに伴って医療機関の方も経営

が成り立たないとか、医師の確保ができないと

か、そういった形で減ってきております。

その状況につきましては、毎年部会を開催し

て、医療の従事者・専門者とか、そういった方々

と一緒に対策を講じているんですけども、なか

なか昨年度の状況では、例えば島原マタニティ

は閉院となりましたけども、そこは医師会とか

医療機関と話して、既存の島原半島とか、あと

は県央地区、東長崎地区、そこの医療機関でカ

バーできるだろうと、そういった形で話をして

きたんですけども、実際その後、また上五島病

院のこととか、ほかのことでも、ちょっといろ

いろと医療機関の方で今後難しくなってくると

いう話がございまして、そういったところで、

こういった制度というのが創設されましたので、

これはぜひとも活用して、医療機関の方に少し

でも経営の改善を図れるようになってほしいと

思っておりますし、また今後は先ほど言いまし

たように、ちょっと当初見込んでいた状況より

も厳しくなってきておりますので、医療機関に

対してアンケートを行って、また産科の専門医

の方々と、ちょっと今後の対策については検討

していきたいと思っております。

以上です。

【中村(泰)分科会長】ほかに質問はございませ

んでしょうか。

【山村委員】同じ縦長の表の分で、まず病床数

適正化支援事業費の件でお尋ねをしたいと思い

ます。

多分、適正に病床数を減らしていきましょう

ということなのかなということでは考えている

んですけれども、そもそも創設した目的とかを

教えていただければなと思いまして、お願いし

ます。

【猪股医療政策課長】病床数適正化事業ですけ

ども、この事業は、人口減少などの医療需要の

急激な変化を受けまして、医療機関が効率的な

医療提供体制の確保を目指しまして、病床数の

適正化を進めるに当たって、診療体制の見直し

や医療スタッフの配置替えなど、様々な対応が

生じることから、それに伴う支援を行う事業と

なります。

【山村委員】ありがとうございます。

今回、対象施設が33で、何か先ほど追加で来

ましたということなんですが、全体として長崎

県として幾らぐらい要望されて、多分聞き取り

とかいろいろされている中で、全体の削減数と

か把握されている中で、補正にどれぐらいお金

が要るかというのは、県がそもそも把握をされ

て要求されて、今お金がついてこういう形にな

っている。そもそもどれぐらい要求されたのか

とかを教えていただければと思います。

【猪股医療政策課長】今回の国の病床削減に係

る補助制度の創設を受けまして、県内の医療機

関に要望調査をしましたところ、約2,300床の削

減の要望があったところでございます。

【山村委員】そういうことであれば、2,300床の

要望が各医療機関から上がってきて、今度予算

がつけられたのが210床程度という認識でよろ

しいですか。約1割ぐらいの予算が確保できたの

か、予算しか来なかったのかという認識で問題

ないか、確認させてください。

【猪股医療政策課長】全体で約2,300床の要望が

あったんですけども、ほかの都道府県からも多

くの要求がなされて、国の予算額というのを大

きく超えましたことから、国の方で線引きがな

されまして、例えば、これは2回内示が行われて

いるんですけども、1回目の内示、これが4月に

行われまして、そのときには例えば公立病院は
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除くとか、令和4年度から令和6年度まで3年度連

続赤字とか、1医療機関当たり50床を上限とか、

そういった条件が示されたところでございます。

そこで、1回目の内示が示されて、次に2回目

の内示、そこはほかの事業からの予算を流用し

たりとかあって、また2回目の内示が行われ、そ

のときには対象が少し広がり、公立病院を含む

ことになりまして、あと連続赤字が5年度と6年

度の2年間に短縮されたりとか、ただ、2回目の

内示は10床を上限とか、こういった条件が示さ

れたところでございます。

その結果、本県としては、その1回目の内示で

記載しております210床分があるんですけども、

合わせて2回目内示で93床が追加され、合計で

303床が対象となるところでございます。

予算の方は、2回目の内示が行われる可能性が

あるということで聞いておりましたので、そこ

は多めに確保させていただいたところでござい

ます。

【山村委員】ありがとうございます。

多分かなりの数がまだまだ残っているという

ことで、予算的にまだまだ必要なのかなとは思

っておりますので、多分今後も補正とかいろん

なことで、国全体の予算も医療費、先ほど部長

も話したとおり、なかなか厳しい現状なんでし

ょうから、厳しいのかなと思いながら予算が足

りないというのはよく分かりました。

病床数の削減というのは、全国的な取組とい

うことも含めて、適正化の取組というのは分か

るんですけど、自分たちの地元でいけば、やっ

ぱり減らしてほしくないという意識の方が多い

というか、そういう意識にどうしてもなってし

まうというところでいけば、少しでも県民の皆

様に、きちんとやっぱり説明しなきゃいけない

のかなというのは、大丈夫なんですよというの

か、適正にやってどういう将来が待っているか

というところをちゃんと説明しなきゃいけない

のかなと思っているんですが、その辺も含めて

何かご説明していただければなと思います。

【猪股医療政策課長】病床削減の必要性という

ことになるかと思いますけども、医療機関の経

営というのは厳しくなっているというのをお聞

きをしております。

その要因の一つとしましては、人口減少によ

って患者数が少なくなって、それによって病床

稼働率が低くなっていると、そういうことが考

えられるかと思います。

そのためには、この病床稼働率を上げる必要

があるんですけども、医療需要を見極めて、適

正な病床数といたしまして、経営の効率化を図

る必要があるというふうに考えております。

患者数が減少しているにもかかわらず、病床

の数がそのままであれば、収入は減るというこ

とになって、看護師等医療者の人件費が変わら

ないことになりますので、そうなれば経営は悪

化するということになりますので、病床数の適

正化を図って経営の効率化を図るということと、

あと、削減する病床で携わった医療スタッフの

方々を別の場所に配置するという形で、人材不

足の解消とか、あと新たな診療報酬を得るとい

うことをしながらになりますので、病床数の適

正化というのは、持続可能な医療提供体制を維

持していくためには必要なことだとは考えてお

りますので、今後とも地域の実情を踏まえなが

ら、医師会とか医療機関とか関係者と連携をし

て協議を行いながら、取組を進めていければと

思っております。

【山村委員】ありがとうございます。

多分、地域に何とか医療機関を残そうという

取組なのかなというふうにはお話を聞きながら
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理解しました。

ただ、どうしても長崎県の場合、離島も半島

も抱えて人口が少ないところもあるという中で、

そのルールだけで何とか乗り切れるのかどうな

のかというのは、すごく将来にわたってちゃん

と検討しなきゃいけないことかなと思いますし、

先ほど地域の実情も踏まえながらということが

ありましたので、ぜひ地域の実情は多分地域で

しか分かりませんので、それが国の制度であっ

ても地域から声を上げなきゃいけないかなとい

うところは、きちんと声を上げていただきたい

というふうに思いますので、よろしくお願いい

たします。

もう一点、すみません。福祉保健部の介護サ

ービスの物価高騰対策事業費と追加予算の方で

す。この訪問系の施設の支援が入ってますけど

も、先ほども話があったように、病院が少なく

なっていく中で訪問ってすごく大事かと思って

おります。

この支援の中で、ガソリン代とかが入ってい

るのかどうかというのを教えていただきたいの

と、多分、訪問系となっているので介護も看護

も両方入っているというふうに認識していいの

かを教えてください。

【中村長寿社会課長】訪問系の単価に関しまし

ては、基本的にガソリン代が計算の対象となっ

てございます。

支援対象といたしましては、当然、訪問介護

サービスと訪問看護ステーション、こちらは介

護保険適用の訪問看護を提供する訪問看護ステ

ーションが対象となってございます。

以上です。

【山村委員】ありがとうございます。

ぜひきちっと把握をしていただいてお願いし

たいというのと、これはすみません。ちょっと

事前に質問した中で、単価の根拠で8分の1とい

うのがあるんですけども、この決め方というか、

県全体でというお話だったんですが、どういう

理由なのか、昨年の似たような多分支援じゃな

いのでやってるのかなと思うんですけど、昨年

も8分の1なのかを含めて教えていただければと

思います。

【中村長寿社会課長】冒頭の補足説明でも少し

触れましたけれども、今回の財源に関しまして

は重点地方交付金を財源としておりますので、

その枠というのが、都道府県配分分の限界があ

るというところでございまして、今回3か月分と

なったところです。昨年度はその辺りの調整が

半年分という形で4分の1だったんですが、今回

3か月分が限度ということで、結果として8分の

1というふうになってございます。

【山村委員】ありがとうございます。

全ては国の予算次第だったということかなと

いうところで理解しました。ちゃんとお金が下

りてくれば、もっとできるのになということな

んでしょうねというところで考えたいと思いま

す。

続けて、もう一問お願いします。すみません。

こども政策局の追加の縦長補足説明資料の児

童措置施設の支援事業で、エネルギー高騰の分

なんですが、これも8分の1になっているんです

が、この児童養護施設関係とかは、多分、自己

努力なんかとてもできないような領域かなとい

うふうに思いますので、このエネルギー高騰分

の8分の1でいいのかどうなのか、残りの8分の7

はどうするのかというところも含めて、ちょっ

と教えていただければなと思います。

【鴨川こども家庭課長】そもそも児童養護施設

等に対します措置費についての考え方ですけれ

ども、措置費につきましては、都道府県が児童



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日）

- 85 -

を児童養護施設等に入所させる措置を取った場

合に、その施設に対して入所後の保護や養育に

要する経費を公費で負担する、そういった制度

設計になっております。

具体的には、施設種別ごとでありますとか規

模ごとに設定される単価がある諸経費と、あと

実費相当の諸経費から成るものでございます。

これらにつきましては、国の要綱で単価が設定

されておりまして、社会情勢に応じて改定がな

されているところでございます。

今回措置しております物価高騰分につきまし

ては、先ほども答弁がありましたとおり、限ら

れた予算の中での措置としておりますけれども、

そういった一般的に公費で負担する部分の措置

費と、こういった物価上昇に伴う支援の分とで、

過去、令和5年度、6年度とやってきております

けれども、一応施設の方から、こういった措置

では運営に係る経費が賄えない、そういった声

は聞いてないところでございます。

以上になります。

【山村委員】確認は、基本的には公費で全て賄

えるので、この予算制度があったので、これに

取りあえず補正として上げてるけど、最終的に

は公費で全て賄えるということでの認識でよろ

しいですか。

【鴨川こども家庭課長】制度設計上、措置費は

そういうものと認識しておりますので、問題な

いかと考えております。

以上です。

【中村(泰)分科会長】ほかに質問はございませ

んでしょうか。

【虎島副会長】手短に質問したいと思います。

病床数適正化の支援事業についてお伺いしま

す。

先ほど山村委員から質問ありましたけれども、

この事業は、病床、地域医療構想のベッド数適

正化に資する非常に重要な事業であると思いま

す。

しかし昨今、地域医療介護総合確保基金が枯

渇しているのではないかというような懸念が医

療機関内で起こっています。この事業があるか

ら病床削減に踏み切ったという、踏み切るとい

うような施設も多いと聞いております。

先ほどの答弁で2,300床の希望があって、今回

は300床くらいはできるということですけれど

も、そもそも内示に沿ったものがこの件数にな

るのか、それとも条件に合致するのがこの件数

なのか、もっとたくさん合致するところがある

けれども、今回の予算しか取れなかったのか、

そこをお伺いしたいと思います。

【猪股医療政策課長】今回の事業、補助対象に

該当するかどうかは、国から要件が示されてお

りまして、その要件を踏まえた上で内示があっ

たのが303床になりますので、この303床は要件

を満たすところになっておりまして、それにつ

いては補助がなされるということになります。

【虎島副会長】それ以外の病床は、その要件を

満たしてないから頂けないということなんでし

ょうか。

【猪股医療政策課長】ほかの医療機関につきま

しては、その要件を満たしてないということで

今回対象外になっております。

【虎島副会長】分かりました。その要件が今回

緩和されたから、追加で93床が得られたという

ふうな理解でよろしいですね、分かりました。

ありがとうございます。

要件次第でどれだけ減らせるかというのが決

まるということで、しっかりとフォローしてい

ただければと思います。

もう一点、生産性向上の事業について、業務
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の効率化としてタスクシフトというのがありま

すけれども、これの具体的な内容について、想

定されるようなタスクシフトのやり方について、

お尋ねします。

【猪股医療政策課長】このタスクシフトですけ

ども、国の方で例として示されているのは、例

えば事務補助とか看護補助とか、そういった方

を雇って、その方々に業務をしていただいて、

その看護師とか、そういった方々の業務を減ら

すとか、そういったイメージを持たれていると

ころでございます。

【虎島副会長】クラークさんとかを雇うという

ようなお話、人事費に充てられるということで

す。

ただ、先ほど今ありましたように、単年度、

もしくは一、二年で終わるようなものであれば、

その雇った方の原資がなくなってしまうという

ことになります。この業務効率化が短期間で終

わってしまうことになりますけど、そのことに

ついて、お考えをお聞かせください。

【猪股医療政策課長】この事業自体が単年度と

いうことになりますので、それで、もしタスク

シフトとか効率化が図れたところは、今後も継

続していただきたいと思っておりますけども、

その継続につながるように、そこら辺は国のほ

かの新たな制度があるのかどうか、そこら辺は

国の動向とかを注視していきながら対応してい

きたいと思います。

【虎島副会長】ありがとうございます。

結局は診療報酬改定につながっていくという

ことになると思いますけど、しっかりと要望し

ていただければと思います。お願いいたします。

【中村(泰)分科会長】ほかに質問はございませ

んね。

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案及び予算議案に関わる報告議案に対

する質疑・討論が終了いたしましたので、採決

を行います。

第68号議案のうち関係部分、第86号議案のう

ち関係部分、報告第1号のうち関係部分、報告第

2号及び報告第12号については、原案のとおり可

決・承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び予算議案に関わる報告

議案は、原案のとおりそれぞれ可決・承認すべ

きものと決定されました。

委員会に入る前に、休憩をいたします。再開

は11時25分といたします。

― 午前１１時０９分 休憩 ―

― 午前１１時２５分 再開 ―

【中村(泰)分科会長】再開いたします。

【中村(泰)委員長】次に、委員会による審査を

行います。

議案を議題といたします。

福祉保健部長より総括説明を求めます。

【新田福祉保健部長】説明に入ります前に、ド

クターヘリの運航業者であるヒラタ学園が、昨

年5月28日に国土交通省大阪航空局長から事業

改善命令を受けたことにつきまして、改めてご

説明させていただきます。

大阪航空局からの指摘のうち、本県のドクタ

ーヘリに関わる事案4件につきましては、その内

容が整備記録の未記入など運航に支障がない事
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案であったことや、機体を検査した結果、問題

がなく安全性が確認されたことから、運航業者

が事業改善命令を受けたことについては、県議

会に報告しておりませんでした。

しかしながら、さきの委員会において、事業

改善命令と警告書が同時に発出されている重大

な事案であるとのご指摘をいただきましたこと

につきましては、重く受け止めております。

ドクターヘリの運航は、県民の生命・安全に

関わる重要な事業であり、今後も県民の生命・

安全に関わるなど、県民全体に広く関わる事案

につきましては、県議会への報告を密にし、真

摯に対応してまいります。

それでは、続きまして、予算議案の部分を除

く福祉保健部関係の議案につきまして、ご説明

をさせていただきます。

「文教厚生委員会関係議案説明資料」の福祉

保健部2ページをお開きください。

今回ご審議をお願いしておりますのは、第73

号議案「長崎県指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改

正する条例の一部を改正する条例」の1件でござ

います。

議案の内容につきまして、ご説明を申し上げ

ます。

この事案は、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等の一部を改正する命令」の公

布等に伴い、所要の改正をしようとするもので

あります。

次に、議案外の主な所管事項について、ご説

明をいたします。

民間医療搬送用ヘリコプターの事故について。

去る4月6日、本県壱岐沖で発生した、対馬市

から福岡和白病院へ患者を搬送しておりました

民間医療搬送用ヘリコプターの事故により、3名

の方々がお亡くなりになられました。

離島の救急医療の要として重要な役割を担っ

てまいりましたヘリコプターの事故で、尊い命

が失われましたことは、痛恨の極みであり、改

めて、お亡くなりになられた方々に深く哀悼の

意を表しますとともに、ご遺族並びに関係者の

皆様に、衷心よりお悔やみ申し上げます。

多くの離島や半島を有する本県におきまして、

ヘリコプターによる患者搬送は、救命率の向上

や後遺症の軽減を図るなど、命を守るために欠

かせないものであります。

本県ドクターヘリは、事故を起こした機体と

同系列の形でありましたことから、運航を一時

休止し、国土交通省航空局からの指示に基づく

検査等を行い、機体の安全性を確認した上で、

5月30日から運航を再開しております。

なお、運航再開に当たりましては、今回の事

故を踏まえ、海上飛行時に救命胴衣を常時着用

するとともに、飛行中に不具合が生じた際の対

応訓練の強化を図ることといたしております。

また、患者の搬送体制の強化を図るため、長

崎県病院企業団において、医師を運ぶために週

3日程度運航しておりますヘリコプターを、非稼

働日にドクターヘリの2機目として導入するこ

ととしており、本年秋頃の運航開始に向けて準

備を進めております。

今後も引き続き、安全運航を徹底し、救急医

療体制に支障がないよう努め、県民の皆様の安

全・安心の確保を図ってまいります。

また、事故を踏まえた対応等の詳細につきま

しては、後ほど医療政策課長より補足説明をさ

せていただきます。

福祉保健部における各種計画の策定について。
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県政推進の指針である長崎県総合計画におけ

る保健・医療・介護・福祉分野において、各領

域の個別計画と整合を図りながら、具体的な施

策を総合的・体系的に進める指針及び社会福祉

法に基づく都道府県地域福祉支援計画として策

定しております「長崎県福祉保健総合計画」が

今年度末に終期を迎えますことから、令和8年度

からの5か年計画である新たな計画を策定する

ことといたしております。

また、そのほかに再犯防止推進法に基づく5か

年計画である「長崎県再犯防止推進計画」及び

ギャンブル等依存症対策基本法に基づく3か年

計画である「長崎県ギャンブル等依存症対策推

進計画」につきましても、同じく終期を迎えま

すことから、新たな計画を策定することといた

しております。

なお、各計画の策定に当たりましては、これ

までの取組や各分野における現状・課題を整理

し、福祉保健審議会などの各分野の専門家、関

係団体等で構成する有識者会議等のご意見を伺

いながら作業を進めることといたしており、素

案作成後は、パブリックコメントや県議会のご

意見も踏まえ、今年度中の策定に向けて取り組

んでまいります。

高齢者等見守り活動に関する協定の締結につ

いて。

高齢者の方々が、安心して住み慣れた地域で

暮らし続けることができるよう、去る5月13日、

一般社団法人長崎県損害保険代理業協会との間

で、「高齢者等見守り活動に関する協定」を締

結いたしました。

今回、同協会に加入されております代理店約

150社には、高齢者等の異変発見時に速やかに市

町窓口等に連絡を行う体制の整備と情報提供等

を実施していただくこととしております。

これまで15事業者と本協定を締結しており、

引き続き、民間事業者等のご協力を得ながら、

市町と連携して、県内全域における多重的な見

守りネットワークの充実強化に向けて取り組ん

でまいります。

その他の所管事項につきましては、4ページ中

段、知って、肝炎プロジェクトについて、4ペー

ジ下段、長崎県ねんりんピックの開催について、

5ページ中段、介護事業所におけるカスタマーハ

ラスメントに関する実態調査について、「文教

厚生委員会関係議案説明資料（追加1）」の福祉

保健部の2ページ、科学的介護フォーラムin長崎

について、「文教厚生委員会関係議案説明資料」

の福祉保健部の5ページ下段、障害者のスポーツ

振興について、6ページ、新たな総合計画の策定

について、7ページ中段、「長崎県行財政運営プ

ラン2025」に基づく取組についてにおいて記載

の内容のとおりでございます。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【中村(泰)委員長】次に、こども政策局長より、

所管事項説明を求めます。

【浦こども政策局長】「文教厚生委員会関係議

案説明資料」のこども政策局の2ページをお開き

ください。

今回、予算議案を除くこども政策局関係の議

案はございません。議案外の主な所管事項につ

いて、ご説明いたします。

まず、合計特殊出生率について。

去る6月4日に、国から令和6年の人口動態統計

（概数）が公表され、本県の合計特殊出生率は

1.39となりました。令和5年に比べると、全国的

に数値が下がっている中、本県におきましても

0.1低下したほか、出生数も大きく減少いたして
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おります。

少子化の進行には、様々な要因が複雑に絡み

合うことから、総合的な対策を講じることが重

要であると考えており、県民の皆様が希望どお

りに安心して結婚、妊娠・出産、子育てができ

るよう、市町や企業・団体等との連携を強化す

るとともに、未婚化・晩婚化に歯止めをかける

ための結婚支援の強化と、県民の皆様が安心し

て子育てできる環境の整備などに、包括的に取

り組んでまいります。

新たな総合計画の策定について。

新たな総合計画については、10年後の本県の

将来像を見据えつつ、令和8年度を初年度とする

5か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略とも整合を図りながら、一体的に検

討を進めているところでありまして、今後の県

政運営の指針や戦略的かつ重点的に取り組む政

策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたい

と考えております。

このうち、こども政策局におきましては、主

に「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を

応援する」や「希望が叶う『結婚、妊娠・出産、

子育て』を切れ目なく支える」等に関する戦略

に関連施策等を位置づけております。

「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を

応援する」では、「こどもまんなか社会の実現

に向けた学校・家庭・地域が連携したこどもの

育成」に向け、県民総ぐるみの子育て支援や子

どもが安全・安心でチャレンジできる居場所の

拡大等に取り組むほか、「希望が叶う『結婚、

妊娠・出産、子育て』を切れ目なく支える」で

は、若い世代が自ら主体的な選択により希望ど

おりに安心して、結婚や子どもを産み育てるこ

とができる社会の実現を目指し、希望をかなえ

るための知識の普及等と社会全体の機運醸成や

婚活支援、妊娠・出産、子育てへの切れ目のな

い支援等に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

今後、県議会のご意見も十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまい

ります。

4ページをご覧ください。

長崎県こども・若者応援団表彰式の開催につ

いて。

去る6月6日に、長崎県こども・若者応援団表

彰式を実施いたしました。

この表彰は、県内のこども・若者を育成する

活動と子育て家庭を支援する活動において、顕

著な功績があった企業や団体、または個人の方

を毎年表彰しているものです。

今年度の表彰では、「結婚・子育て支援部門」

では、諫早市の「諫早いのちを大切にする会」

様が、「青少年健全育成・支援部門」では、南

島原市の「原賀壽昭」様が知事賞を受賞された

ほか、7個人、5団体が功労賞を受賞され、知事

から表彰状が授与されました。

こうした表彰等を通じて、今後とも子どもや

若者と子育て家庭を社会全体で支援する機運の

醸成に努めてまいります。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。よろしくご審議を賜りますよう

お願いいたします。

【中村(泰)委員長】以上で説明が終わりました

ので、これより議案に対する質疑を行います。

議案質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。
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討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。

第73号議案については、原案のとおり可決す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。

次に、提出のありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」及び「政府

施策に関する提案・要望の実施結果」について、

説明を求めます。

【川村福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました福祉保健部関係の資料について、ご説

明いたします。

「文教厚生委員会提出資料」福祉保健部の2ペ

ージをお開きください。

補助金内示一覧表でございますが、県が箇所

づけを行って実施する個別事業に関し、市町並

びに直接間接の補助事業者に対し内示を行った

補助金について、令和7年2月から令和7年5月分

の実績を記載しております。

直接補助金は、資料2ページから3ページに記

載のとおりで計15件でございます。なお、間接

補助金はございません。

次に、4ページをお開きください。

1,000万円以上の契約案件について、令和7年

2月から令和7年5月の実績を記載しております。

資料4ページから11ページに記載のとおりで、

計27件あります。

次に、12ページをお開きください。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の陳情が行われたもの

は、長崎県医師会長からの計1件であり、それに

対する県の対応は、資料12ページから13ページ

に記載のとおりであります。

次に、14ページをお開きください。

附属機関等会議結果について、令和7年2月か

ら令和7年5月の実績は、長崎県福祉保健審議会

福祉保健総合計画専門分科会など計31件となっ

ており、その内容については、資料16ページか

ら46ページに記載のとおりであります。

引き続きまして、6月中旬に実施いたしました

令和8年度政府施策に関する提案・要望について、

福祉保健部関係の要望結果をご説明いたします。

「令和8年度政府施策に関する提案・要望につ

いて」をご覧ください。

福祉保健部関係におきましては、離島等にお

ける医療・介護の提供体制確保に係る施策の充

実、原爆被爆者援護等の充実、医師・看護師の

偏在対策等に向けた施策の充実、離島地域にお

ける介護保険サービス提供体制の維持と利用者

の負担軽減、介護人材の確保に関する施策の強

化及び介護給付費に関する費用負担の見直し、

重度障害者医療費助成制度の創設といった最重

点2項目、重点4項目について、要望を実施いた

しました。

要望実績といたしましては、厚生労働省に対

し、知事、議長、福祉保健部長により要望を行

いました。

このうち、「離島等における医療・介護の提

供体制確保に係る施策の充実」につきましては、

仁木厚生労働副大臣に対し強く要望を行い、「医

療、介護サービスが提供できる体制維持のため



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日）

- 91 -

スピード感をもって取り組んでいく」との発言

をいただきました。

以上が、福祉保健部関係の要望結果でありま

すが、今回の政府施策に関する提案・要望の実

現に向け、引き続き取り組んでまいります。

以上で報告を終わります。

【黒島こども未来課長】「政策等決定過程の透

明性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡

充に関する決議」に基づき、本委員会に提出い

たしました福祉保健部こども政策局関係資料に

ついて、ご説明をいたします。

資料2ページをお開きください。

補助金内示一覧表ですが、県が箇所づけを行

って実施する補助事業に関し、内示を行った補

助金について記載をしております。

本年2月から5月分の実績ですが、直接補助金

が18件、間接補助金が2件でございます。

続きまして、5ページをご覧ください。

1,000万円以上の契約案件については、記載の

とおり10件でございます。

続きまして、7ページをご覧ください。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

本年2月から5月までに県議会議長宛てにも同様

の要望が行われたものについての県の対応状況

を記載しております。

東彼杵郡三町からの要望書1件となっており、

それに対する県の対応状況は、7ページから8ペ

ージまでに記載のとおりでございます。

続きまして、9ページをお開きください。

附属機関等会議結果について、本年2月から5

月までの実績は3件あり、その内容については10

ページから12ページに記載のとおりでございま

す。

引き続き、6月中旬に実施いたしました令和8

年度政府施策に関する提案・要望について、こ

ども政策局関係の要望結果をご説明いたします。

資料「令和8年度政府施策に関する提案・要望

についてこども政策局関係」をご覧ください。

こども政策局関係におきましては、こども・

子育て家庭に対するユニバーサルサービスの創

設、こどもの育ちの支援の充実の2項目について、

要望を実施いたしました。

要望実績といたしましては、内閣府に対し、

知事、議長、こども政策局長により要望を行い

ました。

このうち、「こども・子育て家庭に対するユ

ニバーサルサービスの創設」及び「こどもの育

ちの支援の充実」の項目については、安心して

子どもを産み育てることができる社会の実現に

向け、窓口負担なしで医療を受けられる新たな

医療費助成制度の創設、学校給食費の無償化、

幼児教育・保育の完全無償化等について、財源

を含め、国の責任において全国一律の制度とし

て早期に実現すること、また、保育士等の処遇

改善、放課後児童クラブへの支援等について、

内閣府に対して強く要望を行いました。

これに対し、内閣府大臣政務官からは、「令

和7年度より1歳児の職員配置について、6対1か

ら5対1にする場合の加算制度を創設したところ。

国としても、地方で人口減少が進む中で、いか

に持続可能な保育の提供を行うかという視点を

持ちながら、今後も処遇改善等を進めてまいり

たい。」などの回答をいただきました。

以上が、こども政策局関係の要望結果であり

ますが、今回の政府施策に関する提案・要望の

実現に向け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

【中村(泰)委員長】次に、医療政策課長より補

足説明を求めます。

【猪股医療政策課長】4月6日に壱岐沖で発生し
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ました民間医療搬送用ヘリコプターの事故につ

きまして、これまでの経過や今後の対応等につ

いて、説明させていただきます。

補足説明資料をご覧ください。

1番のドクターヘリの運航状況等ですが、平成

18年12月からドクターヘリの運航を開始してお

り、長崎医療センターにヘリコプターを配置し

ております。

運航委託会社は、大阪に本社があるヒラタ学

園で、委託契約額は1年間当たり約3億1,000万円

となっております。

そして、令和6年度のドクターヘリの出動件数

は720件で、その内訳ですが、現場出動が360件、

病院間の搬送が225件、そして出動後キャンセル、

これは消防機関が救急現場に到着後、患者の詳

細な状況が判明して、ドクターヘリの出動を要

しないと判断された場合にキャンセルを行うも

ので、その件数が135件となっております。

次に、2番になりますが、ドクターヘリ出動中

に搬送要請が重複した場合は、佐賀県ドクター

ヘリの応援や県防災ヘリで対応し、それでも対

応できない場合には、海上自衛隊や海上保安庁

に災害派遣要請等を行っております。

次のページに、令和6年度におけるドクターヘ

リ以外の患者搬送件数を記載しております。

続きまして、3番、民間の医療搬送用ヘリの事

故を踏まえた対応ですが、4月7日から5月1日は

国の通知などを踏まえ、自主的な機体の詳細点

検や搭乗する医師や看護師への搭乗意思の確認、

また、海上飛行時に医師や看護師、患者等が常

時着用する救命胴衣の手配を行っております。

そして、5月3日から4日、次の5月10日から29

日におきましては、国土交通省航空局から発行

された「耐空性改善通報」の指示を受け、事故

機において破断していた後部回転翼を制御する

「コントロール・ロッド」の取付部等の点検を

実施し、問題がないことが確認されたことから、

5月30日に運航を再開しております。

そして、（2）ドクターヘリの運休期間の救急

患者の搬送につきましては、記載のとおり佐賀

県のドクターヘリなどにより対応いただいてお

ります。

次のページをご覧ください。

事故を踏まえた新たな取組として、海上飛行

時に救命胴衣の常時着用や、ヘリに搭乗する医

師・看護師に対して、水中不時着した場合の脱

出訓練等を行っております。

続きまして、4番、ドクターヘリ2機目の導入

についてですが、ドクターヘリが既に出動中で、

搬送要請に対応できない件数が毎年100件を超

えていることから、より多くの搬送要請に対応

できるよう、本年秋頃のドクターヘリ2機目の導

入に向けて、現在準備を進めております。

なお、この2機目につきましては、長崎県病院

企業団が医師を運ぶために週3日程度運航して

いるヘリコプターを、運航しない日に医療機器

を搭載してドクターヘリとして運用することと

しております。

以上で、補足説明を終わらせていただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。

【中村(泰)委員長】ありがとうございました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

なお、審査対象の陳情番号は17番、19番、21

番となります。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【中村(泰)委員長】質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

それでは、午前中の審査はこれにてとどめ、

しばらく休憩いたします。

午後は1時30分から委員会を再開し、引き続き、

こども政策局を含む福祉保健部関係の審査を行

います。よろしくお願いします。

― 午前１１時４８分 休憩 ―

― 午後 １時３２分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を行います。

議案外所管事務一般に対する質問を行います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

【前田委員】福祉保健部で、1,000万円以上の契

約状況の一覧の12番、ICTを活用した特定健診受

診率向上対策事業業務委託費、随契ということ

で、キャンサースキャンという会社になってい

ますけども、ちょっと昨年所属してなかったの

で分からないですけど、これは何年目の事業で、

随契にしている理由について、ご答弁いただき

たいと思います。

【江口国保・健康増進課長】こちらの事業につ

きましては、令和3年度に第1回目のこの事業を

開始したところですけども、この年度におきま

して、第1回目に公募型プロポーザルで募集をい

たしまして、このキャンサースキャンに決定い

たしました。

それ以降、同じような形で特定健診の受診率

向上をするために、ICTを活用した事業をやって

おります。

令和4年度以降につきましては、随意契約とい

うことで行っております。

【前田委員】公募型プロポーザルで開始して、

何年までやる予定ですか。

【江口国保・健康増進課長】こちらの事業につ

きましては、市町が特定健診の事業を実際やっ

ておりまして、県の役割としましては、市町が

やっている事業の支援という形でやっています。

毎年度この事業については、市町と事業の成

果については共有しまして、来年度もこの形で

やるかどうかというのを市町と協議しながらや

っております。

それで、ここ先々いつまでやるかということ

については決めておりませんで、毎年度、市町

と協議しながら、続けるかどうかというのを決

定しております。

【前田委員】成果を確認しながらやってほしい

と思いますけども、昨年の契約金額と比べた

2,300万円増えているんです。随契ですから、特

段、僕らが口を挟むことじゃないですけれども、

大幅にやっぱり契約金額か膨らんでいるので、

そこは本当はやっぱり説明が必要かと思います

けども、2,300万円増えている原因は何ですか。

【江口国保・健康増進課長】特定健診の受診勧

奨というものを、住民の皆さんに対してやって

いく事業になりますけども、その受診勧奨をや

る対象の人数が増えたことによりまして、契約

額が増えたのでございます。

対象者が増えたということにつきましては、

参加市町が以前に比べて増えておるということ

で、対象者が増えているということでございま

す。

【中村(泰)委員長】ほかにご質問ございません

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【中村(泰)委員長】次に、「政府施策に関する

提案・要望の実施結果」について、ご質問ござ

いませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、ご質問は

ありませんか。

【松本委員】それでは、6月23日の長崎新聞の記

事に、１面に「上五島病院分娩を休止」という

ことで、9月末、医師ら確保困難でという記事と、

その後の上五島病院の地元説明会の記事が記載

されておりました。

記事によりますと、上五島病院が分娩休止す

る経緯として、2018年度に取り扱った分娩が89

件だったが、2024年度は25件まで減少したとい

う分娩の数が減っていることなど、理由を挙げ

られています。

離島でありますし、非常に住民の方の不安が

伴って地元説明会をしたということですが、こ

れは病院企業団の病院でもございますので、県

として、どのような対応を10月以降していくの

か、お尋ねをいたします。

【猪股医療政策課長】上五島病院につきまして

は、少子化に伴う分娩数の減少、それに伴って、

医師や助産師とかが医療技術を保つこととか、

スキルを磨く機会が限られ、迅速に対応する能

力が維持できないということで、そういう医療

人材の確保が一層困難になったということで、

妊婦や新生児の安心・安全を優先に考えて、今

回休止ということを表明しているところでござ

います。

それで9月以降、10月から常勤の医師というの

はいなくなりますけども、週に二、三日程度、

ほかの病院から医師を派遣してもらって、妊婦

健診とか産前産後ケア、これは継続していくこ

ととなっております。

特に産前産後ケアですけども、ここを充実さ

せることとしておりまして、助産師による支援

とか相談時間の拡大、そしてまた、新たに授乳

とか育児相談とか沐浴指導など院内デイケア、

そこを実施することとしております。

【松本委員】そこの部分はフォローするとして

も、大事なことは出産の分娩を島外でしなきゃ

いけないわけで、それに対しての負担が妊婦さ

んに増えるわけでありまして、それは町の部分

で担うのか、国・県で担うのか、どういうふう

な流れになるのか、お尋ねいたします。

【猪股医療政策課長】新上五島町の方々が島外

で分娩する際の助成についてですけども、現状

におきまして、新上五島町におきまして、交通

費については海上交通費の往復分を助成する制

度を持っておりまして、あと宿泊費につきまし

ては、1泊7,000円の35日分を助成するという制

度を持たれております。

それは、上五島病院が休止となれば、この新

上五島町が分娩医療機関がない地域として、離

島振興法上の特別交付税措置の対象となりまし

て、妊婦の交通費や宿泊費に対して8割の交付税

措置がなされるということになりまして、町と

しては、この制度の活用について、今、検討さ

れているところでございます。

【松本委員】答弁の中では、町が対応するけれ

ども、8割交付税措置がされるということで、今

後検討されるということですが、もう一つ気に

なったのは、その記事の中に、実は県内21市町

のうち分娩施設がないのが9市町、これは上五島

を入れて9市町になるということで、もう既に8

市町が分娩施設がないという状況になっている

ということで、じゃあほかの8市町はどのような

対応をしているのか、現状をお尋ねいたします。



令和７年６月定例会 文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（７月１日）

- 95 -

【猪股医療政策課長】県内において8市町が分娩

取扱施設がないんですけども、国の制度として

は、別の補助制度もございまして、自宅から最

寄りの分娩取扱施設まで、おおむね60分以上の

移動時間を要する場合には、国の補助制度とい

うのがございまして、そこについては、例えば

平戸市さんとか、そういったところは、この制

度を活用するということで話を聞いております。

そしてまた、県としては、ほかに周産期医療

提供体制の確保に向けまして、産科医の確保と

か、あと周産期母子医療センターの運営費補助

とか、医療圏の広域的な観点での周産期医療体

制の確保、こちらの方で検討して取り組んでい

るところでございます。

以上です。

【松本委員】60分以上であれば8割負担というこ

とで理解しましたけれども、大変厳しい状況に

は変わりない。午前中の予算の審議でも産科医

が厳しい状況だというのは分かりましたが、そ

れに関連して、大村市においても分娩施設がも

う1施設しかないということで、先日、委員会で

長崎医療センターに視察に行った際も、センタ

ー長から直接、やはり通常分娩の対応を国立病

院が余儀なくされて、そもそもハイリスク出産

を担う周産期母子医療センターに、業務に負担

がかかっていくということ、この状況をどうに

かしてほしいという要望がありました。

委員会で非常に重いと受け止めたんですが、

県としての所見をお尋ねいたします。

【猪股医療政策課長】本県における産科の医療

体制ですけども、出産というのは、妊婦の大量

出血とか常にリスクを伴うものだと思っており

ます。

不測の事態が生じた際には、複数の医療スタ

ッフで即座に対応する必要がありますことから、

妊婦とか新生児の命を守るためには、複数の医

療スタッフがある県内4か所の周産期母子医療

センターを中心とした体制づくりが必要だとは

思っておりますけども、ただ、このセンターが

担っているハイリスク出産に負担がかかり過ぎ

ないように取り組む必要があると考えておりま

す。

そのことから、分娩取扱施設の分娩の現状と

か課題、そしてまた、将来の意向を確認するた

めに、医療機関に対してアンケートを取ること

としておりまして、その結果を踏まえて、医師

会とか産科の医療関係者の方々と今後の産科医

療体制をどうするか、どのように取り組んでい

くか、また、医師の確保とか配置とか、そうい

った課題解決に向けて、関係者の方々と対策を

検討することとしておりまして、その産科の専

門医と連携を図りながら、安全・安心に出産で

きる周産期医療体制の確保に向けて取り組んで

いきたいと考えております。

【松本委員】もう今の時点でもかなり厳しい状

況であって、大村市からの要望にもありました

し、もうどうにもならない状態から動いても遅

いんですよね。だからもう危険な状態にあると

いうことを踏まえて、先ほど答弁にあったよう

に、産科医学会とも、それと中核病院、そして

県と、やっぱり三者で連携して、どういった形

でこの地域の周産期の医療を維持できるかどう

かというのを、ぜひ考えていただいて、早期の

対応をやはり取っていただきたいと思います。

少子化対策と言いながら、そもそも子どもが

産めない状況をつくっているというのが、行政

や医療業界でそういうふうな安心して子どもが

産めない地域となってしまえば、これは今後の

やっぱり人口減少にも拍車をかけてしまうので、

そういった意味でも、しっかりと安心して子ど
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もが産める環境づくり、そして、もちろん産後

ケアというのも大事でありますし、この厳しい

実情を、やはり国へ要望して、国からの支援も

どういった形で取れるかということも、重ねて

考えていただきたいと思います。

もう一つは、ひとり親家庭について、ちょっ

と質問させていただきます。

県内にはひとり親家庭が1万578人いらっしゃ

って、母子家庭が9,986人、父子家庭が592人と

いうことで、これは児童扶養手当受給者数で統

計をしているものでございますけれども、県内

に1万件以上、ひとり親家庭がいらっしゃる中で、

やっぱり一番厳しいのは、今、物価高で経済情

勢など状況の中で、どれだけの年収が平均的に

あられるのか、把握していらっしゃったらお尋

ねいたします。

【鴨川こども家庭課長】県内の児童福祉手当受

給者を対象としたアンケートを踏まえて導いた

ものですけれども、まず、母子世帯の方で約4割

超ぐらいが年収200万円未満となっております。

父子世帯につきましては5割、約5割が300万円未

満という状況でございます。

【松本委員】母子家庭世帯で4割が200万円未満、

父子家庭でも300万円未満が5割ということで、

これに関しては103万円の壁とか関係ないわけ

でありまして、だからといって生活保護の対象

になるわけでも、200万円から300万円という状

況というのは非常に厳しいラインの年収だと思

うんですが、実際に母子家庭、父子家庭の課題

というものをアンケート等で取られていらっし

ゃいますでしょうか。

【鴨川こども家庭課長】同じアンケートの中で、

そういった悩み、課題についても聞き取りをし

ておりまして、一番多かったものは、やはり家

計に関することでございます。2番目に多かった

ものが、子どもの教育や進学、そういったこと

に対する悩みや不安ということでございました。

以上です。

【松本委員】年収を、所得を上げていくために

働いていらっしゃるんですけれども、やっぱり

収入が上がっていかないという状況の中で、し

かしながら人手不足というのは現状としてある

わけであって、どこも人手が足りないわけでご

ざいます。

そういった中で、やっぱり支援できることと

いえば、もちろん補助もそうなんですけれども、

仕事をいかにやっぱり生み出してご紹介してい

くかというところで、ちょっと伺ったんですけ

ど、ひとり親家庭自立支援センター、通称「YELL

ながさき」という施設があられると。そこで相

談を受けているということですが、実際その

YELLながさきでの就労に関する実績について、

お尋ねいたします。

【鴨川こども家庭課長】令和6年度のYELLながさ

きでの就業相談に関するものが61名ございまし

た。そのうち就職まで結びついた方につきまし

ては26名となっております。そのうちフルタイ

ムとか一定安定した雇用まで結びついた方が26

名のうち6割ぐらいはいらっしゃったという結

果になっております。

以上です。

【松本委員】冒頭申し上げましたけど、1万人以

上、県内にひとり親家庭があられる中で、その

就労相談が61件しかなかったというのは、長崎

市に1か所しかないというのもありますけれど

も、ちょっとあまりにも少ないんじゃないかな

と思います。

ましてや1年間かけて、僅か10名から20名ほど

しか正社員になれなかったというのは、県がこ

れ、委託して県と長崎市でやって委託費もお支
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払いしていますが、もちろん相談に乗ることは

できるけど、実際に就業につながらなければ、

やはり年収が、正社員とかなれば上がっていく

と思うんですよね。そこの部分がやっぱり抜本

的な解決にもならないし、やっぱり保障を、ご

紹介するだけではなくて、人手は足りないわけ

だから、もうちょっと踏み込んだところをやっ

ぱり今後やっていく必要があるのではないかな

と思いますが、今後の取り組み方について、お

尋ねいたします。

【鴨川こども家庭課長】委員おっしゃるとおり、

人数的には二桁台というところで我々も認識し

ているところです。

今回、YELLながさきにつきましては、現在取

得していない無料職業紹介事業というもの、こ

れを取得しますとハローワークのように、あっ

せんまで結びつけることができるんですけれど

も、そういった就労支援の強化を図りたいとい

うのが１点。

もう一点は、身近にあります県や市町の福祉

事務所、こちらの方には、今現在も母子・父子

自立支援員という専門スタッフを配置しており

ます。まずは一番身近なところにご相談いただ

いて、個別に支援プログラム等、きめ細かなそ

の人その人に合った対応を引き続き丁寧にやっ

ていきたいと考えております。

あわせて、こちらは給付になりますけれども、

正社員を目指す場合に、やっぱり特定の仕事、

例えば介護士であったりとか、看護師であった

りとか、理美容師になることもやっぱり優位に

なりますので、そういった資格を取得する間の

給付金とか貸付金もございますので、そういっ

たものの紹介も丁寧にやっていきたいと考えて

おります。

以上です。

【松本委員】介護士、看護師、保育士もやはり

足りないという現場の声はあります。どっちか

というと母子家庭が圧倒的に多いわけであって、

その方々がやっぱり国家資格でありますから、

資格を取れれば、これはもうかなり正社員の就

職につながるわけでございまして、そういった

意味でも、今おっしゃった職業紹介だけだった

ら、ほかにも民間もハローワークもあるわけで

あって、やっぱりそこの部分の資格を取るため

の給付金、これは情報の周知、やっぱりそこは

非常に重要なことになってくると思いますし、

業界の人が足りないわけでございますから、そ

ういったところで、どちらにとってもプラスに

なりますので、そこの部分を、ぜひこのYELLな

がさき、長崎市にしかないけど市町にも窓口は

あるわけでございまして、そこの市町の連携も

して、しっかりとこの数字が上がっていけるよ

うに取り組んでいただきたいと思います。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに質問はございません

か。

【本多委員】ちょっと前々から聞きたかったこ

とがありまして、私は愛煙家でございます。虎

島副委員長が一般質問に立つ際は、必ず怒られ

るような存在なんですけれども、それでも今、

禁煙しようかなというところまでは至っており

ません。

議会棟の1階に喫煙所がございまして、そちら

でたばこは吸っているんですけれども、そこの

壁に、県の職員はもう使わないでくださいとい

うような掲示がしてあります。

それで聞くと、県庁内にも、もともと喫煙所

はあったということなんですけれども、もう封

鎖されて数年たつんだというのもお聞きいたし

ました。
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そこで、県庁敷地内を分煙ではなくて禁煙に

しているその趣旨というのをお聞かせください。

【鶴田国保・健康増進課企画監】県庁舎を敷地

内禁煙にしている理由でございますけれども、

本県では、県民の健康増進を図り、健康長寿日

本一を目指すという基本方針の下で実施してい

るところでございます。

喫煙は、厚生労働省において死亡リスクの最

大要因と位置づけられておりまして、喫煙率の

低下が健康寿命の延伸に寄与することは科学的

に示されているところでございます。

そういった中で、令和4年の国の調査におきま

しては、本県の喫煙率が17.3％ということで、

全国平均を上回っておりまして、特に男性は約

3人に1人が喫煙者となっておりまして、喫煙に

起因する循環器系の疾患など、外来患者数も、

全国的に見ても非常に高い水準にあるところで

す。

こうした状況を踏まえまして、県としては、

県民の健康を守るために禁煙対策は不可欠と認

識しております。県民に禁煙を促すには、まず

県庁自らが模範を示すことが重要として、令和

5年4月1日から実施しております。

また、改正健康増進法におきましては、行政

施設を含む第一種施設において、子どもや患者、

妊婦など健康への影響が大きい利用者が多いこ

とから、原則として敷地内禁煙と規定しており

まして、国の通知におきましては、第一種施設

は敷地内禁煙が原則であって、喫煙所の設置に

ついて推奨するものではないというふうに示さ

れております。

こうしたところから、国の方針を踏まえまし

て、県庁舎を敷地内禁煙としたところでござい

ます。

以上です。

【本多委員】健康長寿日本一を目指す県として

は、まず県庁が率先してやっていかないといけ

ないと。しかも第一種施設は原則、敷地内禁煙

ですと。それに従って県が率先してやりますと

いうことです。

じゃあ県が率先して取り組まれました分煙で

はなく禁煙にしている。同じ第一種施設になる

んでしょうか、県下の21市町の庁舎はついてき

てくれているんでしょうか。今の数字を教えて

ください。

【鶴田国保・健康増進課企画監】県が令和5年度

に実施いたしました受動喫煙対策状況調査では、

本庁舎で敷地内全面禁煙を行っている市町は、

令和5年10月1日時点で2市町、屋外に喫煙場所を

設置している市町は19市町となっておりました。

市町の庁舎における敷地内禁煙の実施につき

ましては、最終的には各市町の管理権限者であ

る市町長のご判断となりますが、県における取

組の成果とか、あと敷地内禁煙における健康面、

職場環境面でのメリットについても丁寧にお伝

えして、改めてご検討いただけるよう働きかけ

てまいりたいと考えております。

以上です。

【本多委員】県が率先していても、なかなか市

町までは広まってないと。長崎市庁舎は、多分

建てたときは禁煙だったけれども、いろいろ話

があって灰皿を設置するようになったというよ

うなお話も伺っております。なかなか思うよう

にいかないのかなというふうに感じております。

ちなみに、県庁を禁煙化するというのは、県

庁が建って数年してから多分、始まったという

ことだと思うんですけれども、禁煙化する際の

手順というのは、どういったものだったんでし

ょうか。

【鶴田国保・健康増進課企画監】まず、背景か
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らお伝えしたいんですけれども、遡りまして令

和元年7月に改正健康増進法において、行政機関

を含む第一種施設が原則、敷地内禁煙と規定さ

れております。

その後に令和3年になりますけれども、国から

都道府県別の健康寿命推計値が公表されまして、

その際には、喫煙率の低下が健康寿命延伸の要

因とされましたが、本県では喫煙率が増加傾向

にございました。

このため、健康長寿日本一の実現のためには

禁煙対策の強化が急務と考えまして、県民の禁

煙促進に当たって、県庁自らが率先して取り組

む必要があると判断したところです。

令和4年3月の県議会では、知事の方から、他

県の事例を参考にしながら、敷地内禁煙につい

ては職員の健康を守る取組を進めるという旨を

答弁しておりまして、翌月には「長崎健康革命」

も掲げて禁煙対策を施策に加えることを表明し

ました。

令和4年5月になりますけれども、庁内関係課

を集めたプロジェクトチームを立ち上げており

まして、実施時期や方法について協議を開始し

まして、職員向け説明会を開催し、県の方針を

説明した後に、7月には県職員にアンケートを実

施して、実施時期や方法等について意見を収集

しております。

その結果を踏まえまして、令和4年11月に段階

的な実施を通知しておりまして、令和5年4月1日

から全面的に敷地内禁煙を開始したところでご

ざいます。

以上が手順でございます。

【本多委員】ありがとうございます。

そういう流れがあってやりましたということ

です。令和4年4月に長崎健康革命を始めて、そ

して県庁内でプロジェクトが立ち上がって、そ

して説明会をやって、アンケートをやったとい

うことでございます。

ちなみに、そのプロジェクトも禁煙のための

プロジェクトですよね、当たり前だと思うんで

すけども。それで、そのアンケートというのも、

どんなアンケートをやったのかなと、私、興味

深くて中身を見せていただいたんですけれども、

結局もう禁煙をやることが前提で、その実施時

期をいつにしましょうかとか、そういったアン

ケートでした。

段階はどうやってやりますかといって、段階

を踏まずに実施とか、期間はどうしますか、期

間を設けずに実施とか、そういう何かすごく面

白い回答があったんですけれども、私としては、

禁煙は非常にいいことだと思うんですけれども、

強制されるようなことでもないのかなというよ

うな考えがございます。

それですので、禁煙しますとなったときに、

どれぐらい県庁の中で話合いがあったのかなと、

議論がどれぐらいあったのかなというのが非常

に気になっているんですけれども、そこら辺は

どうだったんでしょうか。

【中村(泰)委員長】休憩します。

― 午後１時５９分 休憩 ―

― 午後２時００分 再開 ―

【中村(泰)委員長】再開します。

【鶴田国保・健康増進課企画監】先ほどお答え

いたしましたとおり、プロジェクトを立ち上げ

たというところで、県庁舎を管理している管財

課をはじめまして人事課、あとは職員厚生課、

そして私ども国保・健康増進課をメンバーとし

たチームで数回、検討しまして、その結果で今

回の敷地内禁煙に至っているところでございま
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す。

【本多委員】ありがとうございます。

そうやっていろんな部署が集まってプロジェ

クトの中で話をされたということなんですけれ

ども、私としては、そのプロジェクトの中での

話合いも、禁煙にするんだということで話合い

を始めて、その禁煙にするんだということに向

かって進んでいった。

アンケート自体も、先ほど申し上げたとおり

禁煙にするんだというのを前提に取られたアン

ケートでございます。その禁煙に対してどう思

いますかとか、喫煙者の方はどう思っているん

ですかとか、反対意見はございませんかという

のがあったのかどうかなというのが気になって

いて、お聞きしました。

誰もが賛成するというのは多分めちゃくちゃ

難しいと思うんです。どの施策においてもそれ

は非常に難しいと思うんですけれども、納得の

度合いが高いのか低いのかというのは、すごく

大事な指標になると思います。

この施策については、私は反対ですけれども、

それでも自分の中では一定納得して、それは仕

方がないだろうということで皆が取り組んだの

か、いや、もう全然、俺はもともと反対と、い

きなりぱっと言われて、従う気はないけれども、

県庁というのはそういう組織ではないから従わ

ざるを得ないとか、それは大きく差があると思

います。

先ほどのアンケートをちらっとお話ししたん

ですけれども、段階というところで、段階を踏

まずに実施、ＡＭ・ＰＭと敷地内禁煙、そして

段階的な喫煙所の閉鎖、この3つ回答の欄がござ

いまして、その中で、非喫煙者の方の回答とい

うか、アンケートで一番多かったのは、段階を

踏まずに実施しちゃえという人が47.2％でござ

います。

あと期間についても、期間を設けずに実施、

もうすぐやれということです。あと3か月程度、

6か月程度、8か月程度とあるんですけれども、

非喫煙者の回答で一番高かったのは、期間を設

けずに実施、もうすぐやれということだったん

です。

このアンケート結果を見たときに私が思った

のは、喫煙者、私どもでございます。私どもが

どれほど周りに迷惑をかけたのかなと。それを

見た人は、自分が吸わない人は、何かあいつら、

何か嫌だなというふうに多分思っていたんです

よ。それで、もうすぐ始めろと、何の検討もせ

ずに始めろということで回答になったと思いま

す。

こういったところを見て感じるのは、我々喫

煙者がルール、マナー、それをしっかり守って

いくというのを前提にした上で、やっぱり分煙

という手もあるんじゃないのかなと。喫煙者・

非喫煙者ともにお互いを尊重し合えるような、

そういったものが県庁内でもその関係性の方が

いいような気がしますし、県庁が県で率先して

やっていくんだということであれば、長崎県内

でも喫煙者・非喫煙者が敵対しない、お互いを

尊重する、そういった社会になった方が、何か、

より優しい地域とか社会になるんじゃないのか

なというふうに思っております。

もう一旦禁煙にしたこの県庁をその後、分煙

にするかどうかというのは、また別の考えにな

るかもしれませんが、私はそういうふうに思っ

ております。そっちの方が、何かよっぽど優し

いんじゃないのかなというふうに思っておりま

す。

以上でございます。

【近藤委員】関連で、すみません。私もたばこ
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を吸います。申し訳ありません。

私も去年、何か視察で各県庁を回らせていた

だきました、議運の委員長として。それで、そ

こでそういうふうな喫煙とかなんとかはどうし

ているのかなというのは興味があって、横浜と

か福岡とか金沢とか、それとあとどこやったか

な、そういうところをずっと回らせていただい

て、敷地内禁煙というのはなかったんじゃない

かなと思うんです。

よくそこら辺、ちょっと調べてください。分

煙という形で、いろんな形で県庁の方は考えて

いると思うんです。

長崎県にだけそういうふうな厳しい敷地内禁

煙という形で全部出てるんですけども、その辺

は、ほかの県庁とかをしっかり調べた中で、そ

ういう件数とか調べていますか、全国の。

【鶴田国保・健康増進課企画監】都道府県庁の

庁舎における禁煙実施状況でございますけれど

も、産業医科大学の調査によりますと、令和7年

3月時点で、敷地内全面禁煙を実施している都道

府県は、本県を含め16自治体、また、屋外に喫

煙場所を設置している都道府県が31自治体ござ

います。

以上です。

【近藤委員】やっぱりたばこを吸う方、吸わな

い方、それが何か敷地内の中で二極化したよう

な考え方を持つのは、私もちょっとおかしいの

かなと思うんです。

それは、たばこを吸う方には吸う方の権利も

あると思うんです。それを全面的に否定された

ような、自分たちが一番最初に思ったのは、そ

ういうふうな、ある意味、かられたんですよ、

たばこを吸うからって罪的な意識を持ったよう

な感覚があったんですけども、実際そこまで罪

として考えなきゃいけないのかな。

逆に言ったら、禁煙したから、今度は逆に聞

きますけども、禁煙したから県の健康長寿がど

れくらい延びるのかとか、そういう計算まで出

してから、そういうふうな政策を出しているの

か、ちょっとお尋ねします。

【鶴田国保・健康増進課企画監】禁煙を行うこ

とによって健康寿命がどれくらい延びるかとい

うご質問だったと思うんですけれども、その健

康寿命を延伸させるには、たばこだけではない

んですね、生活習慣に基づくところが大きいで

すけれども、喫煙というのが一つの健康寿命を

延ばせない要因になっているというところは明

らかなんですが、それだけではないものですか

ら、正確な算定というのは難しいかと思ってお

ります。

以上です。

【近藤委員】そういうことは本当に分かります。

それで長崎県内にも産業として、たばこってあ

るんです。そういうふうな方々も、一つの産業

で、はっきり国が法律で駄目だとか、そういう

決めてしまえばいいんですけども、そういう産

業をされてる方も一生懸命そこで生活をなされ

ているわけです。

それで、だからたばこを吸えとか、吸わない

とかそういう問題じゃないんですけども、やっ

ぱりそこら辺の個人の意思の問題という形にな

るので、やっぱりあんまりそういうふうに、極

端に敷地内禁煙という形でやられると、困った

人も結構いると思います。

だから自分たちも県庁をずっと回って、各県

庁でたばこを吸わせていただきました。それは

分煙という形で、そこで職員の方といろんな形

で話をしながら、たばこを吸った去年の記憶が

あります。

そういう中で、もう絶対、外に漏れないよう
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な形でやってるんですよ。もう本当に、そこら

辺はたばこを吸わない方にも絶対迷惑がかから

ないような形でやっていると思うので、少しそ

こら辺も考えていただければなと思うんですが、

いかがでしょうか。

【新田福祉保健部長】ご答弁申し上げます。

たばこによる受動喫煙対策、こちらは非常に

重要であるというふうに当然認識しているとこ

ろでございまして、ただいまございましたとお

り、たばこの農家、そういった方たちも五島を

はじめたくさんいらっしゃると。そういった方

への配慮も必要なんじゃないかと近藤委員がお

っしゃっていただいたところでございます。

しかしながら、たばこ事業法に基づき生産さ

れた、たばこにおきましては、国内において、

日本たばこ産業株式会社、いわゆるＪＴが全量

買い付けするというふうに法律事項として定ま

っているところでございますので、こちらに関

しましては、たばこ農家への影響、こういった

ところに関しては、たばこを吸う、吸わないに

かかわらず、収入とか支出とかそういうところ

に影響ないというところには、なり得るのかな

というところでございます。

そして、喫煙者の方にも、やはり権利がある

というふうにお話しいただいたところでござい

ますけれども、もちろん禁煙をしたい人、そう

いった方たちにも当然権利があるというところ、

こちらはやはり守っていかなくてはいけないと。

そちらに関して、どちらの方が果たして弱者

なのかなというところ、やはりこちらに来てみ

て飲食店そういったところに行ってみますと、

東京とはやはり違うなと。やはりアルバイトの

店員さんとかそういった形、こういった方たち、

やはり喫煙できる飲食店は、やはりまだ多いな

と。そういったところで、やはりバイトのシフ

トで入っていかなくちゃいけない人たちがたく

さんいる中において、そういった人たちの果た

して本当はたばこを吸いたくないんだけれども、

そういった権利が本当に守られているのかどう

なのかと、そういったところをやはり配慮して

いく必要があると。

やはり先ほども答弁があったとは思いますけ

れども、やはり男性の3人に1人がたしか喫煙者

というところもあって、やはり男性ですね、何

だかんだいって、まだまだ発言する力も非常に

大きいところもあって、そういった方たちの権

利は当然大事であるというところも当然認識す

るところでありますけれども、我々といたしま

しては、やはり望まない受動喫煙をゼロにする

と。こういったところを推進していくというと

ころが、やはり最も大事であり、そういうとこ

ろをしっかりと進めていく必要があるというふ

うに定められているところです。

そして、改正健康増進法に基づき、禁煙の対

策、こちらが進められているところでございま

すけれども、そちらに関しまして、やはり第一

種施設、こういったところ、病院とか公共施設

とか学校とか、そういったところは、やはりま

ず率先して見本を示していこうと、そういった

ようなところで国としても進めてるところでご

ざいまして、長崎県庁は役所であるというとこ

ろもありまして、こちら第一種施設というとこ

ろで、やはり全面禁煙というふうにさせていた

だいているところであり、先ほども答弁ありま

したとおり、都道府県の中でも3分の1は、もう

既に全面禁煙というふうになってるところでご

ざいます。

そういうところも踏まえまして、ぜひとも福

祉保健部といたしましては、粛々と望まない受

動喫煙をゼロにすべく、対策を取らせていただ
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きたいというふうに考えているところでござい

ます。

以上でございます。

【中村(泰)委員長】よろしいですか。

ほかに質問ございませんか。

【中山委員】合計特殊出生率についてお伺いし

ますが、令和6年の人口動態統計で、本県の合計

特殊出生率は1.39ということになっているよう

でありましたけれども、だんだん下がってきた

なというような感じがいたしますが、それより、

この出生数が多く減少しているということで、

出生数はテレビ等でいうと10年ぐらい前倒しで

減少しているという話もありまして、今はどっ

ちかというと、合計特殊出生率と出生率の減少

が大体、相関関係があるんじゃないかなと思う

とったんですけども、最近それを超えてあるよ

うな感じがしておるわけですけども、そこで、

この直近5年間の本県の合計特殊出生率の推移

と、出生者数の5年間の推移は分かりますか。

【中村(泰)委員長】休憩します。

― 午後２時１６分 休憩 ―

― 午後２時１６分 再開 ―

【中村(泰)委員長】再開します。

【黒島こども未来課長】出生数と合計特殊出生

率の推移ということで、合計特殊出生率と出生

数、令和5年の数字については、先般6月に公表

された、まだ概数ではございますけれども、出

生数が7,000ちょうど、合計特殊出生率が1.39で

ございました。

それ以前でございますが、出生数につきまし

て令和2年から、出生数が9,182名、令和3年が

8,860名、令和4年が8,364名、令和5年は7,656名

でございます。

合計特殊出生率でございますが、令和2年が

1.61でございます。令和3年が1.60、令和4年が

1.57、令和5年には1.49でございましたが、令和

6年については先ほど申しましたとおり1.39と

0.1低下しているというところでございます。

【中山委員】この数字を見ると、本県は関係性

があるような感じも受けるような感じがします

けれども、そういう最近の合計特殊出生率の減

よりは、人口数も減少が多いような感じがする

わけです。

さらに言えば、いろいろあろうというふうに

考えておるわけでありますけれども、その点か

ら、ちょっと2つだけお尋ねしたいなと思います

が、この資料にもありますが、「県民の皆様が

希望どおり、安心して結婚、妊娠・出産、子育

てできるよう」と、こういう文言がありますけ

ども、この県民が希望どおりというのは、私の

イメージでは、現の総合計画の前に調査したや

つがありましたよね、それは公表されましたよ

ね。それはこのイメージがあったんですけども、

そうすると、それを起点にして5年にはなります

けれども、現在の県民の皆さんの希望どおりの

結婚とか出産というのは、やはり変化が出てき

とるんじゃないかなという気がしてるんですけ

れども、その辺の数字が分かれば、ちょっと教

えてくれますか。

【黒島こども未来課長】県民が希望どおり結婚、

妊娠・出産、子育てできる長崎県づくりという

ものを目指して、これまで少子化対策を進めて

まいりました。

県民の希望に関しては、人口ビジョンを平成

27年度ですか、策定するに当たって県民調査を

したときの数字がございます。

当時、希望出生率としては2.08でございまし

た。当時、実際に結婚を希望する方というのが、

県全体の数字がちょっと今、手元にないんです
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けれども、8割から9割ぐらいの方が、いずれ結

婚したいというような数字を挙げておられまし

た。

しかし、直近の例えば、こども局で令和6年に

実施しました少子化関係の基礎調査がございま

すけれども、そちらでは、一生結婚するつもり

はないと答えられた方が、男女で31％というこ

とで、6年前、平成31年に実施した調査よりも14

ポイント増えるというような結果でございまし

た。

一方で、理想の子どもの数というものを尋ね

た際に、平均しますと、理想としては、直近の

数字は2.39人なんですけれども、前回調査では

2.74人だったということで、0.35人下がってし

まっている。実際に持つことを考えている子ど

もの数についても、前回2.3人に対して2.02人と

いうことで、ここ数年でも0.31人、下がってお

ります。

希望出生率について、企画部の方で実施しま

した人口推計に関する調査でも、やはり同様の

理想子ども数、あるいは結婚への希望、実際に

持とうとする子どもの数が、一番やはり下がっ

ていて、希望出生率は1.84にまで下がっている

というような数字と伺っております。

【中山委員】やはり結婚をしたいという人が減

ってきた。そして、希望出生数も思った以上に

減ってきたという状況です。もう歯止めのかか

らないような状況が来ていると思いますが、そ

れともう一つ、先ほどもちょっとお話がござい

ましたが、未婚化・晩婚化も、これ、予想以上

に進んでいるんじゃないかと思うんですけども、

これの比較できる数字があれば、ちょっと教え

ていただけませんか。

【黒島こども未来課長】未婚・晩婚の状況でご

ざいますが、未婚に関しては、実は有配偶率と

いうものを5年に一度の国勢調査で把握してる

のがあって、直近の数字というのはなかなか出

ないんですけれども、少々長期スパンにはなる

んですけれども、例えば25歳から29歳の女性で

いいますと、昭和55年であれば28.7％の未婚率

だったものが、令和2年には56.6％、30歳から34

歳でも11.1％から33％ということで、これは男

性でも25歳から29歳が51.1％から64.3％、30歳

から34歳ですと18.2％から41.7％ということで、

未婚率が非常に上がったというような把握をし

ております。

平均初婚年齢というものがございますが、こ

ちらについては人口動態でつかんでおりまして、

昭和58年時点ですと、男性で27.8歳、女性で25.6

歳であったものが、令和5年では男性で30.1歳、

女性で29.3歳となっております。

これは、いずれも長崎県の数字ですけれども、

全国でも同様の傾向にございまして、やはり未

婚化、あるいは晩婚化というような傾向がある

というふうに我々は考えてまいりました。

【中山委員】社会の現象というのかよく分かり

ませんが、非常に結婚しない人、希望する人が

増えてきたということと、もうちょっとさらに

いけば、もう恋愛もしないと、恋愛についても

拒否するというような、そういう世代が、実際

にもうおるんだという話もありますので、これ

に歯止めをかけるというのは、非常にやはり困

難性があるなと思いますけども、今の局長の説

明の中では、これに歯止めをかけるために結婚

支援の強化に取り組むということがありますか

ら、特効薬はなかなか難しいと思いますけども、

特に力を入れて取り組む新年度の部分、施策が

あれば、ちょっと1つだけでもいいですから、挙

げていただければなと思います。

【黒島こども未来課長】委員ご指摘のとおり、
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結婚ですとか、あるいは子どもを持つという考

えは、やはり個人の考えによるところも大きく、

たくさんの要素が絡み合いますので、特効薬と

いうのはなかなかに難しいと考えております。

しかし、やはり国においても、特に若い方の

意識についての変化が見られるというような分

析もされております。

我々としましては、若い世代が、例えば結婚

に消極的である、子どもを持つことに消極的で

あるといっても、その背景として、例えば雇用

に対する不安であるとか、長く続く少子化傾向

で、子どもに触れ合う経験がこれまであまりな

くて、イメージがつかないといった声も聞かれ

るところですので、若い世代に思い描くような

ライフデザインですとか、それを実現するため

に必要な知識に触れる機会を確保することが重

要と考えております。

そこで今年は、若い世代の描くライフデザイ

ンや出会いを考えるような機会を増やしていき

たいと考えておりまして、企業、あるいは団体

等と連携して、そういったイベントですとか、

知識の普及に力を入れたいと考えております。

【中山委員】ぜひ若い人に、ライフデザインと

か、これを早くし、つくるというか、そういう

考えるというか、そういう習慣をつけていくと

いうことは、将来の100年にわたって考えるとい

うことは非常に大事なことだと思いますので、

ぜひそういう形で、取り組んでいただきたいな

と思います。

それと最後に、次期総合計画を令和8年度から

やろうということでありますけれども、この合

計特殊出生率2というのが、今現在しております

けれども、今の状況を見ますと、この2を達成す

るというのは、非常に難しいと私は思っており

まして、それは、この1.39がもっと下がるんじ

ゃないかなという方が大きいんじゃないかと思

います。

そうしますと、この目標の、やはり新しい総

合計画においては、この特殊合計出生率2を、や

はり見直す必要があって、やはりもう一段階下

げた目標を立てて、それをまずもって達成する

というか、そういう方向の方が現実味があるん

じゃないかなと考えておりますが、これについ

ての見直しができるのかどうか、見直しするよ

うな考え方があるのかどうか、最後にお尋ねし

たいなと思います。

【黒島こども未来課長】現行の総合計画におき

ましては、令和7年に合計特殊出生率1.93の達成

を目指すということにしております。

令和6年に関しては、目標値1.89でございまし

たが、実績としては1.39ということで、非常に

乖離が大きいと。この乖離の大きさというのは

ちょっと厳しい状況と認識しております。

また、先般からご指摘いただいていますとお

り、若い方の意識も変わってきているというと

ころ、調査した希望出生率も1．84と低下してき

ているということを考えますと、社会環境の変

化もそうですし、こういった若い方たちの意識

の変化というのも捉え直す必要があるとは認識

しております。

総合計画につきましては、今、策定に向けて

作業中ではございます。こういった社会環境の

変化、県民の結婚や子育てに関する希望、意識

の変化も踏まえながら、関係部局と協議を重ね

て慎重に検討してまいりたいと考えております。

【中山委員】皆さん方の「慎重」というのは、

なかなかしないような感じも受けておりますの

で、慎重じゃなくて積極的に取り組んでいくこ

とを要望しておきたいなと思います。

【中村(泰)委員長】ほかにご質問ございません
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か。

【坂本委員】被爆体験者の問題について、ちょ

っと認識と、それからお願いといいますか、要

望させていただきたいというふうに思いますけ

れども、一般質問でも取り上げさせていただき

ました。結果的に今、控訴審があっているわけ

でありますけれども、2月に第1回目があって、

先般6月25日に3回目がありました。

報道では、報道といいますか、その中では10

月1日に結審をするということで、年度内にも判

決が出されるんじゃないかということも聞いて

おりますけれども、一般質問のときに申し上げ

ました高齢の被爆体験者の皆さんが、福岡まで

裁判に行かなければいけないというふうなこと

を言ってたんですけれども、そういうものが配

慮されたのかどうか。2回目、3回目はオンライ

ンであるというふうなことのようでありました。

控訴審においても、原告43人の皆さんは放射

能の影響を受けるような事情の下にあったとい

う第3号被爆者に認定するようにということを

主張されました。

それに対して、6月25日、国は補助参加人であ

りますので、長崎県・長崎市が反論の書面を提

出したというふうなことでありましたけれども、

健康被害を及ぼすレベルだったと認めるに足る

科学的・合理的な根拠はないというこれまでの

主張の繰り返しでございましたし、今度7月17日

ですか、予定されている、いわゆる八者協の被

爆者問題に対する要望では、被爆地域外で黒い

雨等に遭った者の救済ということで、これは、

長崎は対象外にされているから、広島と同様の

救済認定を要望しておりますけれども、裁判の

中では、広島のケースは長崎は当てはまらない

というふうなこと、そういったものを主張され

ておりまして、これは一般質問でも申し上げま

したけれども、随分と矛盾しているなというふ

うなことでありました。

こういう裁判の流れを見てみますと、一般質

問で部長から答弁をいただきました全ての被爆

体験者の皆さんの全面救済を県としては求めて

いると。これは従来どおり求めていると。上級

審で統一的な基準、上級審の判断によって、手

帳を交付する統一的な基準が確立することとな

れば、救済範囲の拡大につながる必要があると

考え、苦渋の判断ではあったけれども、控訴の

手続を取ったというふうなことでありまして、

この答弁を何か否定するような裁判の状況では

ないかなというふうに思います。

もちろん答弁はこの分は求めません。裁判と

いうことで、あ、部長いいですか。そういうち

ょっと矛盾を感じますので、ちょっとじゃあ認

識を聞かせてください。

【新田福祉保健部長】被爆体験者の救済、こち

らに関しましては、長崎県といたしましても、

被爆体験者の皆様方に寄り添って進めさせてい

ただいているところでございます。

裁判におきましても、第1準備書面等々でもこ

ちらの方でお示しさせていただいているとおり

ではございますけれども、令和4年通知というふ

うに第1準備書面に出てまいりますが、基本的に

は、こちらは「個別認定指針」というような単

語でも表現されているとおり、広島の黒い雨に

遭われた方たちに被爆者の健康手帳、こちらを

交付する事務手続を定めた基準、こういったも

のがございます。

こちらに関しまして、長崎においても同様の

事情にあった方々に対しては、やはり同様に適

用がなされるべきものであるというふうに認識

しておりますところではございますし、そうい

ったところも踏まえまして、我々といたしまし
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ては、被爆体験者の方々の救済につながるよう

なところを粛々と進めさせていただきたいとい

うふうに考えているところでございます。

【坂本委員】分かりました。分かりましたとい

いますか、ぜひ今の答弁を了とします。

だからそういう意味でいくと、この控訴審は

どういう争点があるのかなというのが非常に不

思議でならないというのが私の感想であります。

それで、今の部長が言われた答弁に基づいて、

今度8月9日に内閣総理大臣が長崎に来られまし

て、被爆4団体の皆さんと会いますよね、毎年恒

例ですけれども、その中で被爆者問題のいろん

な課題について要望を受けるということで、昨

年初めて被爆体験者の代表の方が参加をしまし

て、この問題に対する要望をしていただきまし

た。

結果的に、そのときに当時の岸田総理が合理

的な解決を実現しますというふうなことをおっ

しゃられまして、その後いろんな動きがありま

して、12月段階で被爆者とほぼ同等の医療支援

をやるというふうなことで始まりまして、もう

既に3月末で、多分4,000人ぐらいの方々が県内

外、申請をして4,000人弱の方がそういう支給を

受けたというふうになっていると思います。

被爆者手帳じゃなくても、いわゆる健康診断

受給者証明書ですか、ということになっており

ますけれども、それで、そういう意味でいくと、

この8月9日に直接、被爆体験者の代表の方にお

会いをして、総理が決断したという、これは一

つ大きな動きだったわけです。

それで、今年についても被爆体験者の皆さん

はもちろんでありますけれども、長崎市も、こ

れは主催をする長崎市も国の方には要望をして

いるようでありますけれども、先般の市議会の

一般質問の中での答弁では、要望しているけれ

ども、まだ返事がないというふうなことのよう

でありました。

それで、これはもちろん長崎市になりますけ

れども、ぜひ長崎県としても、できれば長崎市

と共同、ないしは側面的なところからも、国に

対して何らかのそういった要望といいますか、

8月9日に被爆体験者等を回ってほしいというふ

うな、そういうふうなことをすべきではないか

なというふうに考えますけれども、いかがでし

ょうか。

【庄崎原爆被爆者援護課長】平和祈念式典後の

例年開催されております被爆者団体等の政府に

対する要望につきましては、主催の長崎市にお

いて、現在調整がなされているというふうに伺

っております。

委員ご指摘のとおり、被爆体験者の方々の思

いにつきましては、県としましても、あらゆる

機会を通じて国の方にお伝えしてまいりたいと

考えておりますので、今後とも長崎市と協力し

ながら取り組んでまいりたいというふうに考え

ております。

以上でございます。

【坂本委員】分かりました。前向きに受け止め

ます。

特に、2月の一般質問で、知事もこの被爆体験

者の方々の思いが、被爆者として認定されると

いうふうにあることは、重々理解をしておりま

すということと、それから、関係者と力を合わ

せてしっかり寄り添って対応を進めていくとい

ったことの姿勢には、控訴はしたけれども変わ

りませんというふうな答弁をいただいておりま

すので、ぜひそうした県の立場を改めて認識い

ただいて、ぜひ8月9日平和式典の後には、被爆

体験者の皆さん方が、また昨年同様、総理大臣

にお会いして要望させていただくように要望し
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て、終わらせていただきます。

以上です。

【中村(泰)委員長】理事者の皆様におかれまし

ては、発言の際は、なるべく大きな声で発言を

していただきますよう、お願いいたします。

それでは、14時50分まで休憩をいたします。

― 午後２時３６分 休憩 ―

― 午後２時５０分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開します。

ほかに質問はございませんか。

【本多委員】たばこが盛り上がって忘れそうに

なっておりました。6月27日の毎日新聞の1面で、

こういう記事がございました。「国の少子化対

策通園制度補助金不足 自治体7割」とありまし

た。

こども誰でも通園制度に関してだったんです

けれども、私、数年前に保育園を運営されてい

る方から熱いお話を聞かせていただきまして、

その方がおっしゃるには、共稼ぎとかでお子さ

んを預けている、そういった方は、お子さんと

離れる時間があるから、我が子よりかわいく感

じるんだと。だから2人目、3人目が生まれやす

いんですよと。それに比べて、ずっと家にいて、

子どもとずっと一緒にいると、子どものかわい

さよりも大変さの方が勝ってしまって、一人っ

子になっちゃうんだと。

科学的にどうなのか分からないですけれども、

実感としてそのようなお話をされておりました

ので、私としては非常に期待している事業であ

るんですけれども、そういった意味でも、この

新聞の記事が気になりました。

令和8年から本格的に稼働するということで、

長崎県ではそれに先立って実証をなされている

ということなんですけれども、その状況を教え

てください。

【黒島こども未来課長】委員ご指摘の毎日新聞

記事のこども誰でも通園制度というものでござ

いますけれども、令和8年度からは本格実施とい

うことで、全ての市町で実施ということになっ

ておりますが、それに先立ちまして、令和5年か

らモデル事業を実施しております。

令和6年が試行的事業ということで、今年度か

らも「乳児等通園支援事業」という名称になり

まして、実施しております。

本県では、令和5年から東彼杵町で、当初は1

施設からスタートしていただきまして、松浦市

が令和6年度は試行的に実施をしてくださって

います。東彼杵町と松浦市です。

令和6年度で東彼杵町の2施設で、延べ49名の

利用があったと伺っております。松浦市ではち

ょっと利用実績がなかったという状況でござい

ます。

今年度は、また長崎市、それから近々、佐世

保市等でも実施が始まるというふうに聞いてお

ります。

以上です。

【本多委員】ありがとうございます。

今年から長崎が入って、佐世保が今後入って

くるという形ですね。

これに対して、今後、県がどのように取り組

まれるのかとか、そういったお話をお聞かせく

ださい。

【黒島こども未来課長】令和8年度からの本格実

施に向けて、県としては国と市町の橋渡しをぜ

ひしたいと考えております。

松浦市での取組が新聞でも取り上げられてお

りましたが、実績ゼロであったということで、

今年はちょっと手を下げられている状況という

ところで、やはり取組に課題を感じておられる
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市町も、まだあられるところから、先行されて

円滑に実施されているところのお話を横展開と

いうことで、ほかの市町にもご紹介するである

とか、まだ令和8年度の細かい制度の詳細は、国

から示されていないんですけれども、そういっ

た情報についても説明会を実施するなどして、

できるだけ不安なく円滑に、事業の本格実施に

向けて市町に準備いただけるように努めたいと

考えております。

【本多委員】令和8年度からは、全市町で取り組

むようになるんですよね、分かりました。国の

事業で、実施するのは市町で、県はそのつなぎ

役というか、分かりました。

地域ごとに地域の特性なんかがあって、その

取組の熱量にも、もしかしたら差が若干出るよ

うなところもあるかもしれないんですけれども、

県内どこに住んでいらっしゃっても、誰でも通

園制度のおかげで希望どおりに兄弟が増えたと

か、「『孤独な育て』と書いて『孤育て』」な

んてよく言われるんですけれども、そういった

子育ての状況にならずに済んだ、そういうふう

に県内の親御さんが幸せな子育てができるよう

に、県の方もこれからまたサポートの方、よろ

しくお願いします。

以上です。

【中村(泰)委員長】ほかに質問ございませんで

しょうか。

【虎島副委員長】お許しいただいて、何問か質

問いたします。

まず、麻しん・風しんの定期予防接種につい

て、お伺いいたします。

昨年度、麻しん・風しんの定期予防接種に使

用されておりますＭＲワクチン、これについて

一部の製薬会社が出荷制限を行ったこともあり

まして、ワクチンが不足して希望する量のワク

チンを入手できなかった医療機関があると聞い

ております。

昨年度は供給不足により、患者側というか、

受ける側が希望したにもかかわらず、接種でき

なかった方がいたのではないかというふうに懸

念をしております。

昨年度における県内の麻しん・風しんの定期

予防接種の状況と例年との比較をお尋ねいたし

ます。

【長谷川地域保健推進課長】麻しん・風しんの

定期予防接種については、生後12月から24月ま

でを第1期とし、第2期は小学校入学の1年前から

入学するまでが対象となっております。

令和6年度の接種率は、第1期が87.6％、第2期

も87.6％でした。それ以前の2か年の状況としま

しては、令和4年度の第1期が91.4％、第2期が

90.6％で、令和5年度は第1期が96.1％、第2期が

90.1％でした。昨年度は統計が残っている平成

20年度以来、最低の接種率という状況でした。

なお、昨年度は、県医師会などからワクチン

を入手できない医療機関があると聞いておりま

したが、今年度はそのような情報は入ってきて

いないところです。

以上です。

【虎島副委員長】昨年度は統計がある平成20年

度以降で、87.6％で最も低い接種率であるとい

うことでご報告いただきました。このままでは、

麻しん発生のリスクが高まるのではないかとい

うふうに危惧をしています。

この麻しんは、「はしか」とも呼ばれていま

すけれども、空気感染をすると言われています。

コロナとかインフルエンザと比べ、もう桁違い

に感染力が非常に強く、しかも、ほぼ罹患する

と、まれに脳炎を発症したり死亡することもあ

るという感染症であります。
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そういった麻しんの性質やＭＲワクチンの効

果を十分に理解しないで、昨今の反ワクチンと

いったムーブメントに乗って接種を控えるよう

な人がいるということも散見されておりまして、

接種率に影響している可能性があるとも考えて

おります。

麻しんは、発症前から感染性があることから、

麻しんに対する免疫を獲得することが発生の予

防に有効であると言われております。そのため

には、この接種率を95％以上、現在87.6％と報

告がありましたけれども、95％以上に上げるこ

とが重要であると言われています。

麻しん・風しんの定期予防接種率を上げるた

めに、県としてどのように対応していくのか、

お尋ねいたします。

【長谷川地域保健推進課長】麻しんにつきまし

ては、現在日本はＷＨＯにより麻しん排除達成

の認定を受けておりまして、国内では海外から

の輸入例が散発的に発生している状況です。

県内におきましては、平成24年に一度発生が

あった以降は発生をしておりませんが、海外で

の麻しん発生の増加や県内の予防接種率の低下

といった背景から、麻しん発生の潜在的なリス

クは増加していると認識をしております。

県としましても、麻しん発生の予防のために

は、国の予防指針に示されているように、定期

の予防接種により対象者の95％以上が2回接種

を完了しているということが重要と認識をして

おります。

麻しん・風しんワクチンにつきましては、昨

年度は全国的にも接種を受けることができなか

った方が一定見込まれることから、国において

接種対象期間を超えて接種ができる特例措置が

採られております。令和9年3月31日まで、定期

の予防接種として公費で受けることができ、今

年度は小学1年生なども対象となっているとこ

ろです。

今後、予防接種の実施主体である市町に対し

まして、説明会などの機会を捉えましてさらに

働きかけ、保護者に対し接種対象期間の特例措

置も含め、定期接種について周知をするほか、

麻しんやＭＲワクチンに関する適切な情報提供

を行うように努めてまいります。

【虎島副委員長】ありがとうございます。

その接種率を高めるために、市町から対象者

への周知や情報提供がきちんとされるように、

今後も県からしっかりと働きかけるようにお願

いいたします。

また、今年度は特例で、通常、就学前に受け

るべき第2期を小学1年生も接種できるように、

小学1年生を対象とするという措置があるとご

報告いただきました。これは教育庁ともこの接

種率を上げるため、しっかり連携して取り組む

ように、併せてお願いしたいと思います。

続きまして、看護学校について、度々お話・

ご要望をしておりますけれども、今年度、支援

の拡充、医師会立看護師養成校に対して拡充を

実施していただきましたことは感謝申し上げま

す。

しかし、定員割れであったりとか、卒業生の

まだない新規課程には補助ができないというよ

うな状況もありまして、依然として経営状況は

厳しいというふうにお伺いしています。

また、学生に、全国的に4年制大学を目指すと

いう流れもあり、この3年課程、准看といったと

ころに入る方が少なくなっているという非常に

厳しい状況にあると認識しています。

人口当たりの看護師数で見ますと、長崎県は

非常に充足している部類に入っているというこ

とですけども、現場感、現場の看護師は全く足
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りてないという状況が続いております。

このことについて、県として改めまして見解

をお伺いしたいと思います。

【坂本医療人材対策室長】看護職員の確保に関

するお尋ねでございます。

今、委員からお話がございましたとおり、県

内の医療機関などで就業する看護職員数は、人

口10万人当たりですと、本県は全国で6番目に多

く、総数としては多い県であるものの、施設側

の求人と職を求める求職者側のニーズにミスマ

ッチがあるなど採用が難しく、看護職員の不足

感が強く、看護師の確保に大変苦慮していると

いう医療機関の声なども伺っているところでご

ざいます。

そのため、お話がありましたとおり、県内就

業率の高い、医師会が設置運営されている養成

所の運営支援の拡充などを行っているところで

ございますが、一方で、これからも見ますと、

生産年齢人口は減り、なお高齢者が増え続ける

中では、新規養成に限らず、離職防止であった

り復職支援の取組、また、医療と介護の連携な

ど社会のニーズの変化に応えられる質の高い看

護師の育成、資質向上の取組といった総合的な

取組が重要になってくるものと考えております。

そのため、改めてでございますが、関係団体、

また市町など様々な方のご意見を伺いたいと考

えておりまして、その際は医療機関の看護の現

場を含めて、こちらから出向く機会も設けて、

実情をよく伺って、これからの看護職員の育成

確保の在り方について、今後求められる看護職

員の役割でありますとか、雇用する側の施設側

の役割・課題でありますとか、支援する行政の

役割等について整理し、必要な人材の確保・育

成につなげられるように、しっかり取り組んで

まいりたいと考えております。

以上でございます。

【虎島副委員長】ありがとうございます。

先ほど4年制大学のお話をしましたけれども、

全国的に見ますと3年課程よりも4年制大学に進

まれる看護師を目指す方の方が、もう大学の方

が多くなっているんです。

このことは、学事振興課とも私はそういうや

り取りはしておりますけれども、一方で、地元

で看護師をやる方、看護学校から実習に行った

病院に非常に入りやすくなるというか、よく事

情が分かっている研修した施設に入職するとい

ったような傾向もあるとお聞きしております。

ぜひ地元の意見をしっかりと今後も吸収して

いただいて、役立つ施策を立てていただければ

と思います。よろしくお願いいたします。

【中村(泰)委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】それでは、こども政策局を

含む福祉保健部関係の審査結果について、整理

したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後３時０３分 休憩 ―

― 午後３時０４分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を終了いたします。

引き続き、委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

お疲れさまでした。

― 午後３時０３分 休憩 ―

― 午後３時０４分 再開 ―

【中村(泰)委員長】委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、協議したいと
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思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後３時０６分 休憩 ―

― 午後３時０７分 再開 ―

【中村(泰)委員長】これをもちまして、協議を

終了いたします。

委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【中村(泰)委員長】それでは、正副委員長にご

一任願いたいと存じます。

以上をもちまして、文教厚生委員会及び予算

決算委員会文教厚生分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後３時０７分 閉会 ―



文教厚生委員会委員長 中村　泰輔

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例
（関係分）

原 案 可 決

長崎県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基
準に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正す
る条例

原 案 可 決

長崎県立佐世保青少年の天地条例等の一部を改正する条
例

原 案 可 決

計  ３件  (原案可決  ３件）

文 教 厚 生 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月1日

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 70 号 議 案

第 73 号 議 案

第 74 号 議 案

113



委  員  長     

副 委 員 長     

署 名 委 員     

署 名 委 員     

書  記   藤川 翼

書  記   深浦 朋大

速  記   神戸綜合速記(株)



委  員  長     中村 泰輔

副 委 員 長     虎島 泰洋

署 名 委 員     中山 功

署 名 委 員    松本 洋介

書  記   藤川 翼

書  記   深浦 朋大

速  記   神戸綜合速記(株)
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予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 
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総務部関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６８号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）のうち関係部分 

報告第１号 令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）のうち関係部分 

であります。 

  

 はじめに、第６８号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）」のうち

関係部分についてご説明いたします。 

 歳入予算は、 

  国 庫 支 出 金        ２億 ４，８６３万 ５千円の増 

であります。 

歳出予算は、 

  私 立 学 校 振 興 費        ２億 ４，８６３万 ５千円の増 

であります。 

 

 この歳出予算の内容は、 

 授業料に対する国の支援制度である就学支援金において、これまで所得制限を受け

ていた年収約９１０万円以上世帯の高校生等を新たな対象にした、物価高騰による子

育てに係る経済的負担の軽減等を目的とする臨時支援金で、授業料年額 

１１万８，８００円の支援に要する経費等として 

  高 等 学 校 私 立 学 校 助 成 費    ２億 ４，８６３万 ５千円 

を計上いたしております。 
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 次に、報告第１号「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」のうち、関

係部分についてご説明いたします。 

 

 先の２月定例県議会の予算決算委員会において、専決処分により措置することをあ

らかじめご了承いただいておりました、令和６年度予算の補正を、令和７年３月３１

日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、その概要をご報告い

たします。 

 歳入予算は、 

  国  庫  支  出  金       １億 ３，１８３万 ９千円の減 

   諸     収     入                 １千円の減 

  合           計       １億 ３，１８４万   円の減 

であります。 

 

 歳出予算は 

 大     学     費       １億     ７２７万 ９千円の減 

私 立 学 校 振 興 費       １億 ４，５３１万 ２千円の減 

合           計       ２億 ５，２５９万 １千円の減 

であります。 

 

この歳出予算の内容について、ご説明いたします。 

大学費の主なものは、 

県立大学佐世保校建設整備事業費         ９，１７５万   円の減 

であります。 

 

私立学校振興費の主なものは、 
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高等学校私立学校助成費          １億 ２，７２２万 ５千円の減 

であります。 

 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 

（追加１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    総 務 部 
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【予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 総務部の２頁３行目の次に、次

のとおり挿入】 

 

第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分 

 

【予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 総務部の２頁２０行目の次に、

次のとおり挿入】 

 

 次に、第８６号議案 「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）」のうち関

係部分についてご説明いたします。 

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必

要な予算を追加しようとするものであります。 

 

 歳出予算は、 

 私立学校振興費                ９７０万  ６千円の増 

 合      計                ９７０万  ６千円の増 

となっております。 

 

この歳出予算の内容について、ご説明いたします。 

エネルギー等の物価高騰の影響を受けている私立小・中学校、高等学校及び専修学

校・各種学校に対して、電気・ガス料金にかかる高騰分の一部を支援する経費として 

私 立 学 校 助 成 費            ９７０万  ６千円の増 

を計上いたしております。 
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文教厚生委員会関係説明資料 

 

 

 

 

 

 

    総 務 部 
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総務部関係の議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（私立高校の就職状況について） 

 私立高校における今春卒業生の就職率については、令和７年３月末現在で９７．７％

と前年度と比べ０．６ポイントの増となっており、就職した生徒のうち県内就職者の

割合は７６．６％と前年度比４．９ポイント増加しております。 

県内就職割合が増加した要因としては、県内企業において様々な待遇改善が図られ

ていることが、ワークライフバランスを重要視する若者にとって県内就職を前向きに

捉えるきっかけとなっていることに加え、労働局による企業説明会の早期実施や、県

内就職推進員をはじめとする学校関係者の丁寧な指導等が、県内就職の魅力を効果的

に伝えることにつながったものと考えております。 

県といたしましては、引き続き、多くの若者に地元長崎の魅力や暮らしやすさを  

知っていただけるよう情報発信に努めるとともに、各学校の進路指導担当教員や県内

就職推進員と、より一層の連携を図り、県内企業へのインターンシップや県内企業説

明会・見学会、県内企業の情報を生徒や保護者に知ってもらう機会を増やすなど、県

内就職の促進に取り組んでまいります。 

 

（県立大学の就職状況について） 

県立大学における今春卒業生の就職率については、令和７年４月末現在で９９．７％

と前年度と比べ０．２ポイントの増となっており、学部別では、経営学部が９９．４％、

地域創造学部が９９．６％、国際社会学部及び情報システム学部、看護栄養学部が 

１００％となっております。 

 なお、就職者のうち県内就職者の割合は３３．２％で、前年度比３．１ポイント減

少しております。 

 県立大学においては、Ｗｅｂを活用した県内企業情報の提供、県内企業説明会など

県内就職に向けた取組を積極的に実施しておりますが、県内就職率は看護栄養学部で
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増加したものの、経営学部、地域創造学部、国際社会学部、情報システム学部おいて

減少したことが、全体を押し下げたものと考えております。 

県内就職率向上のため、県立大学においては、県内企業での企業インターンシップ

や地域における経営実践の実施など地域に根差した実践的な教育を推進するとともに、

県内就職支援員を配置して、企業情報の開拓と個別面談やゼミなどを活用した情報の

提供に取り組んでおります。また、令和６年度においては、学内合同業界セミナーの

実施時期を見直し、就職活動の早期化に対応するなど、支援の充実を図りながら取組

を進めてまいりました。 

県といたしましては、学生と県内企業との交流の機会をさらに増やしていくととも

に、県内就職率の高い県内高校生の県立大学への進学を促進するなど、県立大学と連

携して引き続き県内就職率向上への取組を推進してまいります。 

 

（体罰等に係る実態調査について） 

 体罰等の実態を把握し、その根絶を図るため、平成２４年度から毎年、私立学校の

教職員、児童・生徒及び保護者を対象に体罰等に係る実態調査を実施しております。 

令和６年度の調査結果では、体罰及び不適切な指導と認知された件数は２４件で前

年度より６件増加、体罰等を行った教員等の数は２２人で前年度より５人増加、体罰

等を受けた児童・生徒数は３７人で前年度より１０人減少しております。 

県といたしましては、体罰が発生した学校の教頭・副校長に対する聴き取り調査を

行い、再発防止策を確認したうえで、その防止策が確実に実施されるよう指導すると

ともに、さらなる研修内容の充実を依頼する等、体罰防止の徹底を図ってきたところ

ですが、依然として私立学校における教職員等の体罰が無くならないことや、不適切

な指導に対する認識が不十分であるということを示すものとして重く受け止めており

ます。 

今後とも、校長会・教頭会や各種研修会等のあらゆる機会を捉え、体罰根絶、不適

切な指導の防止に係る意識の向上を図ってまいります。 
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（新たな総合計画の策定について）      

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活

躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の

底上げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「に

ぎわい」、「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲

げるとともに、先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップす

るとともに、地方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてま

いりたいと考えております。 

このうち、総務部においては、主に「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を応

援する」や「時代の変化に対応する力強い産業を創出する」に関する戦略に関連施策

等を位置付けております。 

 「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を応援する」では、「すべてのこどもた

ちを支援する魅力ある教育環境づくり」に向け、私立学校の独自性・自主性を尊重し

ながら魅力ある学校づくりの支援に取り組むほか、「時代の変化に対応する力強い産

業を創出する」では、「地域を支える企業の人材育成・確保」に向け、地域に貢献し
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選ばれる県立大学づくりに取り組んでまいりたいと考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 部 

 

 

 

教 育 委 員 会 
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教育委員会関係の議案について、ご説明いたします。 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６８号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）のうち関係部分 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

であります。 

 

 はじめに、第６８号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）」のうち

関係部分についてご説明いたします。 

 教育委員会所管の補正予算額は、 

 歳入予算では 

  国 庫 支 出 金            ３億 ９，９５８万 ７千円の増 

歳出予算では、 

 高 等 学 校 費            ３億 ９，９５８万 ７千円の増 

であります。 

 この結果、令和７年度の教育委員会所管の予算総額は、 

                     １，３１３億 ９，０２９万 ７千円 

となります。 

 次に、歳入予算の内容についてご説明いたします。 

  国 庫 支 出 金                       ３億 ９，９５８万 ７千円の増 

については、 

高校生等臨時支援費補助金に係る国庫補助金であります。 

    

 歳出予算の内容についてご説明いたします。 

 高等学校等就学支援金制度で所得制限を受けている世帯の高校生を対象とした授業
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料相当額の教育費の支援に要する経費として 

                       ３億 ９，９５８万 ７千円の増 

を計上いたしております。 

 

次に、先の２月定例県議会の本委員会において、専決処分により措置することにつ

いてあらかじめご了承いただいておりました、「令和６年度長崎県一般会計補正予算」

について、令和７年３月３１日付けで知事専決処分いたしましたので、関係部分につ

いてその概要をご報告いたします。 

  教育委員会所管の補正予算額は、                                   

  歳入予算では、                                                             

  使用料及び手数 料              ２，１５２万 ４千円の減 

  国 庫 支 出 金                       ７，８９５万 ９千円の減 

  財 産 収 入                ３３５万 ９千円の増 

  寄 附 金                ７３５万   円の増 

  繰 入 金                １２８万   円の減 

    諸 収 入              ３，９８２万   円の減 

    合        計                    １億 ３，０８７万  ４千円の減 

  歳出予算では、                                                             

  教 育 総 務 費           ２億 １，７４８万   円の減 

    小 学 校 費                     ２億  ９，７３５万  ８千円の減 

    中 学 校 費                     ２億   ３０７万  ６千円の減 

  高 等 学 校 費           ３億 ８，２０４万  ８千円の減 

  特 別 支 援 学 校 費           １億 ８，６７９万  ２千円の減 

  社 会 教 育 費              ６，７１９万 ５千円の減 

  保 健 体 育 費           １億 １，４６１万   円の減 
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    県有施設等災害復旧費                           ２，５４６万  ８千円の減 

    合        計                   １４億  ９，４０２万  ７千円の減 

であります。 

 

 歳入予算の主なものは、  

 高等学校授業料及び通信教育受講料         ２，０１９万 ５千円の減 

 公立文教施設災害復旧費負担金           １，４４２万 ２千円の減 

日本スポーツ振興センター災害共済給付金      ６，００３万 ４千円の減 

 

 歳出予算の主なものは、 

 市町村立学校県費負担教職員、県立学校教職員及び教育委員会事務局職員の  

  給 与 費            ７億   ６２４万 ５千円の減 

 県立高等学校及び特別支援学校の 

  学 校 運 営 費           １億 １，７０１万 １千円の減 

 施 設 整 備 費                  １億 ４，７０１万 ５千円の減 

であります。  

                   

  以上をもちまして教育委員会関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 委 員 会 
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教育委員会関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、   

第７０号議案「職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例」のうち 

関係部分 

第７４号議案「長崎県立佐世保青少年の天地条例等の一部を改正する条例」 

 

であります。 

 

第７０号議案「職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例」は、「地

方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律」及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進

法の一部を改正する法律」の施行に伴い、部分休業制度を拡充するとともに、仕事と

育児の両立支援制度の周知・意向確認を講じることとするため、関係条例について所

要の改正をしようとするものであります。 

 

第７４号議案「長崎県立佐世保青少年の天地条例等の一部を改正する条例」は、令

和７年度末をもって長崎県立千々石少年自然の家を県立の青少年教育施設として廃止

するとともに、県立青少年教育施設の安定した施設運営を継続するため、所要の改正

をしようとするものであります。 

 

続きまして、議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（学校指定型のふるさと納税制度の創設について） 

 県教育委員会では、今年度から学校指定型のふるさと納税制度を創設し、寄附の募
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集を開始することとしております。具体的には、寄附者が県立の中学校、高等学校、

特別支援学校を指定して寄附を行い、寄附額を各校の特色ある取組に活用できる仕組

みとなるよう調整を進めております。 

 この仕組みを通じて、母校や長崎県の学校の取組を応援したい、教育環境整備に役

立ててほしいという思いにお応えしていきたいと考えており、準備が整い次第募集を

開始してまいります。 

 

（「教職の魅力化作戦会議」からの提言について） 

 去る３月２７日に、民間企業等有識者からなる「教職の魅力化作戦会議」から、「子

どもの豊かな学びと健やかな成長を実現するために、教師がやりがいを持って働くこ

とができる環境の整備について」の提言をいただきました。 

 本提言では、教師がやりがいを持って授業をはじめとする教育活動に打ち込める環

境を整備することが不可欠で、県・市町教育委員会や学校、家庭、地域等の各主体が

早急に取り組むべきこととして「教師の働き方改革の趣旨、教職のやりがいや魅力を

社会に発信すること」、「業務削減や効率化等による教師の負担軽減及び持続可能な

人材の確保を図ること」、「学校・家庭・地域・企業等が、主体的につながりをもっ

て子どもの教育に関わる取組を推進し、学校・教師の役割の再構築を図ること」の３

つの視点からの提言がなされております。 

今後は、家庭や地域をはじめ県民の皆様にご理解・ご協力をいただきながら、提言

を踏まえた取組をできることから進めていくこととしており、子どもたちへよりよい

教育を提供するため、教師の働き方を見直し、教師自身が教職に対する誇りと働きが

いの意欲を持って能力を発揮できる環境の整備を図ってまいります。 

 

（全国及び県学力調査について） 

全国学力・学習状況調査については、去る４月１７日に、小学校６年生を対象とし
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た国語・算数・理科、中学校３年生を対象とした国語・数学が実施されました。なお、

中学校３年生の理科については、オンライン方式により、４月１４日から１７日の期

間において、学校ごとに調査日を指定する形で実施されました。 

また、本県独自の県学力調査についても、小学校５年生の国語・算数、中学校２年

生の国語・数学を全国学力・学習状況調査と同日に、中学校３年生の英語を４月１８

日に実施いたしました。 

いずれの調査につきましても、県内児童生徒の学習の定着状況を把握し、学習指導

に生かすための貴重な機会となっております。 

今後も県内児童生徒の学力向上のために、市町教育委員会及び学校において有効に

調査結果を活用することができるよう支援してまいります。 

 

（教職員の体罰等について） 

県教育委員会では、体罰の根絶を「最重要課題」の一つと位置付け、平成２４年度

から毎年教職員及び児童生徒・保護者に対して、体罰及び不適切な指導の実態調査を

実施しております。 

令和６年度の調査結果では、体罰及び不適切な指導の件数は２６件で、前年度と比

較して１件増加しました。体罰等を受けた児童生徒数は１２９人で、前年度と比較し

て３２人増加しました。懲戒処分を受けた教職員は、前年度と同数の１人でした。過

去にも体罰等において指導を受けた者が、再度の体罰を行っている事例があることか

ら、体罰等の再発防止を強化するため、令和４年４月に「教職員の懲戒処分基準」の

一部を改定し、再発の教職員に対する処分を厳罰化いたしました。また、再発防止研

修の在り方を検証し、さらなる指導の充実・徹底を図るため、体罰・不適切な指導の

再発防止のための指導力向上研修実施要項の一部改正を行い、令和５年４月１日から

運用しています。今後も引き続き、各種研修会等のあらゆる機会を捉えて体罰・不適

切な指導の根絶に向けた取組を強力に推進するとともに、体罰・不適切な指導を許さ
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ない環境づくりを目指し、教職員の意識改革を進めてまいります。 

 

（令和８・９年度長崎県公立学校教員採用選考試験について） 

教員の採用については、より多くの、そしてより質の高い人材の確保を目指して、

第１次試験の実施を昨年より１か月早い時期となる５月１１日に行いました。 

今年度の採用試験から、新たに小学校で外国語活動を中心とした業務に携わる「小

学校教諭英語専科」及び中学校で特別支援学級又は通級指導教室を担当し、校内の特

別支援教育を推進する役割を担う「中学校教諭特別支援教育担当教員」枠を設けまし

た。募集定員は、「小学校教諭英語専科」が１０名、「中学校教諭特別支援教育担当

教員」が５名であり、それぞれ小学校教諭・中学校教諭全体の採用予定者数に含まれ

ます。 

また、今年度から大学３年生を対象とする選考試験を導入し、２１８名の出願があ

りました。今年度の１次試験で合格した方は、次年度採用試験の１次試験が免除とな

り、２次試験からの受験が可能となります。 

なお、令和８年度の教員採用予定者数は、退職者数や児童・生徒数の推移等を見込

み、昨年度より３名少ない５２９名としております。出願者数については、小・中学

校のオンライン受験を除き１,０５０名、倍率としては２．０倍となりました。 

今後とも、選考試験の制度改善を図りながら、優れた資質と豊かな人間性を備え、

長崎県の教員として強い使命感と情熱あふれる人材の確保に努めてまいります。 

 

（高校生の進路状況について）  

文部科学省が５月２３日に公表した令和７年３月末現在の公立、私立を合わせた高

校生の就職率は、全国では９８．０％であり、前年同期と同水準となっております。

本県の公立高校では、９９．０％と前年より０．６ポイント下回る結果となりますが、

各学校の粘り強い進路指導や各種支援事業によって、昨年度に引き続き全国平均を上
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回る高い就職率を維持しています。 

 公立高校の県内就職割合については６９．９％で、昨年同期と比較し２．０ポイン

ト増加し、コロナ禍で県内志向が高まった令和３年度につぐ高い数値となりました。 

県教育委員会としましては、引き続き生徒・教員の県内企業への理解が進むよう取

り組むとともに県立学校に配置しているキャリアサポートスタッフに対して、県内企

業の求人情報収集、進路相談への対応やジュニアオープンカンパニー（旧・早期応募

前見学会）の推進など、生徒の就職支援をより充実できるよう指導助言してまいりま

す。さらに、長崎労働局や産業労働部など関係機関と連携を密にして、県内企業及び

今後県内に進出する企業に関する情報を積極的に提供するなど、高校生の県内就職率

の向上に努めてまいります。 

なお、今春の公立高等学校における大学等への進学については、卒業者数に対する

進学者数の割合が、前年度比０．４ポイント増の６９．９％となります。 

大学等への志願者を対象に行われる「大学入学共通テスト」は、大学教育の基礎力

となる知識・技能や思考力、判断力が問われる試験であり、令和７年１月の「大学入

学共通テスト」から、教科「情報」が加わるなど、平成３０年３月に告示された新し

い学習指導要領に対応した試験が実施されています。 

県教育委員会としましては、このような変化に対応するため、「ＮＥＸＴ長崎人材

育成事業」や「世界とつながるＮＡＧＡＳＡＫＩグローバル人材育成事業」などの取

組を行うとともに、各学校が高校生に身につけさせるべき力を明確にして組織的に指

導改善を図る取組を支援し、生徒の学力向上と進路の実現に努めてまいります。 

 

（遠隔教育センターの開所について） 

子どもたち一人ひとりの個性に対応した質の高い教育や社会の変化に対応した学び

を推進していくためには、多様な学びの場の提供や教育環境の充実のほか、教育を支

える人材の確保が必要であると考えております。 
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このような中、令和５年度から大村市の県教育センター内に開設の準備を進めてお

りました長崎県遠隔教育センターについては、九州初となる遠隔授業の拠点として、 

去る４月１１日に開所式を行ったところであり、今年度は離島半島部の小規模校９校

に、情報や理科の専門科目などを配信しております。 

県としては、この遠隔教育センター、愛称、「デクット」の活用により、地理的要

因や学校規模にとらわれない、多様で豊かな学びの提供を推進してまいります。 

 

（「長崎っ子の心を見つめる教育週間」の実施について） 

毎年、５月から７月、９月から１１月の間の一定期間を「長崎っ子の心を見つめる

教育週間」として、すべての公立学校で、保護者や地域住民の皆様に学校の教育活動

を公開しております。 

各学校においては、外部講師を招聘した「命に関する講話」や「道徳の授業」   

「ＧＩＧＡワークブックながさき」を活用した情報モラルの学びなどを通し、命を大

切にする心や思いやりの心を育むための教育活動を展開することとしております。 

今後も、地域や学校の実情に応じ、学校・家庭・地域の連携強化を図りながら、本

教育週間を一層充実し、相手の立場に立った言動を大切にする心情や「いじめはどん

な理由があってもいけないことだ」という意識の醸成など、「いのちを輝かせて生き

る心豊かな長崎っ子」の育成に努めてまいります。 

 

（有形文化財の県指定について） 

 去る３月１７日に、県指定有形文化財として長崎市の建造物「福
ふっ

建
けん

会館
かいかん

 正門
せいもん

・天
てん

后堂
こうどう

・番人屋
ばんにんや

」、諫早市の美術工芸品「教専寺
きょうせんじ

の木造
もくぞう

阿弥陀
あ み だ

如来
にょらい

立像
りゅうぞう

」の計２件を新

たに指定しました。 

 「福
ふっ

建
けん

会館
かいかん

 正門
せいもん

・天
てん

后堂
こうどう

・番人屋
ばんにんや

」は、明治３０年に重建
じゅうけん

されたもので、天
てん

后堂
こうどう

の堂内は木部の塗りの仕上げや要所の彩画・彫刻の装飾など、ほぼ純正な中国式を基
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調としながらも、各部材や絵様の形態などには和様の要素が混入し、造形、細部意匠

ともに優れ工匠の力量の高さを窺わせる貴重な建造物です。航海安全の守護神である

媽
ま

祖
そ

をまつり、長崎における中国文化と国際交流の歴史を特色づける重要な遺構とし

て、その価値が高く評価されました。 

 また、「教専寺
きょうせんじ

の木造
もくぞう

阿弥陀
あ み だ

如来
にょらい

立像
りゅうぞう

」は、諫早市森山町の浄土真宗教専寺
きょうせんじ

の本尊

として伝わった像高約８１センチメートルの仏像で、顔立ちや体つき、衣のひだ等の

穏やかな作風から、平安時代後期に当時の都であった京都で製作されたとみられます。 

本県では平安時代の仏像の類例が少なく、キリシタンによる仏像破壊を免れて現存し

ていることからも、歴史的にも美術工芸史的にも希少な仏像と位置づけられます。 

 今回の指定により、県指定文化財は３９９件、そのうち、建造物の有形文化財は  

３５件、美術工芸品の有形文化財は１２８件となります。 

 

（重要文化財の国指定等について） 

 国の文化審議会は、令和７年３月２１日、対馬市、西福寺の「元版
げんばん

大般若経
だいはんにゃきょう

附
つけたり

経箱
きょうばこ

」を国指定重要文化財に、佐世保市の「弓
ゆみ

張
はり

岳
だけ

展望所
てんぼうじょ

」を国登録有形文化財にす

るよう、文部科学大臣へ答申を行いました。 

 「元版
げんばん

大般若経
だいはんにゃきょう

附
つけたり

経箱
きょうばこ

」は、対馬市の西福寺に伝来した中国・元時代の経巻
きょうかん

で、

泰
たい

定
てい

３年（１３２６年）に高麗の僧らの依頼により元
げん

・杭州
こうしゅう

の普
ふ

寧寺
ね い じ

で印刷され、室

町時代に入り、対馬島主の宗
そう

貞
さだ

茂
しげ

が朝鮮から輸入して西福寺に安置したと考えられま

す。現存例が少ない元版
げんばん

大般若経
だいはんにゃきょう

がまとまって伝来しており、元から高麗・朝鮮王朝

へ、そして日本（対馬）へもたらされた経緯が判明することからも、東アジアの印刷

史および文化交流史、また、日本の仏教史上においても非常に高い価値を有すると評

価されております。 

 また、「弓張岳展望所」は、西海国立公園指定１０周年の記念として昭和４０年に

整備され、設計は代々木屋内競技場等の構造設計を担当した坪井
つ ぼ い

善
よし

勝
かつ

氏によるもので、
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海に向かって反り、屋根を前方二点と後方一点の三点で支持する鉄筋コンクリート 

（ＨＰシェル構造）造の建造物です。後方の支柱側面には、彫刻家本郷
ほんごう

新
しん

氏によって

太陽、月、弓矢を引く手、波が彫り込まれ、躍動感があり自然景観に反りあがった屋

根のシャープで軽快な造形が際立ち、登録基準の「造形の規範となっているもの」に

該当すると評価されました。 

 今回の答申により指定されると、本県の美術工芸品の国指定重要文化財は３６件に、

建造物の登録有形文化財は１３７件になります。 

 

（対馬市観音寺
かんのんじ

の仏像返還について） 

 去る５月１２日、対馬市で盗難され韓国に持ち出された、県指定有形文化財「観音寺
かんのんじ

の観世音
かんぜおん

菩薩
ぼ さ つ

坐像
ざ ぞ う

」が１３年ぶりに観音寺に返還され、法要後、対馬博物館に収蔵さ

れました。 

 当該仏像は、地域の人々により大切に守り伝えられてきた心の拠り所であるととも

に県民の宝であり、長年の取り組みが実を結び、無事に返還を果たすことができたこ

とに心から安堵しております。 

 関係の皆様のこれまでの御協力に深く感謝申し上げますとともに、引き続き、当該

仏像をはじめ本県の貴重な文化財の保存・活用に尽力してまいります。 

 

（こどもたちの文化活動の推進について） 

県内の中学校及び高等学校の文化活動の一層の活性化を図るため、全国や九州レベ

ルでの活躍が期待できる部活動、地域の文化活動の活性化に貢献できる部活動を令和

７年度文化活動推進校として指定しました。 

中学校においては、第３７回全日本マーチングコンテストで、金賞を受賞した雲仙

市立小浜中学校など１９校２２クラブを、高等学校においては、同じく第３７回全日

本マーチングコンテストで、金賞を受賞した活水高等学校など１６校２２クラブを指
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定しております。 

今年度も、引き続き中・高校生の文化力の育成に努めてまいります。 

 

（令和７年度長崎県高等学校総合体育大会について） 

  本年度の県高等学校総合体育大会は、「一歩一投
いっぽいっとう

一振
いっしん

 魂込めた一瞬を」をスロー

ガンに、去る５月３０日の総合開会式を皮切りに、佐世保市を主会場とした県内９市

２町において、３１競技を実施し、８８校、９，２３１人の選手が参加して熱戦が繰

り広げられました。 

 

（競技力の向上について）  

本年度も、競技スポーツの中核を担うジュニアスポーツにおいて、全国大会等での

活躍を期待し、高等学校では３４競技延べ７８校を「強化校」等として指定を行いま

した。また、国民スポーツ大会において、少年種別の主力となる高校生の更なる強化

を図るため、８競技延べ１０校を「国スポ強化校」として指定し、中学校では、中学

校体育連盟推進専門部１９競技を指定したところです。これらの指定校等に対して、

遠征費、合宿費、練習会等に要する経費を助成することにより、選手の育成強化を図

ってまいります。 

本県スポーツ選手の活躍については、本年３月に開催された「全国高等学校選抜大

会」において、個人競技では、諫早農業高校の田中
た な か

 彗斗
け い と

選手がウエイトリフティング

競技男子６７ｋｇ級で優勝、団体競技では、島原高校剣道部が男子団体において悲願

の初優勝を飾りました。 

また、３月２０日から２３日まで行われた第６２回全日本ボウリング選手権大会で

は、男子３人チーム戦で本県チームが優勝、個人総合においても福
ふく

満
みつ

 亮
りょう

選手が優勝

を果たしました。 

今後とも、「長崎から世界へ」羽ばたく県内選手の発掘・育成・強化に取り組み、
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本県スポーツのさらなる振興と競技力の向上を推進してまいります。 

 

（新たな総合計画の策定について） 

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活

躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の

底上げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、

先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地

方創生２．０
にーてんぜろ

をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

このうち、教育庁においては、主に「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を応

援する」に関する戦略に関連施策等を位置付けております。 

「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を応援する」では、「地域資源を活用し、

こどもたちの新しい時代を切り拓く力を育む教育の推進」に向け、こどもたちが自ら
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豊かな人生を切り拓くための「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」の育成や、こ

どもたちの郷土への誇りと愛情を育み、郷土の未来を担う人材の育成等に取り組んで

まいります。また、「すべてのこどもたちを支援する魅力ある教育環境づくり」に向け、

県民一体となり、地域に根差し将来の長崎県を牽引していくこどもの育成や、一人一

台端末や遠隔教育などを活用した多様な学びの提供等にも取り組んでまいりたいと考

えております。 

今後、 県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞き

しながら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について） 

 「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる教育庁関係の項目に関して、その主

な取組内容をご説明いたします。 

「長時間労働の是正」については、小中学校では、県教育委員会や市町教育委員会

等からなる超勤改善等対策会議において、長時間労働の是正に向けた協議を進め、令

和７年度までの具体的な成果目標を設定し、全県的に取組を進めてまいりました。令

和６年度第２回の会議において、具体的方策の見直しと併せて、それらを学校と行政

が一体となって取り組むことを確認しております。 

また、県立学校においては、令和３年３月に策定した「長崎県立学校における業務

改善アクションプラン（改訂版）」に基づき、学校行事の精選やガイドラインに沿っ

た部活動の実施、モデル校による時差出勤などの取組を推進してまいりました。 

令和６年度からは、「教員のなり手不足解消プロジェクト」により、業務支援員の

配置やデジタル採点システムの導入及び活用を進めており、今後とも生徒の主体性を

尊重した新たな学校運営を実践するイノベーションハイスクールの指定など、引き続

き超過勤務削減及び働きがいを高める取組をより一層推進してまいります。 

「経験年数や職務内容に求められる専門事項や教育課題を踏まえた研修の充実と
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改善」については、「長崎県教職員研修計画」に基づき、各教職員のキャリアステー

ジに必要とされる資質・能力を身に付けることを目指して実施しております。具体的

には学校運営の中核として活躍するための資質等について学ぶミドルリーダー育成研

修をはじめ、対象となる教職員の経験年数等に応じた研修を実施しています。また、

研修の実際においては、教職員自らが自律的かつ継続して学ぶことができるよう、各

自の目的意識に焦点を当て、実践を積み重ね、振り返り、次につなげていく探究的な

学びの実現へ向けて、研修改善に取り組んでおります。さらに、全国教員研修プラッ

トフォーム（Ｐｌａｎｔ
プ ラ ン ト

）を活用した効率的な研修運営を図るとともに、県内教職員

が、Ｐｌａｎｔ
プ ラ ン ト

の機能を活用し自己の課題に応じたオンライン研修を選択することが

できるよう積極的な情報発信を行い、オンラインを活用した研修機会を増やしてまい

ります。 

今後も、変化の大きな時代に対応するために外部機関との連携を生かしながら、新

たな教職員の学びの姿の具現化及び研修内容の充実を図り、研修観の転換と教職員の

資質向上に取り組んでまいります。 

 「女性の管理職登用の推進」については、令和６年３月に改訂した「長崎県教育委

員会 特定事業主行動計画」に基づき、採用後から計画的なキャリア形成に努めると

ともに女性教職員個々人の能力、意欲、適性などに応じた人事配置を行い、ミドルリ

ーダーとしての育成・登用を行ってきました。また、女性教職員の管理職への昇任意

欲を高めるために、働き方・働きがい改革の推進や管理職選考試験の変更、登用の猶

予などの制度改正に取り組んでまいりました。小中学校では、学校現場の教職員と課

題を共有し、現状への認識を深め、なお一層の活躍推進が図られるよう、令和４年度

から地区別に若手や女性の活躍推進に向けた懇談会を実施しております。令和７年度

においても、県内１８会場で実施しました。県立学校においても、多様な人材が活躍

できる組織作りを目指し、男女問わず参加できる「学校マネジメント研修会」を実施

しております。 
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 引き続き、女性教職員の主体的な働き方を推進し、教職員が積極的にキャリアアッ

プできるような職場環境づくりに取り組んでまいります。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて 

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

（教職員の不祥事について） 

令和６年９月３０日から令和７年２月１０日までの間に、担当していた部活動振興

会の会計の中から５回にわたり横領し、加えて、平成３０年４月から令和７年２月ま

で、通勤手当を不適正受給した中学校教諭を令和７年３月２５日付けで懲戒免職とい

たしました。 

また、令和７年４月５日、知人女性宅に侵入しようとした疑いで、県立高等学校教

諭が逮捕されました。当該案件につきましては、今後、事実関係を慎重に確認のうえ、

厳正に対処してまいります。 

県内の教育関係者が総力を挙げて不祥事根絶と信頼回復に向けて取り組んでいる

中、教職員によるこのような不祥事が発生したことは、学校教育に対する信頼と期待

を裏切り、県民に失望と不信感を与えるものであり、県議会をはじめ、県民の皆様に

対し深くお詫び申し上げます。 

今後も強い危機感を持って、全教職員に対し、あらゆる機会を通して、児童生徒の

教育に携わる職にあることの自覚を厳しく促し、使命感や倫理観の高揚、服務規律の

徹底を図るとともに、すべての教育関係者と連携し、不祥事根絶と信頼回復に向けた

取組の推進に全力を傾けてまいります。 

 

 以上をもちまして、教育委員会関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係説明資料 

 

( 追 加 １ ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 委 員 会 
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【文教厚生委員会関係議案説明資料 教育委員会１１頁１行目の次に、次のとおり挿

入する。】 

 

（令和８年度県立高等学校の募集定員について）  

令和８年度の県立高等学校の総募集定員は、少子化が進行し、県内の児童生徒数は

年々減少傾向にあることを踏まえ、令和７年度より８０人少ない９，６８０人といた

しました。 

内訳といたしましては、全日制課程が８，５２０人、定時制課程が５６０人、通信

制課程が６００人であります。 

また、令和８年度から、宇久高校において、自然科学分野を中心に、ＤＸなどの最

先端技術を取り入れた探究型学習を行う「Uku サイエンスパーク」を導入し、離島留

学生を募集することとしております。 

 

【文教厚生委員会関係議案説明資料 教育委員会１４頁１２行目から１４行目を削除

し、次のとおり挿入する。】 

 

また、令和６年６月頃から令和７年３月までの間、担当する学級のテストのほとん

どを採点等することなく、校内又は自宅に保管し、テスト結果を通知表に適切に反映

させることを怠った小学校教諭を令和７年６月１７日付けで戒告処分といたしました。 

さらに、令和７年４月５日、知人女性宅に侵入しようとした疑いで、県立高等学校

教諭が逮捕されました。当該案件につきましては、今後、事実関係を慎重に確認のう

え、厳正に対処してまいります。 

 



 

 

 

 

 

 

令和７年６月定例県議会 
 

 

 

 

 

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 
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福祉保健部関係の議案について、ご説明いたします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

 

第６８号議案 「令和 7年度長崎県一般会計補正予算（第２号）」のうち関係部分 

報告第 １号 知事専決事項報告 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

報告第１２号 知事専決事項報告 「令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算

（第２号）」 

の３件であります。 

 

はじめに、第６８号議案 「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）」のうち

関係部分について ご説明いたします。 

歳入予算は、 

    国 庫 支 出 金           ２７億 ２，５８６万 ８千円の増 

  合      計           ２７億 ２，５８６万 ８千円の増 

 

歳出予算は、 

  医 薬 費           ２７億 ３，１５６万 ８千円の増 

  合 計           ２７億 ３，１５６万 ８千円の増 

 

となっており、この結果、令和７年度の福祉保健部所管の歳出予算は、 

１,１２９億 ４，２３３万 ７千円 

となります。 
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  次に、補正予算の内容についてご説明いたします。 

 

（病床数適正化支援事業費について） 

医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関への支援に要する

経費として、 

１２億 ８，２１９万 ３千円の増 

を計上いたしております。 

 

（施設整備促進支援事業費について） 

現下の物価高騰を含む経営状況の変化により、施設整備等が困難となった医療機関等

への支援に要する経費として、 

１億３，１８０万 ３千円の増 

を計上いたしております。 

 

（産科・小児科医療確保事業費について） 

特に分娩取扱施設が少ない地域等における分娩取扱の維持のための取組や地域の小

児医療の拠点となる施設に対して、急激な患者数の減少等を踏まえた支援に要する経費

として、 

１億  ９８３万 ７千円の増 

を計上いたしております。 

 

（生産性向上・職場環境整備等支援事業費について） 

医療に従事する人材の確保・定着を図るため、限られた人員でより効率的に業務を行

う環境の整備に対応するための支援に要する経費として、 

１１億８，８７２万 ８千円の増 
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を計上いたしております。 

 

（災害時歯科保健医療提供体制整備事業費について） 

災害時における歯科医療又は口腔管理等の歯科保健医療活動の実施に必要な資機材

の整備の支援に要する経費として、 

１，９００万 ７千円の増 

を計上いたしております。 

 

 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算  （第１０号）」

のうち関係部分につきましては、先の２月定例会の予算決算委員会において、専決処分

により措置することについて、あらかじめご了承をいただき、令和６年度予算の補正を

令和７年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、その

概要をご説明いたします。 

 

 歳入予算は、   

  使用料及び手数料                  ８７４万 ３千円の増 

    国 庫 支 出 金              ６億 ６，７２５万 ８千円の減 

   財 産 収 入                               １８８万 ３千円の減 

    寄 附 金                                ４８万 ９千円の減 

  繰 入 金                         １億 ９，２９７万 ４千円の減 

    諸 収 入                             ７，３３０万 ３千円の増 

  合      計                         ７億 ８，０５５万 ８千円の減 

 

 歳出予算は、 

    防  災  費                               ６６５万 ８千円の減 

  社 会 福 祉 費                         ４億 ８，１８７万   円の減 
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  老 人 福 祉 費                         ２億 ３，３８８万 ７千円の減 

  児 童 福 祉 費                               １９５万 ３千円の減 

  障 害 福 祉 費                         ２億 ８，４４４万 ５千円の減 

  生 活 保 護 費                            ８，７２７万 ２千円の減 

  災 害 救 助 費                             ７，１０８万 ５千円の減 

  公 衆 衛 生 費                         ５億 １，９６６万 ２千円の減 

  保 健 所 費                             ２，５７８万 １千円の減 

  医 薬 費                         ２億 ６，９６６万 ７千円の減 

  合 計                        １９億 ８，２２８万   円の減 

となっております。 

 

 歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定による国庫支出金の減であります。 

  歳出予算の主なものは、指定難病対策費の実績減による公衆衛生費の減であります。 

 

次に、報告第１２号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補

正予算（第２号）」についてご説明いたします。 

 

歳入予算は、 

    分担金及び負担金                        ２千円の減 

    国 庫 支 出 金             ４０億 １，１４７万 ８千円の減 

   財 産 収 入                               １３２万 ７千円の減 

  繰 入 金                          ４億   ７４８万 ６千円の減 

  繰   越    金                       １千円の増 

  諸 収 入                             ９，３３２万 ７千円の減 

  合      計                        ４５億 １，３６１万 ９千円の減 

 

 歳出予算は、 

    社 会 福 祉 費                        ４５億 １，３６１万 ９千円の減 
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  合      計                        ４５億 １，３６１万 ９千円の減 

となっております。 

 

 これは、保険給付費等交付金の実績減等によるものであります。 

 

 以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 

 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 

（追加１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 
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【予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 福祉保健部の２ページ３行目から

８行目までを削除し、次のとおり挿入】 

 

第６８号議案 「令和 7年度長崎県一般会計補正予算（第２号）」のうち関係部分 

第８６号議案 「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）」のうち関係部分 

報告第 １号 知事専決事項報告 「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

報告第１２号 知事専決事項報告 「令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算

（第２号）」 

の４件であります。 

 

【予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 福祉保健部の４ページ６行目の次

に、次のとおり挿入】 

 

次に、第８６号議案 「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）」のうち関係部

分についてご説明いたします。 

 

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必要

な予算を追加しようとするものであります。 

 

歳出予算は、 

  老 人 福 祉 費            ４億 ３，９１１万 ５千円の増 

  障 害 福 祉 費            １億 ５，４８０万 ３千円の増 

  医 薬 費            ４億 ８，４６３万 ２千円の増 

  合 計            １０億 ７，８５５万   円の増 
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となっており、この結果、令和７年度の福祉保健部所管の歳出予算は、 

１，１４０億 ２，０８８万 ７千円 

となります。 

 

補正予算の内容についてご説明いたします。 

 

（医療機関、介護施設等における物価高騰への支援について） 

エネルギー等の物価高騰の影響による負担軽減を図るため、利用者への価格転嫁が 

困難な施設を運営する事業者に対し、電気代等高騰分の支援を実施してまいります。 

 

 

１ 医療機関等への支援に要する経費として、 

４億 ８，４６３万 ２千円の増 

２ 介護サービス施設等への支援に要する経費として、 

４億 ３，９１１万 ５千円の増 

３ 障害福祉サービス施設等への支援に要する経費として、 

１億 ５，４８０万 ３千円の増 

を計上いたしております。 

 

 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 
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 予算決算委員会・分科会でご説明いたしました予算議案の部分を除く福祉保健部関係

の議案につきましてご説明いたします。 

 

 今回ご審議をお願いしておりますのは、 

第７３号議案「長崎県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条 

例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例」 

の１件であります。 

 

  

この条例は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改

正する命令」の公布等に伴い、所要の改正をしようとするものであります。 

 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（民間医療搬送用ヘリコプターの事故について） 

去る４月６日、本県壱岐沖で発生した、対馬市から福岡和白病院へ患者を搬送して

いた民間医療搬送用ヘリコプターの事故により、３名の方々がお亡くなりになられま

した。 

離島の救急医療の要として重要な役割を担ってきたヘリコプターの事故で、尊い命

が失われたことは、痛恨の極みであり、改めて、お亡くなりになられた方々に深く哀

悼の意を表しますとともに、ご遺族並びに関係者の皆様に衷心よりお悔やみ申し上げ

ます。   

多くの離島や半島を有する本県において、ヘリコプターによる患者搬送は、救命率

の向上や後遺症の軽減を図るなど、命を守るために欠かせないものであります。 
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本県ドクターヘリは、事故を起こした機体と同系列の型式であることから、運航を

一時休止し、国土交通省航空局からの指示に基づく検査等を行い、機体の安全性を確

認したうえで、５月３０日から運航を再開しております。 

なお、運航再開にあたっては、今回の事故を踏まえ、海上飛行時に救命胴衣を常時

着用するとともに、飛行中に不具合が生じた際の対応訓練の強化を図ることとしてお

ります。 

また、患者の搬送体制の強化を図るため、長崎県病院企業団において、医師を運ぶ

ために週３日程度運航しているヘリコプターを、非稼働日にドクターヘリの２機目と

して導入することとしており、本年秋頃の運航開始に向けて準備を進めております。 

今後も引き続き、安全運航を徹底し、救急医療体制に支障がないよう努め、県民の

皆様の安全・安心の確保を図ってまいります。 

 

（福祉保健部における各種計画の策定について） 

県政推進の指針である長崎県総合計画における保健・医療・介護・福祉分野におい

て、各領域の個別計画と整合を図りながら、具体的な施策を総合的・体系的に進める

指針及び社会福祉法に基づく都道府県地域福祉支援計画として策定している「長崎県

福祉保健総合計画」が今年度末に終期を迎えることから、令和８年度からの５か年計

画である新たな計画を策定することとしております。 

 また、そのほかに再犯防止推進法に基づく５か年計画である「長崎県再犯防止推進

計画」及びギャンブル等依存症対策基本法に基づく３か年計画である「長崎県ギャン

ブル等依存症対策推進計画」についても、同じく終期を迎えることから新たな計画を

策定することとしております。 

 なお、各計画の策定に当たっては、これまでの取組や各分野における現状・課題を

整理し、福祉保健審議会などの各分野の専門家、関係団体等で構成する有識者会議等

のご意見を伺いながら作業を進めることとしており、素案作成後は、パブリックコメ
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ントや県議会のご意見も踏まえ、今年度中の策定に向けて取り組んでまいります。 

 

（高齢者等見守り活動に関する協定の締結について） 

高齢者の方々が、安心して住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、去る

５月１３日、一般社団法人長崎県損害保険代理業協会との間で、「高齢者等見守り活動

に関する協定」を締結しました。 

今回、同協会に加入されている代理店約１５０社には、高齢者等の異変発見時に速

やかに市町窓口等に連絡を行う体制の整備と情報提供等を実施していただくこととし

ております。 

 これまで１５事業者と本協定を締結しており、引き続き、民間事業者等のご協力を

得ながら、市町と連携して、県内全域における多重的な見守りネットワークの充実強

化に向けて取り組んでまいります。 

 

（知って、肝炎プロジェクトについて） 

厚生労働省と都道府県が連携し、集中的な広報活動を実施する「知って、肝炎対策

プロジェクト」に今年度、本県が選定され、去る４月２３日に、杉良太郎特別健康対

策監を、肝疾患診療連携拠点病院である長崎医療センターに招き、キックオフミーテ

ィングを開催いたしました。 

 今後も、本プロジェクトの委託事業者であるエイベックスと連携し、県内での大規

模イベント等を活用した啓発に努め、肝炎の正しい知識の理解や、肝炎ウイルス検査

の受検などを促進してまいります。 

 

（長崎県ねんりんピックの開催について） 

高齢者の生きがいづくりと健康の保持・増進を目的に、去る４月６日から５月１８

日にかけて、大村市など県内各地で、「第２２回長崎県ねんりんピック」を開催いたし
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ました。 

 本大会期間中、１８種目のスポーツや囲碁・将棋などの競技に、約３千人の高齢者

に参加をいただき、参加者の交流促進や生きがいづくり等に資する大会とすることが

できました。 

 なお、この大会で優秀な成績を収めた選手については、本年１０月に岐阜県で開催

される「第３７回全国健康福祉祭ぎふ大会」に、本県代表として出場することとして

おります。 

 

（介護事業所におけるカスタマーハラスメントに関する実態調査について） 

全国的な課題となっているカスタマーハラスメント対策について、介護現場におけ

る実態を把握するため、令和７年３月、県内の介護事業所に対してアンケート調査を

実施し、その結果を公表いたしました。 

回答があった６８５の事業所のうち、約４０％の事業所が、カスタマーハラスメン

トと感じた行為を現在受けている、又は、過去３年間に受けたことがあると回答して

おり、介護従事者が安心して働くことができる環境づくりのため、今後、集団指導の

実施やチラシの配布など介護事業所におけるカスタマーハラスメント対策の推進を支

援してまいります。 

 

（障害者のスポーツ振興について）  

去る５月２５日、トランスコスモススタジアム長崎を中心として、約９００名の選

手の参加による「第２５回長崎県障害者スポーツ大会」を開催し、各関係団体のご協

力を得て、盛会のうちに終了しました。  

今後、本大会での成績を参考に代表選手の選考を行い、本年１０月に滋賀県で開催

される「第２４回全国障害者スポーツ大会」に、本県代表選手団として派遣すること

といたしております。 
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引き続き、障害のある方々のスポーツ振興と社会参加の促進に努めてまいります。 

 

（新たな総合計画の策定について） 

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活

躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の

底上げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、

先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地

方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

このうち、福祉保健部においては、主に「健康で生きがいを持って暮らせる社会を

つくる」や「多様性を尊重し合う共生社会をつくる」に関する戦略に関連施策等を位

置付けております。 

「健康で生きがいを持って暮らせる社会をつくる」では、「健康づくりと生きがいづ
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くりの促進や地域の医療・介護のサービス確保及び充実」に向け、健康寿命延伸の取

組や持続可能な医療提供体制の構築及び地域包括ケアシステムの深化等に取り組むほ

か、「多様性を尊重し合う共生社会をつくる」では、「互いに支え合う地域共生社会の

更なる推進」に向け、社会的配慮を必要とする人たちへのきめ細かい支援の実施や障

害者等が地域で安心して暮らすための環境整備及び支援等に取り組んでまいりたいと

考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に掲げる福祉保健部関係の項目に関して、そ

の主な取組内容をご説明いたします。 

福祉保健部では、こども医療福祉センターの地域への機能移行と効率的な運営に取

り組んでおり、各地域の児童発達支援センター等の中核的療育支援機関に対する技術

支援や療育従事者に対する研修等を実施し、地域の療育体制の機能強化や療育技術の

向上に努めております。 

今年度も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努め

てまいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 

 

（ 追 加 １ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 
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【文教厚生委員会関係議案説明資料 福祉保健部 ５頁１６行目の次に、次のとおり

挿入する。】 

 

（科学的介護フォーラム in 長崎について） 

 去る６月１８日、民間業者主催による「科学的介護フォーラム 2025in 長崎」がベ

ネックス長崎ブリックホールにて開催されました。 

このフォーラムは、介護の質の向上や介護現場の生産性向上等を図るため、最新の

テクノロジー機器の展示、県内外の先進事例の紹介や働きやすい職場づくりの内閣総

理大臣賞を受賞した県外事業者による発表に加え、経済産業省による介護とまちづく

りをテーマにしたディスカッション等が行われ、本県や関係団体もフォーラムを後援

し、企画等に協力したところです。 

長崎初開催となる本フォーラムは、多くの介護事業所に参加いただき、様々なノウ

ハウを学び取るたいへん貴重な機会となりました。今後とも、関係者と連携しながら、

介護事業所の働き方改革や生産性向上の推進に向けて取り組んでまいります。 

 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ ど も 政 策 局 
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 こども政策局関係の議案について、ご説明いたします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」の

うち関係部分 

報告第２号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計 

補正予算（第２号）」 

 

の２件であります。 

 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第 

10号）」のうち関係部分につきましては、先の２月定例県議会の予算決算委員会にお

いて、専決処分により措置することについて、あらかじめご了承いただき、令和６年

度予算の補正を令和７年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部

分について、その概要をご説明いたします。 

 

歳入予算は、 

 使用料及び手数料                   ９３万 １千円の減 

 国 庫 支 出 金             １億 ６，９３８万 ３千円の減 

 財 産 収 入                   ２３万   円の減 

 繰 入 金                   ５０万   円の減 

 諸 収 入                  １１４万 ６千円の増 

 合 計             １億 ６，９８９万 ８千円の減 

 

 歳出予算は、 
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  社 会 福 祉 費                  ３２７万   円の減 

  児 童 福 祉 費             ４億 ６，３８８万 ３千円の減 

  障 害 福 祉 費                  ４３１万 ９千円の減 

  公 衆 衛 生 費                ５，２２３万 ６千円の減 

  教 育 総 務 費                   ８７万 ８千円の減 

  私立学校振興費                １，８５５万 １千円の減 

  合      計             ５億 ４，３１３万 ７千円の減 

となっております。 

                     

 歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定による国庫支出金の減であります。 

 

 歳出予算の主なものは、子どものための教育・保育給付事業費の実績減等による児

童福祉費の減であります。 

 

 次に、報告第２号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特

別会計補正予算（第２号）」について、ご説明いたします。 

 

 歳入予算は、 

  諸 収 入                １，８０９万 ３千円の減 

  合 計                １，８０９万 ３千円の減 

 

 歳出予算は、 

  母子父子寡婦福祉費                １，８０９万 ３千円の減 

  合 計                １，８０９万 ３千円の減 
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となっております。 

 これは、母子父子寡婦福祉資金貸付実績の減によるものであります。 

 

 以上をもちまして、こども政策局関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 

（追加１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ ど も 政 策 局 
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【予算決算委員会文教厚生分科会関係議案資料 こども政策局の２ページ３行目から

８行目を削除し、次のとおり挿入】 

 

第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分 

報告第１号  知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」

のうち関係部分 

報告第２号  知事専決事項報告「令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計 

補正予算（第２号）」 

 

の３件であります。 

 

【予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説明資料 こども政策局の２ページ８行目

の次に、次のとおり挿入】 

 

はじめに、第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関

係部分についてご説明いたします。 

 

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必

要な予算を追加しようとするものであります。 

 

 歳出予算は、 

  児 童 福 祉 費                  ９２７万 ７千円の増 

  私立学校振興費                   ３８万 ９千円の増 

  合      計                  ９６６万 ６千円の増 
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となっており、この結果、令和７年度のこども政策局所管の歳出予算総額は、 

                                       ２８５億 ３，０７８万 ５千円    

となります。 

                     

 補正予算の内容について、ご説明いたします。 

 

（児童福祉施設等における物価高騰への支援について） 

 エネルギー等の物価高騰の影響を受けている事業者の負担軽減を図るため、利用者

への価格転嫁が困難な児童福祉施設等に対し、電気代等の支援を実施してまいります。 

 

１ 私立幼稚園、認可外保育施設への支援に要する経費として 

６２万 ７千円の増   

２ 児童養護施設等への支援に要する経費として 

９０３万 ９千円の増  

を計上いたしております。 

 

  

 



 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ ど も 政 策 局 
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今回、予算議案を除く、こども政策局関係の議案はございません。 

議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（合計特殊出生率について） 

去る６月４日に、国から令和６年の人口動態統計(概数)が公表され、本県の合計特

殊出生率は１．３９となりました。令和５年に比べると、全国的に数値が下がってい

る中、本県においても０．１低下したほか、出生数も大きく減少しております。 

少子化の進行には、様々な要因が複雑に絡み合うことから、総合的な対策を講じて

いくことが重要であると考えております。 

引き続き、県民の皆様が希望どおりに安心して結婚、妊娠・出産、子育てができる

よう、市町や企業・団体等との連携を強化するとともに、未婚化・晩婚化に歯止めを

かけるための結婚支援の強化と県民の皆様が安心して子育てできる環境の整備などに

包括的に取り組んでまいります。 

 

（新たな総合計画の策定について）   

 新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活

躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の

底上げなどに力を注ぐこととしております。 
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また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「に

ぎわい」、「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲

げるほか、先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップすると

ともに、地方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいり

たいと考えております。 

このうち、こども政策局においては、主に「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑

戦を応援する」や「希望が叶う『結婚、妊娠・出産、子育て』を切れ目なく支える」

等に関する戦略に関連施策等を位置付けております。 

 「こどもたちの将来の可能性を広げ、挑戦を応援する」では、「こどもまんなか社

会の実現に向けた学校・家庭・地域が連携したこどもの育成」に向け、県民総ぐるみ

の子育て支援やこどもが安全・安心でチャレンジできる居場所の拡大等に取り組むほ

か、「希望が叶う『結婚、妊娠・出産、子育て』を切れ目なく支える」では、若い世

代が自ら主体的な選択により希望どおりに安心して、結婚やこどもを産み育てること

ができる社会の実現を目指し、希望を叶えるための知識の普及等と社会全体の気運醸

成や婚活支援、妊娠・出産、子育てへの切れ目のない支援等に取り組んでまいりたい

と考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 
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(長崎県こども・若者応援団表彰式の開催について) 

 去る６月６日に、長崎県こども・若者応援団表彰式を実施いたしました。 

この表彰は、県内のこども・若者を育成する活動と子育て家庭を支援する活動にお

いて、顕著な功績があった企業や団体又は個人の方を毎年表彰しているものです。 

今年度の表彰では、「結婚・子育て支援部門」では、諫早市の「諫早いのちを大切

にする会」様が、「青少年健全育成・支援部門」では、南島原市の「原賀 壽昭」様

が知事賞を受賞されたほか、７個人、５団体が功労賞を受賞され、知事から表彰状が

授与されました。 

このような表彰等を通じて、今後とも、こどもや若者と子育て家庭を社会全体で支

援する気運の醸成に努めてまいります。 

 

 以上をもちまして、こども政策局関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 


